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は じ め に 
 
 近年、国や多くの自治体が人口減少に転ずる中で、川崎市は利便性の高い生活都市として人口が引き続き

増加し、150万人を超える大都市として発展を続けています。 

 一方で、本市の将来人口推計においては、令和 12 年度頃をピークに人口減少に転じると見込まれており、

共働き世帯の増加をはじめとする、社会環境の変化や多様なニーズに対応するため、地域包括ケアシステム

や防災対策など他局とも連携をとりながら、施策の推進を図っています。 

また、「かわさき GIGA スクール構想」の推進に向けた取組や SDGs に関連した様々な活動など、教育に求

められる役割はますます高まっており、こうした様々な行政課題に対しても着実に課題解決に向けた取組を

進めていきます。 

本書は、そのような取組を進める中での、川崎市教育委員会事務局における前年度の主な動きや実績をま

とめてお知らせするものです。教育行財政、学校教育及び生涯学習のそれぞれの事業について、昨年度の実

績を中心にまとめました。具体的な数値等については、可能な限り今年度の実績を盛り込んでいます。 

 川崎市教育委員会事務局では、平成 27 年度から概ね 10 年間の教育振興基本計画として、第２次川崎市教

育振興基本計画「かわさき教育プラン」を策定しており、基本理念として、「夢や希望を抱いて生きがいの

ある人生を送るための礎を築く」を掲げるとともに、基本目標に「自主・自立」「共生・協働」をキーワー

ドとしながら、社会的自立に必要な能力・態度、共生・協働の精神と実践力を育むことを位置づけ、学校及

び保護者や地域を中心とする全ての市民の協力を得ながら、川崎の教育を推進しています。 

 本書が、市民の皆様をはじめ、教育に携わる方々にとって、川崎市の教育行政の現状を理解していただく

一助となれば幸いです。 
 
令和５年１１月 

  川崎市教育委員会事務局  
 

 

 

171,949人 

82,194世帯 

小学校 13校 

中学校  5校 

高等学校（全日制）   2校 

高等学校（定時制）   1校 

231,065人 

125,997世帯 

小学校 20校 

中学校  11校 

高等学校（全日制）  1校 

高等学校（定時制）  1校 

特別支援学校  2校 

235,082人 

105,858世帯 

小学校 17校 

中学校  8校 

266,294人 

139,386世帯 

小学校 19校 

中学校  8校 

高等学校（全日制）  1校 

高等学校（定時制）   1校 

特別支援学校  1校 

234,451人 

117,050世帯 

小学校 15校 

中学校  5校 

高等学校（全日制）  1校 

高等学校（定時制）  1校 

特別支援学校  1校 

225,299人 

119,042世帯 

小学校 14校 

中学校  7校 

180,753人 

81,794世帯 

小学校 16校 

中学校  8校 

川崎市の概要 
（令和5年 7月 1日現在） 

1,544,893人 

771,321世帯 

小学校  114校 

中学校   52校 

高等学校（全日制）   5校 

高等学校（定時制）  4校 

特別支援学校   4校 

 
※ 学校数は、市立学校のみ 
   

麻生区 

多摩区 高津区 

中原区 

川崎区 

幸区 

宮前区 
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教 育 委 員 会 
 
１ 会議開催状況(令和４年度)  
   定例会 12回 臨時会 ６回 

議案件数     60件 
請願・陳情    ５件 
その他報告    79件 
年間傍聴者    54人 

２ その他 
教育機関の視察 

  各種行事への出席 
  スクールミーティングの実施 
  総合教育会議への出席 
 

 

  
 
 
 
 
 
 

 
 

         教育委員会の組織（令和５年度） 
          ┌─総務部───────┬-─ 庶務課 
          │           └──学事課 

                         ├─教育政策室―────┬──企画・調整 
│           ├──政策推進 
│           ├──区教育・事業調整 
｜           ├──人権・多文化共生教育 
│           ├──働き方・仕事の進め方改革 
│           ├──教育システム最適化・ＧＩＧＡスクール構想推進 
│           └──高校改革 
│ 

                          ├─教育環境整備推進室─┬──管理・調整 
                         │                      ├──環境整備 

│           ├──計画推進 
                         │           └──施設整備・調整 

├─職員部―──────┬──教職員企画課 
│           ├──教職員人事課 
│           └──給与厚生課 

                         ├─学校教育部―────┬──指導課 
                         │           ├──健康教育課 
                         │           ├──支援教育課 
                         │           ├──川崎区・教育担当 
                         │           ├──幸区・教育担当 
                         │           ├──中原区・教育担当 
                         │           ├──高津区・教育担当 
                         │           ├──宮前区・教育担当 
      教育委員会──教育長──教育次長───┤           ├──多摩区・教育担当 
                         │           └──麻生区・教育担当 
                         ├─健康給食推進室───┬──企画 

│           ├──会計 
 │           ├──学校給食 
 │           ├──食育推進 

                   │           ├──南部学校給食センター                                   
                   │           ├──中部学校給食センター 
                   │           └──北部学校給食センター 

                         ├─生涯学習部─────┬──生涯学習推進課 
                         │           ├──地域教育推進課 
                         │           ├──文化財課 
                         │           ├──教育文化会館───┬──大師分館 
                         │           │           └──田島分館 
                         │           ├──幸市民館  ──────日吉分館 
                         │           ├──中原市民館 
                         │           ├──高津市民館 ──────橘分館 
                         │           ├──宮前市民館 ──────菅生分館 
                         │           ├──多摩市民館 
                         │           ├──麻生市民館 ──────岡上分館 
                         │           ├──川崎図書館 ───┬──大師分館 
                         │           │           └──田島分館 
                         │           ├──幸図書館  ──────日吉分館 
                         │           ├──中原図書館 
                         │           ├──高津図書館 ──────橘分館 
                         │           ├──宮前図書館 

│           ├──多摩図書館 
│           └──麻生図書館 ──────柿生分館 

                   ├ 総合教育センター─-─┬─- 総務室 
                         │           ├──カリキュラムセンター 

 │           ├──情報・視聴覚センター 
 │           ├──特別支援教育センター 

                         │           └──教育相談センター 
                         ├──────────────日本民家園 
                         └──────────────青少年科学館 

教育長・教育委員 令和５年４月１日現在 

小田嶋 満 

教育長 

田中 雅文 

教育長職務代理者 

野村 浩子 

委員 

石井 孝 

委員 

芳川 玲子 

委員 

森川 多供子 

委員 
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教育委員会制度 
 

１ 教育委員会とは 

 教育委員会は、学校教育、生涯学習、文化・スポ

ーツの振興などにおいて教育行政を一体的に推進す

るために、それぞれの地方自治体に設置されている。

その性質上、政治的中立を維持すること、行政が安

定していること、住民の意向を反映することが求め

られている。これらに応えるため、市長から独立し

た行政委員会として、合議制の執行機関として設置

されている。 

これらの性質を確保しつつ、地方教育行政におけ

る責任の明確化、迅速な危機管理体制の構築、市長

との連携強化を図るため、平成27年４月１日から、

改正された「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和 31 年法律第 162 号）」が施行され、教育

委員長と教育長を一本化した新「教育長」の設置、

教育委員による教育長へのチェック機能の強化など

の教育委員会制度改革が行われた。 

 
 
 
 

２ 教育長 

 平成 26年度まで、市長が教育委員を任命し、構成

された教育委員会で、教育委員会の代表者である教

育委員長を選任、及び事務局の指揮監督者である教

育長を任命していた。 

平成 27年４月の法改正により市長が直接教育長を

任命することになり、任命責任が明確になった。ま

た、教育長が教育委員会の代表者と事務局の指揮監

督者としての役割を担うことで、責任者が教育長で

あることが明確になり、緊急時でも常勤の教育長が

教育委員会会議を招集するタイミングを判断できる

ようになった。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

総合教育会議 
 

１ 総合教育会議 

 平成 27年４月１日に施行された「地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律」

の規定に基づき、川崎市総合教育会議が、平成27年

５月 30日に設置された。 

 同会議は、地方公共団体の長が設置することとさ

れ、教育に関する大綱の策定や教育の条件整備など

重点的に講ずべき施策、児童・生徒等の生命・身体

の保護等緊急の場合に講ずべき措置について、首長

と教育委員会で協議・調整を行う。 

 会議の構成員は、首長及び教育委員会（教育長及

び教育委員）となっている。 

 また、会議は、原則、公開となっている。ただし、

個人の秘密を保つため必要があると認めるとき、又

は会議の公正が著しく害されるおそれがあると認め

るとき、その他公益上必要があると認めるときは、

非公開となる場合もある。 

 
 
 
 

２ 川崎市教育大綱 

 本市の教育、学術及び文化振興に関する総合的施

策について、目標や施策の根本となる方針である。

総合教育会議の場で、市長が策定する。策定した大

綱の下、市長及び教育委員会が各所管事務を執行し

ていくことになる。 

 本市では、令和４年３月23日に開催された令和３

年度第２回総合教育会議において、「かわさき教育

プラン第３期実施計画及び川崎市教育大綱の取扱い」

について協議し、「本市における教育振興基本計画

である『かわさき教育プラン第３期実施計画』をも

って、今後４年間の本市の教育大綱とする」ことを

決定した。 
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第２次川崎市教育振興基本計画 

「かわさき教育プラン」の策定と推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 策定の趣旨 

 第２次川崎市教育振興基本計画「かわさき教育プラ

ン」は、本市の教育施策を総合的かつ体系的に推進し、

今後めざすべき基本理念や基本目標などを実現するた

めの計画として策定した、教育委員会の取組内容を記

載した行政の計画であるとともに、本市の約 10 年間の

教育がめざすものを当事者間で共有し、連携・協力の

下に取組を推進するための指針となるものである。 

２ プランの位置付け 

 教育基本法第 17 条第２項に定める教育振興基本計画

に位置づけるとともに、本市総合計画をはじめ、本プ

ランと関連する計画との整合を図りながら、教育施策

を総合的かつ体系的に推進する。 

３ 対象期間 

 平成 27年度から概ね10年間 
 

４ プランの進捗管理 

 概ね 10 年間の計画期間全体を通じて実現をめざすも

のをプランの「基本理念」及び「基本目標」として掲

げながら、具体的な取組内容は、「基本政策」、「施策」、

「事務事業」の階層で体系的に整理し、概ね４年ごと

に見直しを行う「実施計画」とすることで、新しい課

題や状況の変化に、より柔軟に対応できるような政策

体系としている。 

 計画の推進にあたっては、基本政策ごとに設定した

目標の達成度や施策・事務事業の計画の実行状況を点

検し、学識経験者、市民代表、教職員代表からなる川

崎市教育改革推進会議から御意見をいただきながら、

毎年度評価を行い、評価の結果については、次年度以

降の取組内容の見直し・改善に活用する。 

 

夢
ゆ め

や希望
き ぼ う

を抱
い だ

いて生
い

きがいのある人生
じ ん せ い

を送
お く

るための 礎
いしずえ

を築
き ず

く 

プランの基本理念 

 
プランの基本目標 

共生
きょうせい

･協働
きょうどう

 

自主
じ し ゅ

･自立
じ り つ

 

個人や社会の多様性を尊重し、それぞれの強みを生かし、 
ともに支え、高め合える社会をめざし、共生・協働の精神を 
育むこと 

変化の激しい社会の中で、誰もが多様な個性、能力を伸ばし、 
充実した人生を主体的に切り拓いていくことができるよう、 
将来に向けた社会的自立に必要な能力・態度を培うこと 

 
基本政策（第３期実施計画の取組） 

基本政策Ⅴ 
学校の教育力を強化する 

基本政策Ⅵ 
家庭・地域の教育力を高める 

基本政策Ⅶ 
いきいきと学び、活動するための環境をつくる 

基本政策Ⅷ 
 

基本政策Ⅰ 
人間としての在り方生き方の軸をつくる 

基本政策Ⅱ 
学ぶ意欲を育て、「生きる力」を伸ばす 

基本政策Ⅲ 
一人ひとりの教育的ニーズに対応する 

基本政策Ⅳ 
良好な教育環境を整備する 
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0
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総額

その他の教育費

施設整備費

教育総務費

35,330,817

社会教育費

3,280,409

教 育 予 算 
 
 令和５年度教育費の当初予算は、1,155 億 6,650 万円となり、前年度と比較して、38 億 5,105 万 9千円の増

となっている。これは、主に児童生徒の増加に伴う校舎の増築による増や、原油価格等の価格高騰の影響を受

けた、市立学校の光熱水費増によるものである。 

 

１ 川崎市一般会計予算額に占める教育費の割合   ３ 教育費の年度別推移 

 
 
   
    
    
  
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
２ 教育費財源内訳                ４ 費目別歳出予算額 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                               0                      20,000,000                    40,000,000 
 
＊教育費財源内訳の数値は、小数点第３位(その他内訳は第４位)を 
四捨五入しているため、各数値の計と合計が一致しない場合がある。 

一般会計当初予算額 

8,672億 6,212万円 

教育費 

13.3％ 

その他 

86.7％ 

(年度) 

(単位：億円) 

(単位：千円) 

一般財源 
72.57％ 

教育費 

1,155億 6,650万円 

国庫支出金 

13.60％ 

使用料及び手数料 
0.47％ 

その他     その他内訳 
5.67％   諸収入  0.103％ 

       県支出金0.008％ 

       財産収入5.111％ 

      寄付金  0.451％ 

市債 

7.69％ 

小学校費 
29,268,620 

中学校費 
13,717,093 

高等学校費 
3,686,532 

特別支援教育費 
2,850,268 

体育保健費 
12,722,001 

教育施設費 
14,710,759 
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         Ⅰ 教育行財政 
 

児童生徒の増加に対応した教育環境の整備 
 

１ 児童生徒増加への対応 

 本市の一部地域においては、工場跡地や再開発事

業などの大規模な住宅開発に伴う人口流入が続いた

ことにより児童生徒が増加している。こうした児童

生徒の増加によって一部の学校では教室不足が生じ

るなど教育環境への影響が懸念されている。児童生

徒の増加に対応し、子どもたちの教育の機会均等と

水準の安定的な確保を図り、良好な教育環境を整備

推進するため、学校ごとに地域の実情に合わせた取

組を進めている。 

 

２ 児童生徒増加対応への取組 

児童生徒の増加に対応した計画的な学校施設の整

備（新設、改築、増築等）及び学区変更の取組を進

めている。主な取組は以下のとおり。 

【平成 20 年度】 

○はるひ野地区の大規模開発に伴う児童生徒の

増加へ対応するため、新たにはるひ野小・中学

校を設置した。 

○平成 20 年９月、児童生徒の増加に対応し、子

どもたちの教育の機会均等と水準の安定的な

確保を図り、良好な教育環境の整備推進を目的

として、副市長、関係局長による「教育環境整

備推進会議」を設置し、全庁的な観点から検討

を進めた。 

【平成 21 年度】 

○平成 21 年 11 月、『児童生徒の増加に対応した

教育環境整備の基本的な考え方と当面の対応

策』をまとめ、良好な教育環境の整備推進に向

けた取組みを進めた。 

○平成 21 年 12 月、児童生徒の増加に対応するた

め、久地小学校、はるひ野小・中学校の隣地を

取得し、学校用地の拡張を図った。 

【平成 22 年度】 

○平成 22 年５月、小杉駅周辺地区の大規模かつ

複数の共同住宅の建設による児童の増加に対

応するため、日本医科大学と義務教育施設の設

置に向け相互に協力する旨の基本合意を締結

した。 

○平成 22 年８月、子母口小学校について、過大

規模校及び学校施設の狭あい解消のため分離

新設を検討していくとの対応方針を抜本的に

見直し、子母口小学校と東橘中学校とを合築し

て整備することにより、小中９年間にわたる良

好な教育環境を確保することとした。 

○犬蔵地区及び万福寺地区において、通学区域の

一部変更を行った。 

 

【平成 23 年度】 

○平成 23 年 10 月、日本医科大学と締結した新校

設置に関する基本合意に基づき、小学校の新設

に向けた取組を推進するため、基本合意の細目

にかかる事項について協定を締結した。 

○平成 24 年１月、新川崎・鹿島田駅周辺地区に

おける児童の増加へ対応するため、地権者(株

式会社ゴールドクレスト)が所有する幸区新小

倉地内の土地の一部を取得し、小学校を設置す

ることを予定することについて合意し、基本協

定を締結した。 

【平成 24 年度】 

○鹿島田地区及び中丸子地区において、通学区域

の一部変更を行った。 

【平成 25 年度】 

 ○新川崎地区及び小杉駅周辺地区の小学校新設に

向け、基本計画を策定した。 

【平成 26 年度】 

○大師河原地区において、通学区域の一部変更を

行った。 

【平成 27 年度】 

○新川崎地区及び小杉駅周辺地区の小学校新設に

向け、開校年度等に係る庁内会議を開催し、設

置に向けての取組を推進した。 

【令和元年度】 

 〇小杉駅周辺地区の大規模かつ複数の共同住宅の

建設による児童の増加に対応するため、新たに

小杉小学校を設置した。 

【令和２年度】 

 〇新川崎地区新設小学校開校に向けた土地の取得、

基本構想・基本計画の見直しを実施した。 

【令和３年度】 

 〇新川崎地区新設小学校開校に向け、基本設計を

行った。 

 〇大師周辺地区等において、通学区域の一部変更

を行った。 

【令和４年度】 

 〇新川崎地区新設小学校開校に向け、実施設計を

行った。 

 〇塚越地区において、通学区域の一部変更を行っ

た。 
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Ⅰ 教育行財政 
 

学校の適正規模・適正配置の推進 
 
１ 適正規模・適正配置の目的 
本市では、大規模な住宅開発等により学校の大規

模化が進む一方で、地域によって学校の小規模化が

進んでいる。学校の小規模化、過大規模化が進行す

ることによって、学校教育本来の機能が十分に発揮

できないことが懸念されるため、子どもたちにとっ

てより良い教育環境の整備を図ることを目的として、

市立小学校・中学校の適正な学校規模の確保に向け

た取組を行っている。 

 

２ 適正規模・適正配置の取組 

 平成 15 年８月に『川崎市立小・中学校における適

正規模・適正配置の基本的な考え方』、同年 12 月に

は『川崎市立小・中学校における適正規模・適正配

置へ向けての取り組み』をまとめ、今後も小規模化

が継続していく見込みの学校や過大規模校及び今後、

過大規模となる見込みの学校を適正規模化への検討

が必要な対象校と位置づけるとともに、早急な対応

を要する小規模校及び過大規模校については、行政

区を単位とした検討委員会を設置して地域の実情に

即しながら具体的な方策を検討し実施してきた。 

 

(1) 川崎区  

児童生徒数が減少し、学校の小規模化が進んで

きた桜本小学校、東桜本小学校、桜本中学校につ

いては、平成 20 年 11 月の桜本小学校・東桜本小

学校・桜本中学校検討委員会の検討結果の報告を

踏まえ、「桜本小学校と東桜本小学校を平成 22 年

度に統合すること」「桜本中学校は推移を見守る

こと」との方針を決定した。 

【平成 22 年度】 桜本小学校と東桜本小学校が統

合し、さくら小学校が開校した。 
(2) 幸区 

早急に対応が必要な小規模校として位置づけ

られた河原町小学校については、平成 17 年７月

の幸区検討委員会の検討結果の報告を踏まえ、

「平成 18 年４月に河原町小学校を御幸小学校に

統合すること」との方針を決定した。 
【平成 18 年度】 河原町小学校を御幸小学校に統

合した。 
(3) 中原区 

  早急に対応が必要な小規模校として位置づけら

れた下河原小学校については、平成 18 年 7月の中

原区検討委員会の検討結果の報告を踏まえ、「下河

原小学校は児童数の推移を見守ること」との方針

を決定した。 

(4) 高津区 

早急に対応が必要な学校と位置づけられた子

母口小学校においては、平成 18 年３月の高津区

検討委員会の検討結果の報告を踏まえ、「子母口

小学校は、通学区域の見直しによる過大規模解消

は困難であるため、用地の確保や財政面等の課題

を認識しつつも、学校を新設する必要があるこ

と」との方針を決定した。 

【平成 22 年度】 子母口小学校について、過大

規模校及び学校施設の狭あい解消のため分離

新設を検討していくとの対応方針を抜本的に

見直し、子母口小学校と東橘中学校とを合築に

より整備することにより、小中９年間にわたる

良好な教育環境を確保することとした。 

(5) 宮前区 

早急に対応が必要な過大規模校と位置づけら

れた富士見台小学校、鷺沼小学校、宮崎小学校に

ついては、土橋小学校の開校により過大規模の解

消が期待されたが、過大規模が続く見込みの宮崎

小学校においては、平成 18 年３月の宮前区検討

委員会の検討結果の報告を踏まえ、「通学区域を

隣接校と調整すること」との方針を決定した。ま

た、野川小学校の過大規模化回避については、そ

の後に児童数が減少に転ずる予測もあったこと

から今後の児童数の推移を注視することとなっ

た。 

【平成 20 年度】 宮崎小学校について、学区内の

一部において隣接する梶ヶ谷小学校への弾力的

な就学を可能とする調整を行った。 

(6) 麻生区 

早急に対応が必要な小規模校として位置づけ

られた、白山小学校・白山中学校・王禅寺中学校

については、平成 18 年 10 月の麻生区検討委員会

の検討結果の報告を踏まえ、「白山小学校と王禅

寺小学校を平成 21 年度に統合すること」「白山中

学校と王禅寺中学校を平成 20 年度に統合するこ

と」といった方針を決定した。早急に対応が必要

とされた虹ヶ丘小学校については、検討委員会か

らの検討結果を踏まえ「当分の間、推移を見守る。

近隣校との連携と地域協力体制の強化により存

続する」との方針を決定した。 

【平成 20 年度】 白山中学校と王禅寺中学校が統

合し、王禅寺中央中学校が開校した。 

【平成 21 年度】 白山小学校と王禅寺小学校が統

合し、王禅寺中央小学校が開校した。 
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         Ⅰ 教育行財政 
 

安全安心で快適な教育環境の整備 
 

より多くの学校施設の教育環境を、早期かつ効率

的に改善するため、「学校施設長期保全計画」に基

づく改修による学校施設の再生整備及び予防保全を

実施し、施設の長寿命化を図るとともに、教育環境

の質的な改善と環境対策を併せて推進している。ま

た、再生整備等と併せて、利用者のニーズが特に高

い、学校トイレの快適化やエレベータ整備を計画的

に実施している。 

 

１ 学校施設長期保全計画推進事業 

本事業では、学校施設の老朽化対策、教育環境の

質的改善、環境対策を合わせて実施する再生整備と、

不具合を未然に防止する予防保全型の維持補修によ

って、長寿命化を推進している。 

 

【令和４年度実績】 

築年数 31 年以上の校舎再生整備 29 校 

・工事完了 

〔小学校〕 藤崎、古川、小倉、東柿生 

〔中学校〕 生田、稲田、中原 

〔高等学校〕高津 

・工事中 

〔小学校〕 久地 

・設計中、工事中 

〔小学校〕 東大島、田島、中原、下小田中 

宮崎、三田、南百合丘 

〔中学校〕 西生田、向丘 

・設計中 

〔小学校〕 向、川崎、新町、南野川、有馬、

白幡台、宿河原、生田、 

〔中学校〕 臨港、菅生、南大師 

 

築年数 31 年以上の体育館再生整備 10 校 

・工事完了 

〔中学校〕 犬蔵、長沢、白鳥 

・設計完了 

〔小学校〕 幸町、下布田 

〔中学校〕 王禅寺中央 

・設計中 

〔小学校〕 西野川、宮前平、長尾、真福寺 

 

築年数 21～30 年の校舎再生整備 4 校 

・設計完了 

〔小学校〕 東小倉 

〔中学校〕 高津、金程 

〔高等学校〕川崎総合科学 

２ 学校施設環境改善事業 

教育環境の向上を目指し、トイレの快適化やエレ

ベータ整備によるバリアフリー化、校庭の一部を芝

生等にするエコスクール化を進めている。また、地

域の防災力の向上のために、非構造部材の耐震化と

して、校舎の窓ガラスに飛散防止フィルムを貼付け

するなど、学校施設の防災機能の向上に向けた取組

を推進している。 

 

【令和４年度実績】 

・学校トイレの環境整備(26 校、173 か所) 

・学校エレベータ整備(６校) 

 

３ 学校施設維持管理事業 

学校施設・設備の保守・点検、維持管理及び補修

などを計画的に実施するとともに、緊急時における

対応を施設・設備の現況に応じて実施している。 

 

 

再生整備実施校：向丘中学校（理科室） 

 

 

再生整備実施校：古川小学校（普通教室） 
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Ⅰ 教育行財政 
 

人権尊重教育の推進 
 

 人権尊重教育は、川崎市の教育の根幹をなす重要

な柱である。本市では、「同和教育に関する基本的

な考え方」(昭和 57 年制定) や「川崎市外国人教育

基本方針」(昭和 61 年制定、平成 10 年改定) 、「川

崎市人権施策推進基本計画」（平成 19 年策定、令和

４年改訂）等をもとに、教育活動を通して、いかな

る差別や偏見も許さず、違いを認め互いに尊重しあ

う意識や態度の育成を図ってきた。また、「川崎市

子どもの権利に関する条例」（平成 12 年制定）に基

づき、権利学習の充実を図るとともに、子どもの権

利の保障に向けた様々な施策に取り組んできた。さ

らに、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条

例」（令和元年制定）に基づき、人権課題の解決に

向けて、学校教育における人権尊重教育を一層推進

するための取組を進めている。 

 
１ 人権尊重教育の推進体制 
教育委員会では、昭和 58 年度から総務部に同

和・人権教育担当を設置し、平成 10 年度には人

権・共生教育担当に改編し、学校教育と社会教育が

連携を図りつつ、すべての人々が互いに人権を尊重

し合い、共に生きる地域社会づくりを目指した教育

活動を推進してきた。さらに、令和２年度の組織改

編により、教育政策室人権・多文化共生教育担当と

して、外国につながりのある児童生徒への支援も含

め、人権尊重教育の更なる推進を図っている。 

  学校教育では、小学校長会、中学校長会に人権教

育に係る専門委員会等が設置されるとともに、各学

校の校内組織に人権尊重教育担当者を置き、人権教

育推進委員会等を中心に人権尊重教育について自主

的な活動が行われている。 

 また、社会教育では、映画フィルムや図書資料等

による同和・人権啓発活動に加え、昭和 60 年度か

ら「平和教育学級」「人権尊重学級」が各市民館で

開設され（後に「平和・人権尊重学級」として統

合）、また平成２年の国際識字年を契機として「識

字（日本語）学級」が開設されるなど、各社会教育

機関において市民の参画を得ながら人権学習活動に

取り組んでいる。 

 これらの人権尊重教育活動を総合的に推進するた

め、平成６年度から教育委員会を事務局とする「川

崎市人権尊重教育推進会議」を設置し現在に至って

いる。 

 
２ 学校教育における人権尊重教育 
 教職員の研修を通して、人権尊重教育、多文化共

生教育、子どもの権利などについて指導者としての

理解と認識を深めるとともに、児童生徒の発達段階

に応じて教科・領域その他あらゆる教育活動の中で

人権尊重教育の取組がなされるよう、条件整備に努

めている。 

(1) 人権尊重教育の推進 

○教職員研修（人権研修）の充実 

ライフステージに応じた教職員の研修、学校用

務員、学校給食調理員、事務職員、ＰＴＡ等の研

修を行うほか、各学校の人権担当者を対象として

人権尊重教育推進担当者研修を年４回実施し、各

学校の実践や情報交換及び外部講師の講演を取り

入れた研修を行っている。 

○校内人権尊重教育支援 

○人権尊重教育実践研究の推進 

人権尊重教育を全市へ広げていくために実践推

進校及び研究推進校として、現在計５校が研究を

進めている。実践推進校及び研究推進校の授業を

全市に向けて公開するなど、研究の成果が広がる

ように発信している。 

・実践推進校〔令和４年度 さくら小、桜本中〕 

多文化共生教育の具現化に向け、実践推進校と

して人権尊重教育の日常化・定着化を目指す実践

研究を毎年継続して行っている。 

・研究推進校 

それぞれの学校の実態に合わせた自主的な研究

を進め、研究の成果を全市に広めている。 

令和４、５年度 西御幸小、王禅寺中央中（人

権尊重教育）、川崎中（多文化共生教育） 

○学習資料『はたらくひとびと』の作成 

職業に関わる差別意識や偏見を子どもたちが持

たないようにするため、身近なところで働く人々

の存在や、それぞれの仕事の意義・大切さ等を学

ぶ学習資料を作成し、平成 11 年から小学校１年

生と教職員に配布し、各教科等で活用している。

また、併せて活用検討委員会を設置し、効果的な

学習のあり方や活用方法を検討している。 

 ○「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条

例」をもとにした指導の推進 

  市民文化局による条例のリーフレット作成に協

力し、学校に配布するとともに、指導資料を作成

して、条例制定を契機とした人権尊重教育のより

一層の充実を推進した。 

○人権に関する啓発 

 ・人権ポスターの募集・展示 

（入賞作品による人権カレンダー作成） 

・中学生人権作文の募集 

（法務局、人権擁護委員協議会の協力による） 

○人権教育移動教室の実施 

 

(2) 多文化共生教育の推進 

 平成 10 年４月に改定した「川崎市外国人教育基

本方針～多文化共生の社会をめざして～」で、多

文化共生をめざす教育を掲げ、日本人と外国人の

双方の豊かさを育み、相互の違いが豊かさとして

響き合う人間関係や社会をつくりだしていくこと
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を目指している。 

○外国につながる児童生徒に関する各種調査 

○「多文化共生ふれあい事業」の実施 

日本人児童生徒と外国人児童生徒の双方に、互

いの文化を尊重し合い、共に生きる豊かな社会を

築いていこうとする意識と態度を育むことをねら

いとし、地域の外国人等が母国の文化を児童生徒

に伝える事業で、平成９年度から実施している。

毎年２月頃には、交流会を開催して、実践事例の

紹介や情報交換も行っている。 

○外国人保護者向け啓発資料の作成 

就学時の手続きや相談窓口の紹介、市が取り組

んでいる多文化共生教育について、日本語を含む

９か国語でハンドブックを作成し、外国人保護者

に配布している。 

○「外国人教育推進連絡会議」の開催 

学校、市民館、市民ボランティア、外国人市民 

等、多文化共生教育の関係者が情報交換と地域に

おける連携の深化をめざして、平成 12 年度から

開催している。 

 

(3) 子どもの権利に関する施策の推進 

子ども参加、市民参加でつくった「川崎市子ど

もの権利に関する条例」（平成 12 年制定）の施行

を踏まえ、権利学習の充実を図り、子どもの権利

の保障に向けた諸施策の取組を進めている。 

○権利学習資料等の作成・配布 

 ・児童生徒向け｢川崎市子どもの権利に関する

条例｣パンフレット（こども未来局と連携） 

・児童生徒向け相談カード 

・子どもの権利学習資料 

（小１・小５・中１・全教職員） 

○子どもの権利学習（ＣＡＰプログラム※・性の

多様性プログラム）派遣事業の実施 

  学校教育及び家庭教育の中で、子どもの権利に

ついての学習が推進されることをねらいとした

「子どもの権利学習（ＣＡＰプログラム・性の多

様性プログラム）派遣事業」を実施している。 

  ＣＡＰプログラムでは、子どもが暴力や権利侵

害から自分の身を守る方法を身につける参加型学

習（ワ－クショップ）を行う講師を、性の多様性

プログラムでは自分自身や他者の多様性を尊重す

る大切さを考えられるよう性的マイノリティの当

事者を講師として学校に派遣している。 
  （※）ＣＡＰは Child  Assault  Prevention
（子どもへの暴力防止）の略 
 

３ 社会教育における人権尊重教育 

あらゆる人々の人権が尊重される社会をめざして、

社会教育における人権尊重教育の推進を図る。 

 

(1) 人権尊重教育については、学習・啓発活動と

指導者研修に重点を置き、社会教育施設の条件

整備や職員の資質の向上に努めている。 

○学習・啓発活動 

・総合教育センターでの人権尊重教育関係啓発

映画フィルム・ビデオ等の購入と貸出し 

・図書館資料の閲覧・貸出し 

・教育文化会館・市民館での平和・人権・男女

平等推進学習の実施 

○社会教育職員研修「人権尊重研修」 

社会教育職員への人権啓発・研修の実施 

 

(2) 外国人市民に対する日本語学習支援事業・日

本人の異文化理解を深める施策の実施 

  川崎市外国人教育基本方針に則り、地域で共

に生きる多文化共生社会の実現をめざす。 

 ○識字学習活動 

教育文化会館、市民館６館、ふれあい館 

○識字ボランティア研修 

教育文化会館、市民館６館、ふれあい館 

○ふれあい館との連携 

在日韓国・朝鮮人をはじめとする在日外国人と

日本人との交流を深めるため「ふれあい館」にお

いて社会教育委託事業を実施している。 

識字学級、多文化交流学級、家庭教育学級、世

代間交流学級、母国語学級、ハングル基礎講座、

民族文化講座、人権尊重学級、ボランティア養成

講座、その他講演会等 

○地域日本語教育振興事業 

識字ボランティアや学識者、関係機関・行政の

連携のもとに、外国人市民の日本語学習支援等の

あり方を探る。 

地域日本語教育推進連絡調整会議 年２回 

地域日本語連絡会 年 10回 

地域日本語ネットワークのつどい 年１回（令

和４年度は「これからの日本語学習に向けて～

「川崎市識字・日本語学習活動の指針」改訂と多

文化共生～」をテーマに講演とグループディスカ

ッションを実施した。） 

 

(3) 障がい者の社会参加支援とボランティアの人

権意識の向上を目指した事業の実施 

○障がい者社会参加学習活動 

教育文化会館、市民館６館 ５月～３月 

○障がい者ボランティア研修 

生涯学習推進課 年１回 

 

(4) 男女共同参画に関わる事業の実施 

○平和・人権・男女平等推進学習 

教育文化会館、市民館６館 

○市民館保育活動等 

教育文化会館、市民館５館、分館４館 

 

(5) いじめや不登校、児童虐待など子どもの人権

に関する課題に配慮した事業の実施 

○家庭・地域教育学級 

教育文化会館、市民館６館、分館６館 

○ＰＴＡ家庭教育学級等 

教育文化会館、市民館６館 

12



Ⅰ 教育行財政 
 

学 校 支 援 体 制 の 整 備 
 

１ 区・教育担当の設置等 

 計画的な学校訪問を通して日常的に学校の状況を

把握し、学校事故等が発生した際の緊急対応や保護

者・市民からの教育相談対応、各種校長会との連携

等がより円滑となるよう区担当制を構築し、各区役

所に配置することにより、更にきめ細やかな学校支

援を行うと同時に、０～18 歳の包括的な支援を行う

ため、教育行政と一般行政（福祉・衛生・まちづく

り等）が連携・協力して様々な課題解決に取り組ん

でいる。 

【平成 16 年度】 

・指導課主幹･指導主事と学校との関わり方を、そ

れまでの校種・教科を軸としたものから、ブロ

ック(川崎､幸･中原､高津･宮前､多摩･麻生)を中

心とした体制に改編。（各ブロックに主幹１～２

名と指導主事４～５名を配置） 

【平成 17 年度】 

・指導課内に、区学校運営支援担当を設け、各区

に主幹と指導主事を１名ずつ、全市に学校経営

アドバイザーを２名(南北各１名)配置。（主幹は

区役所こども総合支援担当主幹を併任） 

【平成 18 年度】 

・区担当の職場を指導課(明治安田生命ビル)から

各区の市民館(川崎区は教育文化会館)に移動。

より機動的で迅速な対応を可能とする。併せて

全市に学校･地域教育推進担当参事を３名配置 

【平成 20 年度】 

・区・教育担当を指導課から独立し、各区５名体

制(主幹(現在の担当課長)１､指導主事２､主査

(現在の担当係長)１､学校運営推進員１)を確立。

あわせて事務所(川崎区を除く)を市民館から区

役所こども支援室(=新設)内に移動。一般行政と

連携した包括的な子ども支援をよりいっそう推

進する。 

【平成 21 年度】 

・総合教育センターに３名配置されていたスクー

ルソーシャルワーカー(ＳＳＷ)を１名増員し、

区・教育担当(川崎､中原､高津､多摩)のもとに配

置。社会福祉士等の専門的な知識･技術を用いて

児童生徒のおかれた環境に様々な方法で働きか

けを行い、教育相談機能をよりいっそう充実す

る。 

【平成 22 年度】 

 ・区・学校支援センターを前年度の３区（川崎、

中原、多摩）から拡大し、全区のこども支援室

内に設置。地域における教育人材と学校を橋渡

しするコーディネーターとしての役割を果たす。 

【平成 23 年度】 

・川崎区・教育担当の職場を川崎市教育文化会館

から川崎区役所へ移動 

・ＳＳＷを１名増員し、麻生区・教育担当に配置 

【平成 24 年度】 

・ＳＳＷを１名増員し、幸区・教育担当に配置 

【平成 25 年度】 

・ＳＳＷを１名増員し、宮前区・教育担当に配置

全区１名配置が完了。 

【平成 27 年度】 

・川崎区・教育担当に指導主事･ＳＳＷ各１名を 

 増員 

【平成 28 年度】 

・区役所の機構改革（こども支援室と保健福祉セ

ンター地域保健福祉課の再編統合）に伴い、地

域みまもり支援センター(=新設)内に区・教育担

当が移動。一般行政と連携した包括的な子ども

支援を引き続き推進する。 

【平成 29 年度】 

 ・小学校に児童支援コーディネーターが全校配置。

児童生徒指導連絡会議等の運営の中で、各校の

取組について協議や情報共有を行うことで、各

校の児童支援活動をよりいっそう推進する。 

【令和元年度】 

・指導課内に〔法律相談弁護士〕及び〔児童生徒

指導専門調整員〕を 1 名ずつ配置 

【令和４年度】 

・ＳＳＷを３名増員し、幸区・中原区・高津区の 

各教育担当に配置 

・校内の支援体制の中核を担う担当を「支援教育 

コーディネーター」という名称に統一し、支援 

教育コーディネーター連絡会議や児童生徒指 

導連絡会議での学校間や校種間等の連携強化 

を推進する。 

【令和５年度】 

・ＳＳＷを１名増員し、宮前区・教育担当に配置 

 

２ 総合教育センターの再編 

 総合教育センター指導主事の役割として、従来の

研修・研究の推進に加えて教科等に関する指導を充

実し積極的な学校支援を行うことを明確にしている。 

【平成 17 年度】 

・総合教育センターの組織を見直し、それまでの

｛総務室､教科教育研究室､教育課題研究室､情

報教育研究室､生涯学習研究室､障害児教育研究
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室､教育相談センター､幼児教育センター､塚越

相談室｝を｛総務室､カリキュラムセンター､情

報・視聴覚センター､特別支援教育センター､教

育相談センター､幼児教育センター､塚越相談

室｝に改編 

・あわせて、指導課が行っていた業務の一部を移

管。指導課指導主事の教科担当を外し、カリキ

ュラムセンターにすべての教科・領域等の担当

指導主事を配置。（指導課による従前の学校訪

問は廃止） 

・第２・第４土曜日（長期休業中を除く）の開所

を開始 

【平成 21 年度】 

・適応指導教室をそれまでの市内３か所（ゆうゆ

う広場さいわい・ゆうゆう広場たま・ゆうゆう

広場あさお）から拡充し、ゆうゆう広場みゆき

を増設。心理的な理由で学校に行かれない小・

中学生の自主性の育成や人間関係の適正化を図

り、学校への復帰につながる取組を充実する。 

【平成 22 年度】 

・公立幼稚園の廃園に伴い、幼児教育センターの

機能および業務の一部を市長部局(こども本部=

現 こども未来局)に移管 

・西中原中学校敷地内に、ゆうゆう広場なかはら

を開設 

【平成 23 年度】 

・それまでの「教育情報サロン」を模様替えし、

「かわさきＴ’s(ﾃｨｰﾁｬｰｽﾞ)･スクエア」と名前

を変えてオープン。市内の教員にとって｢資料収

集・提供の場｣｢授業づくりの場｣｢教員同士のつ

ながりの場｣｢各研究(部)会との交流の場｣とな

るような『学びのネットワークの場』の構築を

目指す。 

【平成 24 年度】 

・高津小学校敷地内（幼児教育センター跡）に、

ゆうゆう広場たかつを開設し、市内６か所の適

応指導教室の整備が完了 

【平成 26 年度】 

 ・校務支援システムが本格稼働 

 ・「インターネット相談窓口」が教育改革推進担当

より移管 

【令和３年度】 

 ・「かわさきＧＩＧＡスクール構想」の推進のため、

総合教育センターに兼務の担当部長（教育政策

室本務）及び情報・視聴覚センター内にＧＩＧ

Ａスクール推進担当を設置 

【令和４年度】 

 ・全市立中学校・高等学校にスクールカウンセラ

ーを配置完了 

 ・学校巡回カウンセラーを 15 名に増員し、小学校

への月２回の定期派遣を開始。 

３ 教育政策室（旧教育改革推進担当）の設置 

 いじめ、不登校への対応や、地域に開かれた学校

づくり、国の新たな施策の反映など、学校教育にか

かる今日的課題に対応するために平成２０年度に教

育委員会事務局総務部に設置した教育改革推進担当

を令和２年度に教育政策室に再構成し、関係部署と

連携を強化しながら学校支援に当たっている。 

【平成 20 年度】 

・深刻化、多様化するいじめの未然防止、登校支

援対策等を推進する〔共生・共育〕担当、各区

教育担当の総括、調整等を担当する〔区教育・

調整〕担当、市立高等学校改革の推進等を担当

する〔高校改革〕担当を新設し、それぞれに主

幹(現在の担当課長)１名、指導主事１名を配置 

・参事(現在の担当部長)１名が教育改革推進担当

を統括するとともに、〔調整〕及び〔学校教育〕

の業務を、企画課及び指導課の主幹、主査(現在

の担当係長)、指導主事等が兼務 

・９月にネットいじめやインターネットトラブル

で困っている子どもや保護者からの相談、学校

への支援を目的として、〔共生・共育〕担当のも

とに「インターネット相談窓口」を開設 

【平成 22 年度】 

・子どもたちがよりよい人間関係をはぐくんでい

くための「かわさき共生＊共育プログラム」を

全市立学校に導入 

・〔高校改革〕担当の指導主事を１名増員 

・〔区教育・調整〕担当の担当課長と指導主事が、

指導課の〔教育改革推進〕業務を兼務 

【平成 23 年度】 

・〔区教育・調整〕担当および〔高校改革〕担当

の担当課長と指導主事が、指導課の同業務を兼

務 

【平成 24 年度】 

・〔中高一貫教育校開設準備〕担当を新設し、担当

課長１名、担当係長１名を配置 

【平成 26 年度】 

・市立川崎高等学校附属中学校開校に伴い〔中高

一貫教育校開設準備〕担当を廃止 

・〔高校改革〕担当の指導主事を１名減員 

・キャリア在り方生き方教育推進のため〔共生・

共育〕担当に指導主事を１名増員 

・〔区教育・調整〕担当の指導主事を廃し、代わり

に事務担当を配置。〔区教育・調整〕担当業務に

加え、教育改革推進担当全体の事務や、区・教

育担当事務の統括・調整を司る。 

・「インターネット相談窓口」を総合教育センター

14



Ⅰ 教育行財政 
 

Ｔ’s スクエアに移管 

【平成 27 年度】 

・教育改革推進担当の〔調整〕・〔学校教育〕およ

び指導課の〔区教育・調整〕・〔高校改革〕の業

務を廃し、教育改革推進担当および企画課、指

導課の担当課長、担当係長、指導主事等の兼務

を解消 

【平成 29 年度】 

・〔高校改革〕担当を廃止 

【平成 30 年度】 

・〔働き方・仕事の進め方改革〕担当を新設し、担

当課長１名、担当係長１名を配置 

・〔区教育・調整〕担当の事務担当を廃し、代わり

に指導主事を配置 

【令和２年度】 

 ・教育改革推進担当を廃し、教育政策室を設置し、

〔企画〕〔調整〕〔政策推進〕〔区教育・事業調整〕

〔人権・多文化共生教育〕〔働き方・仕事の進め

方改革〕〔ＧＩＧＡスクール構想推進（情報・視

聴覚センターと兼務）〕〔高校改革（指導課と兼

務）〕に再構成 

【令和５年度】 

 ・〔ＧＩＧＡスクール構想推進（情報・視聴覚セン

ターと兼務）〕担当を〔教育システム最適化・Ｇ

ＩＧＡスクール構想推進（情報・視聴覚センタ

ーと兼務）〕担当に名称変更 

 

４ 支援教育課の設置 

 特別支援教育の更なる充実を図るとともに、教育

的ニーズのあるすべての児童生徒を対象とした支援

教育を推進するため、令和４年度から新たに学校教

育部に支援教育課を設置した。 
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       Ⅰ 教育行財政 
 

特色ある高等学校教育の推進 
 

 グローバル化、情報化などの社会状況の変化に伴

い、生徒の能力や適性、興味、関心、進路希望等が

一層多様化している。本市では、市立高等学校の生

徒一人ひとりが、変化の激しい社会においてたくま

しく生き抜くことに必要な「生きる力」を身につけ

ることをめざし、中高一貫教育の推進をはじめ、各

校の特色を活かした多様な学習ニーズに対応する教

育活動を推進し、魅力ある市立高等学校づくりに向

けた取組を推進している。 

 

１ 魅力ある高校教育の推進事業 

  平成１９年７月に策定された、「市立高等学校

改革推進計画」に基づき、生徒・保護者・市民の

ニーズに応じた魅力ある教育課程を編成し、特色

ある学校づくりを一層推進するとともに、平成３

０年度に「第１次計画」の検証・評価を実施し、

令和２年２月に、「第２次計画」を策定した。 

 現在、第２次計画の推進を行っている。 

【令和４年度実績】 

 ・ 市立高等学校定時制生徒自立支援事業と

して、高等学校定時制４校全てにおいて居

場所カフェを展開し、様々な課題を持つ生

徒の自立に向けて、学校と生徒に関する情

報交換を行いながら、卒業後の進路に向け

たキャリアサポート等を行うとともに、学

校内における生徒の居場所づくり、相談へ

の対応、学習支援等を行った。 

 ・ 川崎高等学校定時制では、在県外国人等

特別募集を開始し、生徒の日本語支援及び

個に応じた学習支援を行えるよう、取り出

し授業や学校設定科目を含む新しい教育課

程の編成を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
 
 
 

 
２ 中高一貫教育推進事業 

  特色ある魅力的な学校づくりの推進及び教

育内容の改善・充実をめざして、平成２６年

４月に中高一貫教育校である川崎高等学校附

属中学校が開校した。総合的な学習の時間に

おける特色ある取組や、ＩＣＴを活用した学

習活動を推進するなど、６年間の体系的・継

続的な教育活動を展開している。 

【令和４年度実績】 

 ・ 川崎高等学校では、附属中学校の四期生

までが高校卒業を迎え、それぞれ希望の進

路先へと進んで行った。第２次計画により、

令和３年度入学生から普通科における入学

者の募集を停止したことに伴い、中高の円

滑な接続に向けた取組を図るための取組や、

中高一貫教育校としての教育課程の編成を

支援した。 

 ・ 附属中学校における総合的な学習の時間

で身につけた知識や技術を、川崎高等学校

においてさらに深め、発展させることを目

的に計画していた横浜国立大学との連携は、

新型コロナウイルス感染症の影響で令和３

年度に続き中止となったが、次年度からの

再開が決定した。 

・ グローバルコミュニケーション力を育む

ことを目的とした海外研修は新型コロナウ

イルス感染症の影響で中止が続き、３年振

りの実施となった。校内においては年間を

通して事前学習を行い、オーストラリアの

歴史・文化やホームステイの心得などを学

習し、フェアウェルパフォーマンスの検

討・練習などを行い、海外研修に臨んだ。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

川崎高等学校における海外研修の様子 
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Ⅱ 学校教育 
 

学 校 教 育 の 指 針 
 

１ 人権尊重教育 
(1) 人権尊重の精神の涵養を目的とした人権

尊重教育をすべての教育活動の基盤として

位置付け、各学校における取組を推進する。 

(2) 自分の良さを認めるとともに、国籍、文

化、性別、性的指向、性自認、出身、障害、

世代、考え方などの多様性を互いに尊重し

合い、一人ひとりの違いが豊かさとして響

き合う人間関係を築く意識と態度を育成す

る。          

(3) 「川崎市子どもの権利に関する条例」を

もとに、自分の権利を実現し、他者の権利

を尊重する力を身につける。 

 
２ 学校経営 

(1) 各学校の実態にあった創意工夫ある実践

活動に取り組み、学校の活性化を図る。 

(2) 家庭や地域との密接な連携を図り、特色

ある教育課程編成を行い、開かれた学校づ

くりの一層の推進を図る。 

(3) 川崎市学習状況調査、全国学力・学習状

況調査のデータを参考に教育内容・方法の

改善を図るとともに、教職員の資質向上の

ための研修の充実に努める。 

 
３ 学習指導 

子どもが学習内容を自己の在り方・生き方や

社会のあり方と結び付けて深く理解し、これか

らの時代に求められる資質・能力を身につけ、

生涯にわたって能動的に学び続けることができ

るようにするために、「主体的・対話的で深い

学び」の実現に向けた授業改善に取り組む。 

 
４ 道徳教育 

すべての教育活動を基盤にしながら豊かな体

験を通してよりよく生きるための道徳性を養い、

生命尊重の精神や豊かな人間性を重点に、望ま

しい自己形成と人間関係の育成を図る。 

 
５ 児童生徒指導 

区・教育担当による学校支援や、総合教育セ

ンターによる教職員に向けた研修、各種関係機

関を交えた会議等を通して、学校における児童

生徒指導の充実に努める。 

(1) 教師と子どもとの信頼関係を確立し、子

どもたち相互の好ましい人間関係づくりを

推進する。また、いじめ・不登校に対する

未然防止と早期発見など、適切かつ組織的

に対応する校内体制づくりを支援する。 

(2) 家庭や地域社会、関係機関との密接な連

携を図り、問題行動の未然防止と指導に努

める。 

(3) 校内における指導体制の確立を推進する

とともに、学校の安全確保のための報告・

連絡などが速やかに行われ、適切な指導が

ゆきとどくよう学校支援体制の充実を図る。 

 
６ 特別支援教育 

共生社会の形成をめざし、発達障害を含めた

障害のある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ

を把握して適切な指導及び支援を行い、すべて

の学校において特別支援教育のさらなる充実を

図るとともに、障害の有無に関わらず、教育的

ニーズのあるすべての児童生徒を対象とした支

援教育を推進する。また、支援教育の推進に向

けて、できる限り障害のある者と障害のない者

が共に学ぶインクルーシブ教育システムの構築

を進める。 

 
７ 健康・安全教育 
(1) 生涯にわたって運動に親しむ資質や能力

を育てるとともに、健康の保持増進のため

の実践力の育成や体力の向上を図り、明る

く豊かで活力のある生活を営む態度を育て

る。 

(2) 地域や学校の実態に即し、学校の教育活

動全体を通して健康・安全についての指導

を積極的に推進する。 

 
８ 平和教育 

人権の尊重と協調の精神を養い、平和で民主

的な国家及び社会の形成者として必要な資質・

能力を育成する。各学校や地域の実態、児童生

徒の発達の段階に応じて、各教科等の指導を中

心に、教育活動全体で育成をめざす。 

 
９ 男女平等教育の推進 
(1) 性別に関わりなく、一人の人間として自

立することの大切さを指導する。 

(2) 男女の性差を踏まえた上で、相互の人格

を尊重して、共に生きる人間性豊かな社会

をめざそうとする態度を育成する。 

 

10 性に関する教育 

学校全体で共通理解を図り、発達の段階を踏

まえ、体育科、保健体育科を中心に関連する教
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科、特別活動等において、子どもたちの心身の

調和的発達を重視しながら、性に関して正しく

理解できるようにする。 

 

11 国際理解教育の推進 

国際化の進展に対応し、国際理解教育の必要

性を認識するとともに、各教科等の指導を通し

て、国際人としての実践的態度の育成を図る。 

 

12 海外帰国・外国人児童生徒教育の推進 

外国につながりのある児童生徒に対する日本

語指導や学習支援等の充実を図るなど、ニーズ

に応じた支援を推進する。 

 

13 福祉教育の推進 

 人権尊重の精神を基盤として、お互いを正し

く理解し、共に助け合い、支え合って生きてい

くことの大切さを学び、思いやりの心、社会奉

仕の精神など、福祉社会を創造していく態度を

育成するために、各学校では総合的な学習の時

間をはじめ、学校教育全体で取り組んでいく。 
 
14 消費者教育の推進 

 体験的・問題解決的な学習を通して、身近な

消費生活に関心をもち、これからの社会を展望

して様々な場面で意思決定できる能力や、消費

者として適切な行動をとろうとする態度を育成

するため、各学校において社会科、家庭科（小

学校・高等学校）、技術・家庭科（中学校）を

はじめ、学校教育全体で取り組んでいく。 
 
15 情報教育の推進 

 情報の重要性やその影響を正しく認識すると

ともに、児童生徒の情報活用能力の育成や教員

のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。 
 
16 環境教育の推進 

 環境や環境問題について関心をもち、持続可

能な社会の構築をめざして、環境についての知

識をもち、環境への責任ある行動をとることが

できる態度を育成するため、各学校において総

合的な学習の時間をはじめ、学校教育全体で取

り組んでいく。 
 
17 かわさき共生＊共育プログラムの推進 

 社会性や豊かな人間関係を育み、いじめ・不

登校の未然防止等をねらいとして、年間標準６

時間の「エクササイズ」に加え、令和４年度は

ＳＯＳの出し方・受け止め方教育を１時間、全

校で実施した。また、「効果測定」で児童生徒

理解や学級集団の把握に努めている。13 年目を

迎え、令和４年度は研究協力校 18校を設置し、

研修や情報交換会を通じて各校の取組を支援し、

その成果等を全市立学校へ報告した。 

 

18 小中連携教育の推進 

 小中９年間の学びの系統性を確保し、小学校

から中学校への接続を円滑にするために、すべ

ての中学校区で、小中の情報交換や交流を実施

する。 

 

19 読書のまち・かわさき推進事業 

読書活動を通じて子どもの豊かな人間性・社

会性を育成するとともに、家庭・地域・学校が

一体となった読書活動のあり方を研究し、子ど

もたちの豊かな心及び自ら学ぶ力を育む。その

取組の一環として、本市の総括学校司書を各区

に３名配置し、学校図書館に関しての巡回指

導・支援を行っている。平成 27 年度からはモ

デルとして小学校各区１校に学校司書１名の配

置を始めた。３年間の検証結果を受け、平成 30

年度には計 28 校で本格的に取組を実施した。

令和元年から毎年、配置校を増やし、令和４年

には 70 校に配置した。今後は、学校司書の全

小学校への配置充実に向けて取り組んでいく。 
また、毎年度、川崎フロンターレと本を読も

う事業の実施や有識者会議・読書推進イベント

の開催、各種刊行物の発行、学校図書館ボラン

ティア向けの研修会等を実施している。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

「かわさき読書の日のつどい」での 
読書活動優秀賞表彰式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フロンターレと人形劇団ひとみ座による 
読書に関する人形
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教育委員会研究推進校 
 
 本市の教育の発展に向けて、各学校が児童生徒や学校、地域等の実態に応じて創意工夫を生かした特色あ

る教育を展開する中で、各教科等及び教育課程実施上の諸課題等について研究し、その成果を本市の学校教

育の充実・発展に資するよう取り組んでいる。令和４年度の研究主題は次のとおりである。 

 

１ 研究推進校 
 

令和３・４年度 小学校 
校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

小 学 校 国  語 上作延小学校 学びをつくり 高め合う 上作延の子 
～「つなぐ」授業づくりを通して～ 

小 学 校 社  会 中野島小学校 見方・考え方を働かせ、根拠をもとに学びあう子を目指して 
～夢中になり、取り組むための資料の工夫～  

小 学 校 算  数  小田小学校 自分から動き出し、粘り強く取り組む子 

小 学 校 理  科 

（生活） 
下沼部小学校 主体的に動き出し、共に学びをつくりあげる子の育成 

－科学の“め”を育てる生活科・理科授業－ 

小 学 校  
外国語・ 

外国語活動 
はるひ野小学校 自信をもって表現し、コミュニケーションを楽しむ子をめざして 

－必然性のある言語活動の設定－ 

小 学 校 情報教育 富士見台小学校 「互いに学び合い、高め合う子の育成」 
～一人一人が学びの主人公～ 

小 学 校 ＳＤＧｓ 東小倉小学校 進んで伝えよう 思いを受け止めよう 豊かにかかわり合おう 
～ＳＤＧｓの実現につなぐカリキュラム・マネジメント～ 

 
令和４・５年度 小学校 

校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

小 学 校 国  語 幸町小学校 自ら考え 行動できる子の育成 
お互いに相手を意識した言語活動を大切にして 

小 学 校 社  会 菅生小学校 よく考え 伝え合い みんなで学ぶ菅生っ子 
社会とすすんで関わる子を育てる授業づくり 

小 学 校 生活・総合的な

学習の時間 
小倉小学校 学ぶ楽しさを知り、本気で取り組む子 

～学ぶ意欲を持続させるために～ 

小 学 校 体  育 西梶ヶ谷小学校 自分の思いをもち、のびのびと表現していく子 
～やってみたい！こうしてみよう！それすごい！できたみてみて！～ 

小 学 校 教育課題 東住吉小学校 なるほど！もっと知りたい！やってみたい！～特別支援学級の子ども達がわか

る、楽しい授業づくり～ 
 

令和４・５年度 中学校 
校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

中 学 校 国  語 
川崎高等学校附属

中学校 

「主体的・対話的で深い学び」を実現する国語科授業の創造 
～学びのユニバーサルデザインを視点として～ 

中 学 校 社  会 塚越中学校 主体的な態度を育てる授業づくり 

中 学 校 数  学 南河原中学校 数学的活動の楽しさや数学のよさを実感して粘り強く考える生徒の育成 

中 学 校 理  科 白鳥中学校 探究的な活動を通して科学に感動する心を育む理科教育 

中 学 校 音  楽 大師中学校 
自ら音楽を味わい、学びにつなげよう 
～主体的に取り組む音楽科の学習を通して～ 

中 学 校 美  術 玉川中学校 
自分の見方や感じ方を深め、豊かな心を育む生徒の育成を目指して 
～自己を見つめ、他者と関わる鑑賞授業の工夫～ 
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中 学 校 保健体育 井田中学校 
協働的な学びを通して表現力をはぐくむ保健体育学習 
～主体的に学習に取り組む姿を目指して～ 

中 学 校 技術・家庭 はるひ野中学校 
生活や社会の中から問題を見いだして課題を設定し、解決する力を育む学習指

導の工夫 ～主体的・対話的で深い学びを実現して～ 

中 学 校 
外国語 

（英語） 
有馬中学校 

新たな可能性を求めて学び合い、積極的にコミュニケーションを取ろうとする

生徒の育成 ～ＰＤＣＡの繰り返しを通して～ 

中 学 校 道  徳 渡田中学校 
自他を大切にする心を育む道徳教育の充実 
～学びのつながりを感じ、自己の考えを深められる授業づくりを通して～ 

中 学 校 
総合的な学

習の時間 
枡形中学校 

気づき・考え・行動できる生徒を育てる 
～ＶＵＣＡ時代をたくましく生きる力の育成～ 

中 学 校 特別活動 平間中学校 
達成感や自己有用感を得ながら、自治的能力を育む特別活動 
～仲間を大切にし、高め合う学級活動を通して～ 

中 学 校 教育課題 田島中学校 

「育成を目指す資質・能力」の実現に向けた取組 
～個に応じた指導の充実と職員研修（ＯＪＴ）を中心としたカリキュラム・マ

ネジメントの取組～ 
 

令和３・４年度 特別支援学校 

校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

特別支援 特別支援 
教育 田島支援学校 児童・生徒の生活を豊かにするための教育課程の編成に向けて 

～段階表を視野に入れた連続性のある取り組み～ 
 

令和３・４年度 高等学校 

校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

高等学校 高校教育 幸高等学校 探究活動に必要な調査・分析の力を育成するための授業の研究 

 
令和３・４年度 異校種間連携教育 

校種別 研究・教科等 学 校 名 研    究   主   題 

中・高等学校 中高連携教育 
川崎高等学校 

川崎高等学校附属

中学校 

中学校から高校卒業までの６年間を継続的に行い、総合的な探究の時間での学

習を通じて高い教育効果を上げるとともに、異校種間での連携を深めていく。

また総合的な探究の時間を生徒が主体的に行うことによって、生徒自身の「生

きる力」を育てていく 

高等学校 高大連携教育 橘高等学校 専門学科（国際科）における高大連携事業充実に向けた研究 
～「特色ある学校づくり」の推進～ 

 
令和４・５年度 人権尊重教育研究推進校 

校種別 学 校 名 研    究   主   題 

小 学 校 西御幸小学校 自分も相手も大切にできる西ファミリー 

～一人ひとりが安心して生活できる学校づくり～ 

中 学 校 王禅寺中央中学校 
自ら考えて判断し、発言・行動する生徒の育成をめざした学級づくり 

～人権教育が紡ぐ当たり前のぬくもり～ 

中 学 校 川崎中学校 互いに気づき認め合う生徒を育てるためのコミュニケーションの在り方 

～多様なアクティビティを通して～ 

 
令和４年度 キャリア在り方生き方教育研究推進校 

校種別 学 校 名 研究主題 

小 学 校 東小倉小学校  
進んで伝えよう 思いを受け止めよう 豊かにかかわり合おう 
～ＳＤＧｓの実現につなぐカリキュラム・マネジメント～  
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中 学 校 宮内中学校  
自己を見つめ、一歩踏み出す生徒の育成 
～やりたいことをやりたいと言えるために～ 

 
２ 研究協力校 
 
  令和４年度 かわさき共生＊共育プログラム研究協力校 

行政区 小学校 中学校 高等学校 

川崎区 四谷小学校 京町中学校  

幸 区 下平間小学校 南河原中学校 
南加瀬中学校  

中原区 西丸子小学校 今井中学校  

高津区 新作小学校       高津中学校 高津高等学校（全日制） 
高津高等学校（定時制） 

宮前区 宮崎小学校 平中学校  

多摩区 西菅小学校 南菅中学校  

麻生区 王禅寺中央小学校 金程中学校 
長沢中学校  

 
３ 推進協力校 
 
  令和４年度 かわさき GIGA スクール構想推進協力校 

 
４ 情報化推進モデル校 
 

令和４年度 情報化推進モデル校 
校種別 学 校 名 校種別 学 校 名 

小 学 校 旭町小学校  中 学 校 川崎高等学校附属中学校  

 

行政区 小学校 中学校 特別支援学校 高等学校 

川崎区 川中島小学校 川中島中学校   

幸 区 西御幸小学校 
御幸中学校 

  

中原区 住吉小学校 聾学校  

高津区 久本小学校 
平中学校 

 高津高等学校 

宮前区 宮崎台小学校   

多摩区 宿河原小学校 
南菅中学校 

  

麻生区 千代ヶ丘小学校   
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教科・道徳・特別活動その他の研究会の概要 
 
本市の小・中・高等学校は、それぞれの校種ごとに各教科・道徳・特別活動及び各種教育研究の充実と教

員の資質向上をめざし、自主的に教育研究会を組織して研究活動を推進するとともに、学習指導要領のねら

いの実現に向けて研究に取り組んでいる。令和４年度の研究主題は次のとおりである。 

 

１ 小学校の研究会 

国 語 教 育 生きてはたらくことばの力を育てる国語教室 

社会科教育  ともに生きる未来を創造し、 よりよい社会の在り方を問い続ける社会科学習 

算 数 教 育  考える力が伸びる算数の学びを目指して 
～数学的な見方・考え方を働かせて、試行錯誤する子～ 

理 科 教 育 『 問題を解決する力を育む理科授業 』 
～主体的・協働的な学びを通して～ 

生活科・総合的な 
学習の時間教育 豊かに課題解決していく子どもの姿をめざした授業づくり 

音 楽 教 育  感じ取ろう 伝えよう ひびき合おう 

～音楽的な見方・考え方を働かせ、学びを実感できる学習をめざして～ 

図画工作科  つくりだす喜び 感じる楽しさ 
～「造形的な見方・考え方」が働くような手立てを通して～ 

家庭科教育  子どもが関わる 子どもがつくる 子どもが営む よりよい生活 
～家族の一員として生活をよりよくしようと実践する子どもをめざして～ 

体  育 「体と心を育てる体育学習 めあて学習の充実によって、運動の楽しさを味わえる体育学習をめざして」 
～主体的・対話的で深い学びを通して、資質・能力を育成する授業づくり～ 

道 徳 教 育  自己の生き方についての考えを深め、豊かな人間性を育む道徳教育 
～自己を見つめ、多面的・多角的に考え、深める道徳科の実践を通して～ 

特 別 活 動  夢や希望をもち、主体的に生きる子どもを育む特別活動 
 ～自己実現・人間関係形成・社会参画をしていく力の育成を目指して～ 

学 級 経 営  一人ひとりのよさや可能性を伸ばす学級経営をめざして 
～子ども理解を深め、実践の幅を広げよう～ 

特別支援教育  一人一人が見通しと自信をもって学べる授業づくり 
～「わかった・できた・もっとやってみたい」につなげるための支援と工夫～ 

外国語・国際教育 
 広い視野をもち 豊かな心で たくましく生きる子ども  
① 外国語（英語）を使って自分の思いを伝え合う子どもを育成するための指導法や評価についてさぐる 
② 国際教育の理解を深める 

情 報 教 育  自ら学ぶ力と豊かな心を育てる情報教育をめざして 
～情報活用能力を育てる授業デザイン～ 

児 童 文 化  主体的に活動し 豊かな人間関係を築く 子どもの育成 
～表現力とコミュニケーション能力を高める活動を通して～ 

養  護  児童の豊かな心とからだを育む健康教育をめざして 

学 校 栄 養  体と心の健康について自ら考え、進んで実践する子どもの育成をめざして 
～学校給食、各教科、特別活動等を通した「食に関する指導」の研究～ 

学 校 事 務 

① 学校というチームの中で各職種職員が果たしている役割、職種間の関係性について、認識を深めていく

② 事務職員は学校運営にどう関わっていくべきか 
③ 学校と地域の連携・協働とコミュニティ・スクール 
④ 初めての事務研究～課題を見つけ、思考力を養う～ 
⑤ 学校徴収金・私費負担金の軽減について 
⑥ 教職員のワークライフバランス 
⑦ 働き方改革推進費について検討する 
⑧ GIGA 端末でいろいろやってみる 
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２ 中学校の研究部会 

国  語 
 社会生活に生きる言語能力を高め合う国語力の育成 
～言語活動の充実～ 

社  会 
 生きる力を育む社会科の研究 
～社会的な見方・考え方を働かせ、社会に参画する態度の育成をめざして～ 

数  学 

・概念や原理・法則の理解に裏付けられて生きて働く知識及び技能を習得する。 
・既習の内容を基にして、数量や図形などの性質を見いだし、総合的・発展的に考察する力を育てる。 
・問題解決において粘り強く考える態度、問題解決の過程を振り返り評価・改善する、多様な考えを認

め、よりよく問題を解決する態度を養う。 

理  科 
  自ら学ぶ意欲を高め、科学的な思考力・判断力・表現力を育成する理科教育 
～主体的・対話的で深い学びをめざす理科授業～ 

音  楽 音楽的な見方・考え方を働かせるための授業改善 

美  術 つながる つなげる ～今と未来に生きる私たちの美術～ 

保 健 体 育 

体育分野：見方・考え方を働かせ、生涯にわたって運動に親しみ、豊かなスポーツライフを実現するための

資質や能力を育てる学習指導と評価の工夫 
保健分野：見方・考え方を働かせ、生涯を通じて心身の健康の保持増進を目指すための資質や能力を育てる

     学習指導と評価の工夫（実践力の育成） 

技術・家庭  自ら生活を工夫し創造する力と実践的な態度を育て、確かな学力の定着を図る学習指導と評価の研究 

英  語 主体的な学びを通して互いの考えや気持ちなどを伝えあい、他者や世界とつながろうとする生徒の育成 
～目的・場面・状況を意識した授業の実践～ 

道 徳 教 育  人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を育む道徳教育の推進 

特 別 活 動 多様な他者と協働し、よりよい集団や社会を実現する生徒を育む特別活動 

特別支援教育  一人ひとりの主体性や充実感を大切にし、「自己表現力」や「自己決定力」をはぐくむ特別支援教育 

進 路 指 導  生きる力をはぐくむキャリア在り方生き方教育の推進 
～社会と自己のかかわりやこれからの生き方について考える～ 

生 徒 指 導  「生徒一人ひとりが、主体的・創造的に生きる力を育む生徒指導」の推進 

健 康 教 育  自らの健康に関心を持ち、生涯にわたって健やかに生き抜く資質や能力を育成するための指導の工夫 

養  護 
 『生徒が生涯にわたって心身ともに健康な生活が送れるよう次の４つの力を育成する』 

「心身の健康に関する知識・技能」「自己有用感・自己肯定感（自尊感情）」 
   「自ら意思決定・行動選択する力」「他者と関わる力」 

演  劇  豊かな人間性を培い、表現力や創造性を養うための演劇教育の推進 

図 書 館  学校図書館の効果的な活用と教員サポート機能の充実 

情 報 教 育  視聴覚機器・教材の整備と活用、校内放送の積極的運営、学校教育放送番組の活用、情報教育の推進、 
校内放送に関わる生徒の技能の向上 

学 校 新 聞  学校・学年・学級の活性化に役立つ新聞活動の推進 
～継続性のある新聞活動を目指して～ 

国 際 教 育  広い視野を持ち、異文化を理解し尊重する態度や異なる文化を持った人々と共に生きる資質・能力の育成 

支 援 教 育  一人ひとりを大切にする川崎の支援教育の推進 

学 校 事 務 研究会の充実発展を目指すため、会員相互の協力を図り、研究を深める 
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３ 高等学校の研究会 

総 則 観点別学習状況における指導と評価の一体化 

国 語 「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善と学習評価の研究 

地理・歴史 
学校や生徒の実態に応じた主体的・対話的で深い学びの研究 
～地理総合・歴史総合・公共での授業研究を通して～ 

公 民 

数 学 数学科における指導と評価の一体化の研究 

理 科 新学習指導要領の実施における指導と評価の一体化の研究 

保健体育 新学習指導要領の実施における指導と評価の一体化についての研究 

音 楽 新学習指導要領の実施における指導と評価の一体化の研究 

美術・工芸 新学習指導要領の実施における指導と評価の一体化についての研究  

書 道 新学習指導要領に基づいた指導と評価の研究 

英 語 高校における言語活動及び指導と評価の一体化に関する研究 

家 庭 成年年齢引き下げに伴う消費者教育の充実 

情 報 新学習指導要領に基づいた授業及び学習評価の方法 

工 業 新学習指導要領実施における指導と評価の研究 

商 業 学習評価の共有について 

福 祉 ＩＣＴを活用した授業実践と指導方法の研究について 

特 活 自己実現を図り、協同して学校生活の充実や向上を目指す特別活動 

 

４ 支援学校の研究会 

特別支援教育 

児童・生徒の生活を豊かにするための教育課程の編成に向けて 
～段階表を視野に入れた連続性のある取り組み～（田島支援学校） 

生徒が、楽しい！できた！わかった！と実感できる授業（中央支援学校） 

生きる力 学びの先を見据えて（聾学校） 
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教 育 の 情 報 化 
 

「川崎市立学校における教育の情報化推進計
画」に基づき、ICT機器整備や研修の充実を図り、
児童生徒の情報活用能力の育成、教員の指導力の
向上、学校業務の効率化に向けた取組を推進する。
また、令和４年度から令和７年度を対象とした新
たな「川崎市立学校における教育の情報化推進計
画」を令和４年３月に策定した。 
 
１ 児童生徒の情報活用能力の育成の推進 

情報モラル教育に関する調査結果や情報モラル
研究会議の実証研究を踏まえ、情報教育に関する
冊子を作成している。令和４年度も令和２年度か
ら引き続き「GIGA スクール対応版」として、新
学習指導要領で各教科等の学習の基盤となる資
質・能力として示された情報活用能力の育成に向
けて「情報教育」に関する項目を充実させるとと
もに、かわさき GIGA スクール構想ステップ３に
について特集する等の掲載について見直し、内容 
を充実させた。また、児童生徒、教職員の情報モ
ラル・情報セキュリティ意識の向上をめざし、資
料の作成や研修の充実に努めた。各学校において
情報モラル教育に関わる職員研修を年１回以上実
施するよう依頼し、外部講師の活用や指導主事に
よる授業支援も学校の要請に応じて行った。 
 
２ 教員の ICT 機器の活用能力の向上及び授業

における活用推進 
教員の ICT 活用能力・情報モラル教育・映像

制作などに関する研究や研修を行い、ICT を効果
的に活用したわかりやすい授業の実現、児童生徒

の情報活用能力の育成に向けた取組を推進した。
また、GIGA スクール構想により義務教育段階の
児童生徒 1 人に 1 台整備された端末について、各
学校での活用が進むよう、段階的な ICT 活用の
研究を進め、研修等で教職員への周知を図った。
さらに、「かわさき GIGA スクール構想」に関す
る教職員向けの「ハンドブック３」を作成し、教
職員向け情報共有サイト等で公開した。また、そ
れらを用いて研修が行えるよう動画や資料の作成
を進めた。 
 
３ 業務の効率化に資する校務支援システム等の

活用推進 
校務の共有化、効率化を推進するために導入さ

れた校務支援システムや高等学校学務システムの
安定運用に努めた。校務支援システムの機能拡張
した「ダッシュボード」について、実機を使った
研修を実施し、事例などを紹介しながら学校での
円滑な活用の支援を行った。 

 
４ 情報システムの環境整備 

GIGA スクール構想は、クラウド利用を前提と
して、各学校で整備したローカルブレイクアウト
による高速大容量のネットワーク、児童生徒 1 人
１台分のコンピュータ端末及び１人１アカウント
の本格的な活用を令和３年度から始めた。 

コンピュータ端末の不具合や故障等についても
速やかに対応できる保守管理体制を整備し、児童
生徒の学びを止めない運用に努めた。 

 

学 校 体 育
 
１ 児童生徒の体育活動の推進 
 児童生徒が自らスポーツの楽しさやスポーツを
通しての喜びを味わい、生涯にわたって、スポー
ツに親しむ資質や能力を育てるとともに、健康で
安全な生活を営むために必要なたくましい心身の
基礎を養うため、次の事業を実施した。 
 ・小学生陸上記録会・小学校地区別運動会 
  （小学校地区別運動会は新型コロナウイルス

感染症の影響で中止） 
 ・中学校各種体育大会 
 ・高等学校各種体育大会 
 ・中学高等学校運動部活動合同講習会 
 ・高等学校スポーツ技術講習会 
 ・中学校・高等学校部活動助成と部活動推進用

具整備 
 ・中学校・高等学校各種体育団体活動助成 
 ・中学校部活動外部指導者派遣事業 
 
２ 児童生徒体力つくりの推進 
 児童生徒の体力、運動能力の実態把握と体力向
上を図るため、次の事業を実施した。 
・新体力テスト 
・小学校子どもキラキラタイムの推進 

・KAWASAKI キラキラみんなでチャレンジ（小学
校） 

 
３ 教職員研修 
 教職員の資質向上と体育指導の充実のため、次
の事業を推進した。 
 ・小学校夏季体育実技講習会 
 ・小学校水泳実技講習会 

・中学校夏季体育実技研修会 
 ・小・中学校授業力向上研修 
 ・小・中合同体育・保健体育研究発表会 
 ・中学校体育指導の手引き作成 
 ・小・中体育研究紀要（紀報）作成 
 ・高等学校体育部活動推進協議会 
  
４ 教職員体育活動の振興 

教職員のスポーツ活動に対する理解と参加の機
会を設定し、円滑な学校体育の推進に役立てると
ともに、教職員の健康増進と相互の親睦を図るた
め、次の事業を実施し推進を図った。 
 ・教職員各種体育大会（陸上大会） 
 （新型コロナウイルス感染症の影響で中止） 
 ・神奈川県教職員陸上大会本市代表派遣 
 （新型コロナウイルス感染症の影響で中止）
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Ⅱ 学校教育 
 

特 別 支 援 教 育 
 

本市では、特別支援教育の対象である幼児・児童生徒に加え、障害の有無に関わらず、すべての教育的
ニーズのある児童生徒を対象にした支援教育を推進するため、児童生徒の教育的ニーズを的確に捉え、一
人ひとりの実態に合った支援の手立てや学びの場の充実を図っている。 
 
１ 特別支援教育関連施設設置状況 
(1) 特別支援学校 
 現在、障害種別として聴覚障害・知的障害・肢体不自由・病弱を設置し、それぞれの特性や実態に応じ
て、きめ細やかな指導を行っている。 
 

令和５年５月 1 日現在 

学校名 部 障害種別 

市立聾 幼・小・中・高 聴覚 

市立中央支援 小※1・中・高※2 

知的（小・中・

高）･肢体(小)・ 

病弱（小・中） 

市立田島支援 高 知的・肢体 

市立田島支援桜校 小※3・中 知的・肢体 

県立麻生支援 小・中・高 知的・肢体 

県立高津支援 小・中・高 知的 

県立中原支援 小・中・高 肢体･知的(高) 

県立鶴見支援 小・中・高 知的 

 
※1 中央支援学校小学部･･･大戸分教室（大戸小学校内） 

             稲田分教室（稲田小学校内） 

※2 中央支援学校高等部･･･分教室（聾学校内）含む 
※3 田島支援学校小学部･･･さくら分教室（さくら小学校内）   含む 

 
(2) 小・中学校特別支援学級 

現在、障害種別として次表のとおり小・中学校に設置し、それぞれの実態に応じて、きめ細やかな指導
を行っている。 

令和５年５月１日現在 

障害種別 小学校 中学校 

知的障害 180 学級 77 学級 

肢体不自由 58 学級 19 学級 

病虚弱 35 学級 11 学級 

弱視 4 学級 3 学級 

難聴 15 学級 6 学級 

自閉症・情緒障害 229 学級 83 学級 

院内学級(病虚弱) 0 学級 0 学級 
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Ⅱ 学校教育 
 

夢教育２１推進事業 
  

１ 目 的 
 本市の教育は、人権尊重の精神を基盤としなが
ら、21世紀を生きる国民を志向し、科学的実践力、
自主的な行動力、豊かな情操と道徳性、幅広い国
際性などを備えた、健康でたくましい人間の育成
を目指して進めている。これからの時代を生きる
子どもたちが、夢を育み、心豊かに成長し 21 世
紀の担い手となるため、学校は、共に学びあい活
動する中で、一人ひとりが個性や創造性を十分発
揮し、真に「学ぶことの楽しさ」や「生きていく
ことの充実感」が味わえる場所であることが必要
となっている。 
 そこで、各学校において、教育の動向をふまえ
た創意工夫ある教育活動の充実と活性化を図ると
ともに、家庭・地域との密接な連携のもとに、地
域に根ざした教育を組織的、計画的に推進し、本
市の学校教育の振興を図ることを目的とする。 

 
２ 事業内容 
 次に規定する目的に応じ、各学校がそれぞれの
実態に応じて実施する事業とする。 
 
(1) 教育活動活性化・豊かな体験活動 

子どもたちが生き生きとした学校生活を送れ
るよう、学校がそれぞれの創意と工夫に富んだ
教育実践を組織的、計画的に推進することによ
り、本市の学校教育の振興を図るために行う。 

 
(2) 学校・地域連帯事業 

家庭・地域との連携を推進し、学校・家庭・
地域における教育力の振興を図るために行う。 

 
(3) 児童生徒指導等校内研修事業 

子どもたちを取り巻く今日的な教育の諸課題
について、校内研修を深め、子どもたちの健全
な育成を図るために行う。 

 
(4) 特色ある学校づくりの校内研究事業 

各学校の創意工夫により、特色ある校内研究
に取り組み、21 世紀を担う子どもたちの健やか
な育成を図るために行う。 

 
(5) 進路指導調査事業 

市内各中学校における進路に関する情報収集
活動・調査研究を充実させ、自分の意志と責任
で自己の生き方、進路が選択できる生徒の育成
を図るために行う。 

 
(6) 学校教育推進会議 

学校の運営等についての説明を行い、保護
者・地域住民・子ども等の意見を聴き、共に協
力し支え合いながら、より開かれた学校づくり
をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米作り体験 

和太鼓体験 

伝統文化を学ぶ 

地域の方々を招いての中庭合唱コンサート 
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Ⅱ 学校教育 
 

キャリア在り方生き方教育 
 

 

１ キャリア在り方生き方教育とは 

文部科学省はキャリア教育を「一人一人の社会的・

職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育

てることを通して、キャリア発達を促す教育」と定義

しており、その「キャリア教育」に、共生・協働の精

神を培う視点と、郷土を愛し、将来のふるさと川崎の

担い手を育成する視点を加えた川崎独自のものを「キ

ャリア在り方生き方教育」とし、平成 28 年度から全て

の市立学校で実施している。  
 
２ ３つの視点 

 日々の教育活動を通して子どもたちが将来に対する

夢や希望をもち、将来の社会的自立に必要な能力や態

度を育てていく教育の実践が、すべての学校で求めら

れている。子どもたちの自尊感情や規範意識、人と関

わる力等を系統的・計画的に育むため、学校ごとに育

てたい力を重点化し、その実現に向けて「自分をつく

る」「みんな一緒に生きている」「わたしたちのまち川

崎」の３つの視点で教育活動を見直し、改善していく。 
 
３ 実施に向けた支援 

 各学校では、「人間関係形成・社会形成能力」「自己

理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプラ

ンニング能力」の４つの基礎的・汎用的能力を参考に

しつつ、それぞれの学校の目標や課題を踏まえて、子

どもたちに付けたい力の目標を設定している。学校ご

とに工夫された教育活動を通じて、子どもたちの力を

育むことが望まれる。令和４年度は各学校での実施に

向けた支援として、年間３回のキャリア在り方生き方

教育担当者研修会、135 回の要請訪問研修を通じて、研

究推進校等の取組の紹介や各学校の目標に応じた実践

方法の提案を行った。また、小学１・３・５年生と中

学１年生・高校１年生に「キャリア在り方生き方ノー

ト」を、小学１年生には「キャリア・パスポート」を

作成・配布した。さらに、市制100周年とキャリア在り

方生き方教育の関係について理解を深めることができ

るリーフレットを作成・配布し、保護者、地域への啓

発に努めた。 
 
４ 新たな諸課題に向けた取組 
 令和６年に市制100周年を迎えることを契機に、シビ

ックプライドの醸成に向けて、各校が地域の特色を生

かし工夫して取り組んでいる。令和４年度は、キャリ

ア在り方生き方ノートに「市制 100 周年」「SDGｓ」

「かわさきパラムーブメント」に関するページを作成

し、活用に向けて準備した。また、「キャリア・パスポ

ート」を活用して児童生徒一人一人のキャリア形成を

支援し、持続可能な社会の創り手となることができる

ような取組の事例収集と情報提供に努めた。 
 

地域の社会課題を探究し、伝え合うことで学ぶ 

 自分の在り方や生き方を考えながら学ぶ 

他者と協働しながら学ぶ 

３つの視点で構成された「キャリア在り方生き方ノート」と 

「キャリア・パスポート」 
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                                                     Ⅱ 学校教育 
 

学 校 保 健 ・ 安 全
 
１ 各種健康診断の実施 
 学校保健安全法に基づき、幼児・児童・生徒及び

教職員に対して各種健康診断を実施し、健康管理に

努めている。 
 その具体的事業としては、次の健康診断を実施し

ている。 
 ・児童生徒定期健康診断 
 ・児童生徒臨時健康診断 
 ・就学時健康診断 
 ・教職員健康診断 
 ・給食調理員特殊健康診断 
 特に児童生徒の健康診断については、腎臓病、糖

尿病及び心臓病対策を重点事業としている。 
 腎臓病対策は第３次検診、糖尿病対策は第２次検

診まで実施し、腎疾患及び糖尿病の早期発見、早期

治療及び学校生活における管理指導の充実に努めて

いる。 
 また、心臓病対策としては、定期健康診断の結果、

精密検査を要する児童・生徒に対して心電図、Ｘ線

撮影等を実施するとともに小学校、中学校、高等学

校及び特別支援学校の各１年生全員を対象としたコ

ンピュータ自動解析による心臓病集団検診を実施し、

心臓疾患による突然死の予防措置を図っている。 
教職員健康診断については、労働安全衛生法、学

校保健安全法に基づき総合的な健康診断を行い、健

康管理の徹底を図っている。 
 
２ 光化学スモッグ対策 
 光化学スモッグ注意報等が発令された場合は、児

童生徒の被害発生を防ぐため防災行政無線を利用し

て連絡される。万一、被害にあった場合は、緊急医

療体制による速やかな対応を健康福祉局の指導のも

と実施している。 
 
３ 学校環境衛生の整備 
 学校薬剤師の協力を得て、教室内の環境衛生検査、

飲料水の検査、プール水の検査及び給食室の環境検

査を実施している。 
 また、樹木害虫、ゴキブリ等の害虫駆除を必要に

応じて実施し、学校環境の改善に努めている。 
 
 
 
 
 
 
 

 
４ 学校保健活動の推進 
 学校保健のために貢献した学校の表彰等、団体、

個人の表彰及び歯の衛生に関する図画・ポスター、

啓発標語の募集により、学校保健の普及啓発を図っ

ている。 
・学校医等の永年勤続者等表彰 

 ・健康推進学校等表彰 
 ・よい歯の学校等表彰 
 ・歯の衛生に関する図画・ポスター、啓発標語の募集 
 
５ 児童生徒の心の健康 
 学校においては、保健室等における健康相談を行

うほか、心の健康相談支援事業として専門医による

学校訪問などを実施している。 

 
６ 児童の交通安全 
 地域交通安全員を配置し、児童の登下校時の通学

路の安全対策を実施しているほか、スクールガー

ド・リーダーを委嘱し、学区内の巡回指導や校内の

防犯対策の助言等を行っている。 
 また、通学路安全対策会議及び区ごとに同部会を

設置し、関係局、関係機関と連携して通学路の安全

確保に努めている。 
 
７ 独立行政法人日本スポーツ振興センター 
 学校の管理下で発生する幼児・児童・生徒の負傷

等の災害に対し、必要な医療費等の給付手続きを行

っている。 
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Ⅱ 学校教育 
 

学 校 給 食 
 

学校給食は、栄養バランスのとれた豊かな食事を
提供することにより、子どもたちの健康増進や身体
の発育・体力の向上を図るとともに、生涯を通じて
健康な生活を送るために食事、運動、休養の調和の
とれた生活習慣を身につけられるよう食育の観点か
らも食に関する指導において活用されている。 
また、「おいしい食事」をめざして、献立や調理法

の改善、衛生管理の徹底、安全で良質な食材料の購
入等、給食管理面においても改善充実に努めている。 
学校給食に地場産物を活用したり、行事食を提供

したりすることを通じて、地域の文化や伝統に対す
る理解と関心を深めることもできる等高い教育効果
も期待されている。 
 
１ 実施状況 
 令和４年度においても、小学校 114 校、中学校 52
校、高等学校定時制課程（夜間）４校、特別支援学
校４校において学校給食を実施した。 
小学校、特別支援学校では統一献立、物資の共同

購入による単独校調理方式の完全給食を実施した。 
中学校では平成 29 年 12 月から、全校で完全給食

の提供を開始した。高等学校定時制課程（夜間）に
おいては、業者委託による弁当方式の給食（主食、
おかず）を実施した。 
 
２ 安全・安心な学校給食の提供 
 給食用物資の検査として、細菌検査、理化学検査、
残留農薬検査等を行い、給食室の環境衛生検査、給
食従事者への啓発として、衛生管理研修会を実施し
た。 
また、給食用物資の放射能検査を実施し、その結

果については物資の産地情報と併せて市ホームペー
ジに掲載した。 
 

 
 

３ 給食活動の啓発 
 小学校・特別支援学校では学校給食を題材とした
図画・ポスター作品を児童から募集し、作品展示会
を開催する「学校給食図画・ポスターコンクール」
を実施した。中学校では「みんなで創る『健康給食』」
の一環として、中学校の生徒及び保護者から献立等
を募集し、優秀作品を実際の給食として提供する献
立コンクールを開催する等、学校給食に対する理解
と関心を深める取組を行った。また、学校や給食セ
ンターでは「給食だより」を発行し、学校給食試食
会を開催する等、家庭、地域との連携を図り、学校
給食の充実に努めた。 
 
４ 学校栄養職員等の巡回指導 
 26 名の栄養教諭及び 65 名の学校栄養職員を小学
校、特別支援学校及び中学校４校に配置した。未配
置小学校には、近隣の学校栄養職員等が栄養管理、
衛生管理、物資管理に関する指導、給食事務に関す
る指導、学校給食指導等の巡回指導を行い、教職員
と常に連携をとりながら、指導内容の徹底を図った。 
 
５ 中学校完全給食実施に向けた取組 
 中学校完全給食の全校実施に向け、平成26年度に
策定した「川崎市立中学校完全給食実施方針」に基
づき、民間活力を活かした手法により、学校給食セ
ンター及びその他の給食関連施設の整備を進めた。
平成28年１月には、全校での円滑な完全給食実施に
資するため、東橘中学校において試行給食を開始し、
平成29年１月から、東橘中学校に加え、犬蔵中学校、
中野島中学校、はるひ野中学校の４校において完全
給食を実施した。また、同年９月には南部学校給食
センター、同年12月に中部・北部学校給食センター
が運営を開始し、市内52校全校で完全給食を実施し
た。給食のコンセプトを「健康給食」と定め、米飯
給食中心に野菜を豊富に取り入れた献立や地場産物
を取り入れた献立を提供している。

 

 

学校給食費 

       (令和５年４月現在) 

区  分 月  額 年間給食回数 １食当たり 

 小学校     4,600 円 187 回      270 円

特別支

援学校 

幼 稚 部 3,000円 183回 180円

小 学 部 4,500円 183回 270円

中 学 部 ・ 高 等 部     5,400 円 183 回 320 円

中  学  校 

（完全給食） 

1 年・２年 4,800円 165回 320 円

３年 4,600円 155回 320 円

高等学校定時制課程 － 約 160 回 200 円
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就 学 等 の 助 成 
 
１ 就学援助 
 (1) 種類・金額 

川崎市に居住し、国公立小・中学校に在学する児童生徒の保護者で、経済的な理由により就学が困
難な者に対し援助する制度。令和４年度の援助の種類、金額等は次のとおりである。 
 

（円） 

区 分 

学用品通 

学用品費 

（年額） 

校外 

活動費 

(年額) 

夏季施設

参加費 

自然教室 

参加費 

(食事代) 

通学費 

小 2km
以上 

中 3km
以上 

新入学 

児童生徒 

学用品費

等 

修学 

旅行費 

クラブ 

活動費 

(年額) 

卒業アル

バム代等 

学校病 

医療費 

日本スポーツ

振興センター

災害共済掛金 

小

学

校 

１年 11,630 

1,600 

－ － 

実費 

54,060 － － － 

実費 
掛金 

免除 

２～

５年 

13,900 

実費 

(上限

22,700) 

(小 5) 

3,140 
－ － － － 

６年 － － 

新入学 

準備金 

63,000 

実費 － 

実費 

(上限

11,000) 

中

学

校 

１年 22,730 

2,310 

－ 3,140 

実費 

60,000 

－ 

20,040 － 

実費 
掛金 

免除 
２年 

25,000 

実費 

(上限

39,500) 

－ － 13,080 － 

３年 － － － 実費 5,640 

実費 

(上限

8,800) 

生活保護

を受けて

いる場合 

－ ○ － 
○ 

(小 5 中 1) 
－ － 

○ 

(小 6 中 3) 
－  ○ ○ 

 
※給食費については、公会計化に伴い、就学援助費から直接、給食費に充当 
 
(2) 就学援助の申請理由 
  ア 現在生活保護を受けている方 
  イ 生活保護が停止又は廃止になった方 
  ウ 児童扶養手当を受給している方 
  エ その他経済的に困っている方 
   ※ 世帯所得の目安は、生活保護費の基

準の 1.0 倍 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 令和４年度認定者実績 
   11,561 人 
   【内訳】 

小学校：7,451 人 
    中学校：4,110 人 
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２ 川崎市高等学校奨学金 
(1) 目的 

高等学校等に在学する生徒で能力があるにもか
かわらず、経済的理由のため修学が困難な者に対
し奨学金を支給し、高等学校教育の促進を図る。 

 
(2) 奨学金の額 

  ア 入学支度金 
   (ｱ)国公立…45,000 円 
   (ｲ)私 立…70,000 円 
  イ 学年資金（年額） 
   (ｱ)国公立 
    ａ 第１学年…36,000 円 
    ｂ 第２学年…61,000 円 
     ｃ 第３学年…46,000 円 
    ｄ 第４学年以降は第１学年と同額 
   (ｲ)私 立 
    ａ 第１学年…60,000 円 
    ｂ 第２学年…85,000 円 
    ｃ 第３学年…70,000 円 
    ｄ 第４学年以降は第１学年と同額 
 
(3) 受給資格 

   奨学金は、次の全ての条件にあてはまる者を対
象とする。 
ア 市の区域内に住所を有すること。 

  イ 学資の支弁が困難であること。 
ウ 学業成績が優良で、性行が善良であること。 

 ※上記に加え、申請基準及び採用基準を別途定め
る。 

 
(4) 選定方法 

ア 入学支度金 
  申請基準に該当する中学３年生からの申請を
11 月に受け付け、採用基準に該当する生徒にそ
の旨を通知、高校入学後に奨学生としての採用
を決定する。 

イ 学年資金 
  申請基準に該当する高校生からの申請を６月
に受け付け、採用基準に該当する生徒に対し、
奨学生としての採用を決定する。 

 
(5) 支給方法 

  奨学金は、奨学生又は保護者に直接支給する。 
 
（6）令和４年度実績 
  ア 入学支度金（令和４年度入学者） 
   (ｱ) 申請者数  計 220 名 
    ａ 国公立：   197 名 
    ｂ 私立：      23 名 
   (ｲ) 認定者数  計 202 名 
    ａ 国公立：   111 名 
    ｂ 私立：      91 名 
   (ｳ) 申請基準及び採用基準 
     申請基準及び採用基準ともに、中学校にお

ける第３学年前期の全科目の評定結果の平均
値が、５段階評価で 3.5 以上 

 
 
 

  イ 学年資金  
   (ｱ) 申請者数  計 800 名 
    ａ 国公立：   366 名 
    ｂ 私立：     434 名 
   (ｲ) 認定者数  計 672 名 
    ａ 国公立：   327 名 
    ｂ 私立：     345 名 
   (ｳ) 申請基準及び採用基準 
     申請基準及び採用基準ともに、中学校にお

ける第３学年前期の全科目の評定結果の平均
値が、５段階評価で 3.5 以上 

 
 
３ 川崎市大学奨学金 
(1) 目的 

大学に在学する学生で能力があるにもかかわらず、
経済的理由のため修学が困難なものに対し奨学金の
貸付けを行うことにより、社会に有用な人材の育成
に資することを目的とする。 

 
(2) 奨学金の額 

奨学金の貸付金額は、１人について月額 38,000
円とする。 

 
(3) 奨学生の資格 

ア 本市に引き続き１年以上居住している者に扶
養されている者又はこれに準ずるものとして教
育委員会規則で定める者であること。 

イ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 83
条に規定する大学に在学していること。 

ウ 学資の支弁が困難であること。 
エ 学業成績が優良で性行が善良であること。 

 
(4) 奨学生の決定 

教育委員会は、申請に基づき選考を行い、奨学
生を決定する。 

 
(5) 募集人員 
  10 名程度 
 
(6) 奨学金の償還等 

ア 奨学生は、連帯保証人を立てなければなら
ない。 

イ 奨学金は、無利子とし、卒業した日の属す
る月の翌月から起算して６月を経過した後 10
年以内において、年賦又は半年賦で均等償還
しなければならない。ただし、繰り上げて償
還することができる。 

 
(7)  令和４年度実績 

ア 申請者数：７名 
イ 認定者数：５名 

 

 

33



                                                      Ⅱ 学校教育 
- 32 - 

教 員 採 用 

 

川崎市の求める教師像として、「子どもの話

にきちんと耳を傾けることができる」、「子ど

もと一緒に考え行動することができる」、「子

どもに適切なアドバイスを与えることができ

る」、「教材研究がきちんとできる」の４点を

掲げて、子どもに寄り添い、子どもの願いを受

け止め、子どもに意欲と感動を生み出していく

ことができる教員として優秀な人材の確保に向

けて教員採用候補者選考試験を実施している。 
  
 １ 実施結果 

令和４年度は、1,202 人の応募があり、７月

10 日に第１次試験、8 月 16 日から 9 月 16 日の

間に第２次試験（面接試験）を実施した。選考

の結果、教員採用候補者として、436 人を名簿登

載した。 

  

 ２ 人材確保に向けた取組 

 (1) 40 歳未満の者の受験に限定されていた一般

選考の年齢を見直して、全ての選考区分で 60

歳未満の者の受験を可能にしている。 

(2) 教員経験者や、本市での臨時的任用教員又

は非常勤講師の経験者を対象に筆記試験を免

除し、小論文及び集団討論試験を実施する特

別選考を実施している。 

(3) 英語資格所有者を対象に、中学校/高等学校

「英語」の教科専門試験を免除し小論文試験

を実施する特別選考を実施している。 

また、英語によるコミュニケーションを重

視する実技試験を実施している。 

(4) 大学が川崎市の教員としてふさわしい人材

として推薦する受験者に対して、１次試験を

免除し、優秀な受験生の確保を目指している。 

  また令和５年度採用試験に向け、より多様で優

秀な人材の積極的な確保を図るため、大学３年

生を対象とする小学校受験区分を創設した。 
(5)複数の教諭免許状を取得している受験者に対

して、1 次試験における加点制度を追加し、優

秀な受験生の確保を目指している。 

 (6) 第１次試験の地方会場として名古屋市、仙

台市での試験を実施し、地方での受験者の利

便性を高めている。 

(7)従来の郵送による受験申込に加え、インター

ネットを利用した電子申請による受験申込を

導入し、受験者の利便性を高めている。 

 （8） 市内４会場に加え、東北、東海など地方会

場での説明会を開催するとともに、各地の教員

養成課程のある大学で教員をめざす学生への説

明会を開催して、広く優秀な人材の確保に努め

ている。令和３年度からオンラインによる大学

向け説明会も実施している。 

 （9） 川崎市の求める教師像、初任教員への研修

制度、川崎市のまちの魅力などを伝えるパンフ

レットを作成し、川崎市の教員への興味を持て

るような広報に努めるとともに、SNS を積極的

に活用した広報活動を実施している。 

 （10） 総合教育センターの主催する「かわさき

教師塾」と連携した取組みをすすめ、受験者の

確保に努めている。 

  
教員採用担当として担当課長、担当係長、職

員１名、採用企画専門員２名に加え指導主事２

名追加し、試験内容や実施方法の検討改善をは

じめ、広報の充実、大学との連携強化等に取り

組んでいる。 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

令和４年度学校教員募集パンフレット 
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       Ⅲ 生涯学習 
 

生 涯 学 習 の 推 進 
 

 本市の生涯学習は、教育プランの基本理念を受け、

民主主義の精神にのっとり、平和と基本的人権を尊

重し、市民が自ら考え学びを創造するとともに、高

め合いながらその成果を適切に活かすことのできる、

豊かで活力のある社会の実現を目指している。施策

の展開にあたっては、次の３項目を施策の方向性と

して定め、関連機関との連携を深めながら総合的な

展開を図っている。 

●「いきいきと学び、活動するための環境をつく

る」 

市民の自主的な学びの機会を提供し、地域づくり

に繋がる学びや、学びを通じた出会いを促進すると

ともに、地域における生涯学習の担い手を育成。さ

らに、社会教育施設について市民サービスの向上に

向けた取組を進めるとともに、学校施設の有効活用

などを推進し、市民の学びの場の充実を図る。 

●「家庭・地域の教育力を高める」 

 各家庭における教育や、地域による子どもや若者

の育ちを支える取組を支援するとともに、地域の

様々な大人が子どもたちの学習や体験をサポートす

る仕組みづくりを進めることによって大人も子ども

も学び合い、育ち合うための環境づくりや子どもた

ちが地域の一員として夢や希望を持って豊かに育つ

ことができる環境づくりに取り組む。 

●「文化財の保護・活用と魅力ある博物館づくり

を進める」 

「川崎市文化財保護活用計画」に基づき、平成

29 年 12 月に運用を開始した「川崎市地域文化財顕

彰制度」の仕組みも活用しながら文化財の保護・活

用を推進する。 

１ 生涯学習推進体制の整備 

生涯学習社会の創造に向けて、市レベルと区レベ

ルの双方で生涯学習推進体制の整備を行う。また、

市内の大学及び専門学校が有する教育・研究機能の

活用や連携・協力のあり方を検討する。 

なお、令和４年度は「今後の市民館・図書館のあ

り方（令和３年３月）」を踏まえ、市民館・図書

館の効率的・効果的な管理・運営手法の検討を行

い、「市民館・図書館の管理運営の考え方」を令

和４年８月に策定した。 

(1)社会教育委員会議・専門部会の開催 

(2)区生涯学習推進会議の推進 

(3)生涯学習大学等高等教育機関連携事業の推進 

① 生涯学習大学等高等教育機関連絡会議の開

催（年２回） 

② 公開講座の実施（R4:31 事業） 

２ 学習機会提供事業の充実 

 教育文化会館、市民館、分館において、市民や関

係機関との協働のもと、社会教育事業を推進する。

（48 ページ参照） 

 

３ 家庭教育支援の推進 

家庭教育支援のため、教育文化会館、市民館、分

館、学校等において、家庭教育推進事業を行う。 

 

４ 地域教育会議の推進 

 地域の教育力の向上をめざして、中学校区及び行

政区における子どもの豊かな成長支援や生涯学習の

ネットワークづくりに取り組むほか、地域学校協働

活動の充実に向けた活動を推進する。 

(1) 地域教育会議行政区議長会の開催 

(2) 51 中学校区及び７行政区において地域教育 

会議を実施 

(3) 各地域教育会議での事業実施 

「ネットワーク会議」「教育を語るつどい」

「子ども会議」の開催、広報活動、その他事業 

(4) 地域教育会議代表者会議の開催 

(5) 全市交流会の実施 

 

５ 川崎市子ども会議 

 「川崎市子どもの権利に関する条例」に定められ

た市政に対して子どもが意見を表明する機会として

「川崎市子ども会議」を開催している。 

令和４年度は、第 21 期川崎市子ども会議として、

年間を通じて定例会議等を開催し、「市長さんへの

報告会」で、報告書の提出と合わせて市長に意見を

伝えるとともに、より幅広い子どもたちの声を、し

っかり受け止める仕組みづくりに取り組み、新たな

参加形態であるカワサキ☆Ｕ１８を加えるなどの拡

充を図った。 

 

６ 地域の寺子屋事業の推進 

 地域ぐるみで子どもの教育や学習をサポートする

仕組みづくりと、多世代で学ぶ生涯学習の拠点をつ

くることを目的に「地域の寺子屋事業」を実施する。   

令和４年度は新たに 13 か所の寺子屋を拡充し、全

89 か所の寺子屋における放課後の学習支援や土曜

日等の体験活動を通して、子どもたちの学ぶ意欲の

向上や豊かな人間性の形成を図った。 
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寺子屋での学習支援の様子 

７ 地域教育ネットワークの構築 

 地域と学校の連携協働体制の構築に向けて、令和

２年度から、川崎市地域教育ネットワーク推進会議

において、コミュニティ・スクール（学校運営協議

会制度）と地域学校協働活動の一体的な推進に向け

た各施策や地域の寺子屋事業を始めとする地域と学

校の連携を推進するために必要な事業等について連

絡調整を行っている。 

 

８ 社会教育関係団体等への支援・連携 

(1) ＰＴＡ 

  市内 165 の単位ＰＴＡからなる川崎市ＰＴＡ連

絡協議会では、次のような活動を実施している。 

  ・各種研修会の開催、Web 配信 

  ・食育推進コンテスト、要望活動等 

  ・成人教育や家庭教育事業の実施を通じて学校、

家庭、地域の連携のもとに教育活動を展開し

ている。 

(2) 女性団体 

  川崎市地域女性連絡協議会は、昭和 22 年に女

性の地位向上や社会参加促進をめざして設立され

た。以来、男女平等の推進、環境・消費問題に関 

する学習・実践活動、平和問題への取組、少子

高齢社会への対応など、地域が抱える様々な課

題に対し、「学習・親睦・奉仕」を柱に活動を

展開している。 

  ・各種研修会の開催 

  ・環境問題講演会、芸能のつどい等の開催 

  ・広報紙『女性かわさき』の発行（年２回） 

  ・専門部会による学習会、調査研究活動 

  ・電話相談「子育て心のケアネット」及び公開

講座の開催 

 

９ 学校施設開放の充実 

 スポーツ・レクリエーション、生涯学習、文化活

動、市民活動などの場として、学校教育に支障のな

い範囲で学校施設を市民の利用に供する。 

令和４年度は、市内の小学校・中学校・特別支援

学校の、校庭 145 校、夜間校庭７校、体育館 167 校、

特別教室等 133 校で開放を実施した。 

また、平日夜間や休日に、地域の人に遠く別教室

等をもっと使ってもらえるようにする「Kawasaki

教室シェアリング」に取り組むとともに、平日の放

課後に、子どもたちが自分の通う小学校の校庭で、

ボール遊びなど自由にのびのび遊べるようにする

「みんなの校庭プロジェクト」に取り組んだ。 

 

10 学校図書館における図書の地域貸出事業の推進 

市内の小学校９校、中学校１校で、図書室を地域

に開放し、図書の貸出を実施した。 

 

11 子どもの泳力向上プロジェクトの推進 

子どもの泳力向上という教育課題の解決に向け 

て、小学校入学前までに水に親しんできていない子

どもや、入学後も泳ぎが苦手な子どもを対象に水泳

教室を実施する。平成 26 年度まで実施していた

「学校プール開放事業」を廃止し、令和４年度は市

内 31 か所のスイミングスクール等と連携し、水泳

教室を開催した。 

 

12 視聴覚教育の推進 

(1) 視聴覚教材・機材の整備・貸出 

学校教育・子育て・福祉・歴史分野等の視聴

覚教材（16 ミリフィルム・ビデオテープ・Ｄ

ＶＤ等）と機材（16 ミリフィルム映写機・プ

ロジェクター等）の貸出を行っている。特に

平和・人権・環境・国際理解等の分野は平和

教育映像教材として購入している。教材・機

材は教育文化会館及び市民館の視聴覚ライブ

ラリーへ配送を行っている。 

(2) わが町かわさき映像創作展 

 

13 職員研修の充実 

 職員の資質向上を図るため、各施設の役割や課題

を理解し必要な基礎的知識や実践的能力を養う等、

様々な課題についての問題意識・専門性を高める研

修を実施する。（施設種別、初任者、指導・経営、

生涯学習、人権、課題、自主グループ研修、事業計

画立案） 

 

14 生涯学習施設の環境整備 

 川崎市立労働会館及び川崎市教育文化会館の再編

整備については、実施設計を行い、令和４年８月に

管理・運営計画を策定した。宮前市民館・図書館の

鷺沼駅周辺への移転・整備については、再開発準備

組合による「鷺沼駅前地区再開発計画の再検証結果

報告」における再開発事業の全体スケジュールを踏
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まえ、必要機能や諸室の規模や配置等の検討を実施

し、取組スケジュールの見直しを図った。また、老

朽化した社会教育施設の維持補修等を行った。 

 本市の社会教育施設は、建築後３０年以上経過し

ている施設が約４割となるなど、老朽化等が課題と 

なっていることから、市民の生涯学習活動を支える

とともに、多様なニーズに対応するため、社会教育

施設の一層の利用環境の向上を図る必要がある。 
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文 化 財 の 保 護 ・ 活 用 
 

 令和５年度は、「川崎市文化財保護活用計画」に

基づき、引き続き市内の文化財について種々の調

査・保護活動、文化財公開や関連講座の開催、史跡

めぐり等、文化財の普及・啓発事業を行う。また、

この計画が計画期間の満了を迎えることから、次期

計画として、文化財保護法に基づき、「川崎市文化

財保存活用地域計画」を作成する。あわせて、地域

文化財顕彰制度に基づき、第６回川崎市地域文化財

を決定・顕彰する。史跡橘樹官衙遺跡群については、

調査・研究及び活用事業を推進するとともに、整備

基本計画に基づき保存整備事業を推進する。 

 

(以下、令和４年度報告) 

 

１ 文化財の指定 

令和４年度は新たに文化財の指定は行っていない。 

 

２ 第５回川崎市地域文化財の決定 

市民生活、市民文化や地域風土に根ざして継承さ

れてきた文化財（指定等されているものを除く）を、

川崎市地域文化財として顕彰及び記録する。第５回

川崎市地域文化財 23 件を決定し、川崎市地域文化

財の総数は 213 件となった。 

 

３ 埋蔵文化財の試掘・確認調査及び発掘調査 

(１) 試掘・確認調査 

開発事業等に伴い、市内の周知の埋蔵文化財

包蔵地(遺跡)及び遺跡が存在する可能性がある

場所において、教育委員会が事前の試掘調査を

62 件、確認調査を８件、計 70 件を実施した。 

 

(２) 発掘調査 10 件 

Ａ．本発掘調査(個人住宅・市公共事業等)９件 

市内における開発事業等に伴い、教育委員会

が事前の緊急発掘調査を実施した。 

①②下作延巳ノ谷遺跡第 12・13 次調査 

 ③小杉御殿町遺跡第７地点 

 ④～⑧橘樹官衙遺跡群の内容確認調査（５件） 

 ⑨蟹ヶ谷古墳群の内容確認調査 

 

Ｂ．本発掘調査(民間開発事業) １件 

市内における開発事業に伴い、民間調査機関

による事前の緊急発掘調査の監理を実施した。 

 ・生田榎戸西遺跡第３地点 

 

４ 史跡橘樹官衙遺跡群の保存整備活用 

古代橘樹郡の役所跡である橘樹郡家跡とその西側

の影向寺遺跡が、７世紀後半から 10 世紀にかけて

の地方官衙の成立から廃絶までの推移を知る上で、

全国的にも貴重な遺跡であると評価され、平成 27

年３月 10 日に「橘樹官衙遺跡群」として川崎市初

の国史跡に指定された。 

 

(１) 川崎市橘樹官衙遺跡群調査整備委員会 

史跡橘樹官衙遺跡群の調査整備を円滑にする

ため、学識者を委員とする川崎市橘樹官衙遺跡

群調査整備委員会を４回開催した。 

第１回 令和４年６月 27 日 

第２回 令和４年９月 20 日 

第３回 令和４年 10 月 25 日 

第４回 令和５年２月 21 日 

 

(２) 橘樹官衙遺跡群保存整備事業 

「整備基本計画」短期計画第１期に基づき、

倉庫復元建物の実施設計を行い、整備工事に着

手した。 

 

(３) 橘樹官衙遺跡群活用事業等 

史跡橘樹官衙遺跡群の周知及び活用を図るた

め、普及事業を展開した。 

①史跡めぐり古代の“橘樹”を歩こう！！ 

 地域資源である史跡橘樹官衙遺跡群を含めた文

化財の総合的な活用を図るため、専門職員の解説

で歩くまち歩きを実施した。 

・令和５年３月 25 日（土） 参加者 40 名（応募

者 127 名） 

②橘樹学連続講座「古代橘樹を知り、活用す

る！！」 

 橘樹官衙遺跡群の今後の活用について、広く理

解してもらえるよう、専門家を講師に招き、計２

回の講義を実施した。 

・令和４年７月１日（土）田中弘志「学校教育

(小学校)における史跡の活用」（受講者 40 名） 

・令和４年11月12日（土）山田 晋「橘樹官衙遺

跡群周辺の景観と植物」（受講者31名、応募者

65名） 

③局間連携等 

・令和４年度宮前市民館市民自主学級「宮前を知

って歩いて楽しもう」第２回講座への講師派遣 

 令和４年 10 月９日（日） 

 野川神明社及び橘樹官衙遺跡群の現地見学会 

・宮前市民館市民自主企画事業「みやまえ歴史探

究会」への講師派遣 

 令和４年 10 月 23 日（日） 

 橘樹官衙遺跡群の現地見学会 
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５ 埋蔵文化財の活用 

 (１) 小学校への講師派遣 

・日吉小学校への講師派遣 

 令和４年６月３日（金）及び 17 日（金） 

 ３日：「川崎の縄文時代と弥生時代について」 

17 日：「加瀬山の古墳について」 

・井田小学校への講師派遣 

 令和４年６月 22 日（水） 

 「川崎の縄文時代と弥生時代について」 

・大谷戸小学校への講師派遣 

 令和４年７月 13 日（水） 

 「川崎の縄文時代と弥生時代について」 

・古川小学校への講師派遣 

 令和４年７月 14 日（木） 

 「塚越古墳について」 

・橘小学校への講師派遣 

 令和４年 10 月４日（火） 

 「橘樹官衙遺跡群について」 

・西丸子小学校への講師派遣 

 令和４年 10 月６日（木） 

 「西丸子小学校周辺の江戸時代について」 

・令和４年 11 月 16 日（水） 

 「塚越中学校周辺の歴史について」 

 

(２) 講師派遣 

 ・多摩の伝承・伝統文化を考える会への講師派遣 

  令和４年５月 18 日（水） 

  「川崎市の文化財と橘樹官衙遺跡群について」 

  令和４年９月 21 日（水） 

  「多摩区の文化財と川崎市地域文化財につい

て」 

 ・長柄桜山古墳を守る会への講師派遣 

  令和４年６月 25 日（土） 

「川崎市麻生区早野地域の遺跡群－地域史を

見る眼－」 

・日吉中学校区地域教育会議への講師派遣 

  令和４年８月６日（土） 

  「夢見ヶ崎動物公園一帯の歴史について」 

 ・かわさき市民アカデミーへの講師派遣 

  令和４年 12 月７日（水）及び 14 日（水） 

  ７日：「古代の加瀬山について」 

  14 日：「塚越古墳・加瀬山・白山古墳・国宝

秋草文壺発見地について」 

 ・「東高根遺跡を学ぼう！」への講師派遣 

  令和５年３月 18 日（土） 

  「東高根森林公園周辺の歴史について」 

 

(３)埋蔵文化財調査成果の公開 

 ・橘樹郡家跡第 33 次調査現地見学会 

   令和４年９月 23 日（金・祝） 参加者 185 名 

 ・蟹ヶ谷古墳群第８次調査現地見学会 

  令和５年３月４日（土）参加者 55 名 

 

(４)史跡めぐり 

 ・「“稲毛三郎”と小沢城探訪～中世川崎の残響

を探して～」 

  令和４年 11 月 26 日（土） 参加者：28 名、

応募者：118 名 

 

６ 文化財調査活動 

 

７ 文化財の保護・公開及び記録の作成 

(１) 市指定文化財所有者への助成 

市指定文化財所有者に管理奨励金を交付した。 

 

(２) 無形民俗文化財の保護 

指定民俗芸能保存団体(５団体)と川崎市民俗

芸能保存協会の技芸継承事業等へ補助金を交付

した。 

・第 45 回川崎市民俗芸能発表会（主催：川崎市

民俗芸能保存協会 共催：川崎市教育委員

会） 

日 程：令和５年３月５日（日） 

会 場：労働会館 

 

(３) 指定文化財等現地特別公開事業 

・川崎大師平間寺「遊山慕仙詩碑」 

日 程：令和５年３月 10 日(金) 

会 場：川崎大師平間寺 

・関連講座「遊山慕仙詩を読み解く」 

日 程：令和５年３月 10 日(金) 

会 場：川崎大師教学研究所 

講 師：苫米地誠一（大正大学名誉教授） 

 

(４) 指定文化財の保存・修理 

令和元年東日本台風により被災した考古資料の

うち、下原遺跡縄文時代後晩期出土品２点の保存

修理を行った。 

影向寺所蔵「木造聖徳太子立像」の燻蒸、解体

修理を行った。 

 

(５) 図書の刊行 

・『川崎市文化財調査集録』第 57 集 

・『令和３年度 川崎市埋蔵文化財年報』 

 

 

文化財調査員 
保存状況調査(彫刻・絵画) 

市内無形民俗調査 

調査委託 市内古文書所在調査 

文化財ボランティア

との協働調査 

市域石造物の現況確認調査 

道標 76 件 

40



 

      Ⅲ 生涯学習 
 

８ 史跡の整備と保全 

(１) 史跡環境整備 

市内の史跡等を良好な環境で保存し、活用する

ため環境整備を地元の関係団体へ委託した。 

・史跡橘樹官衙遺跡群(橘樹郡衙跡史跡保存会) 

・県史跡子母口貝塚(子母口貝塚史跡保存会) 

・五所塚(五所塚史跡保存会) 

・芭蕉の句碑(芭蕉の碑保存会) 

・県史跡馬絹古墳(馬絹古墳史跡保存会) 

 

(２) 史跡保守管理 

史跡橘樹官衙遺跡群内に所在する「たちばな古

代の丘緑地及び西側隣接地」の除草、剪定を実施

するとともに、県史跡馬絹古墳の史跡保守管理と

して樹木剪定や県史跡子母口貝塚保存敷地の除草

等を行った。また、宮前区馬絹に所在する県史跡

馬絹古墳の横穴式石室を保存・管理するため、石

室内の温湿度を計測し、データ解析を行った。 

 

(３) 市重要史跡管理奨励 

市重要史跡である「春日神社・薬師堂・常楽寺

境内及びその周辺」内の個人所有地の保存管理を

図るため、所有者に管理奨励金を交付した。 

 

９ 地名資料室の運営 

地名に関する図書及び資料を収集、公開するとと

もに講座を開催した。また、地名教材を用いて、親

子向けの事業等を実施した。 

(令和４年度 入室者 957 人、図書利用者 651 人、

レファレンス利用者 91 人) 

 

(１) 夏休み学習相談 

令和４年７月 21 日（木）～８月 21 日（火）  

28 日間 参加者 32 人 

 

(２) 地名散歩 

「川崎の発展を地名から探る」 

令和４年 10 月 16 日、23 日、30 日の日曜  

参加者延べ 61 人 

 

(３) 地名塾（共催：てくのかわさき） 

「身近な地域の変化と地名 近代以降の川崎・

横浜を中心に」 
令和５年１月 26 日、２月２日、９日、16 日、 

３月２日の木曜 参加者延べ 134 人 

 

10 文化財審議会の活動 

第１回：令和４年６月 28 日  

・令和３年度事業報告・令和４年度事業計画につい

て 
・川崎市市民ミュージアム収蔵品レスキューの状況

について 
・川崎市文化財保存活用地域計画における記載事項

について 
・史跡橘樹官衙遺跡群における史跡整備検討状況に

ついて 他 
 

第２回：令和４年 10 月 24 日 
・第５回地域文化財決定に係る意見聴取 
・川崎市文化財保存活用地域計画の概要について 
・影向寺遺跡の現状変更について 

・史跡橘樹官衙遺跡群における活用事業について 

・川崎市重要歴史記念物「古筆手鑑 披香殿」の現

状変更について 他 

 

第３回：令和５年３月 24 日 

・川崎市文化財保存活用地域計画の検討内容につい 
て 

・史跡橘樹官衙遺跡群における活用事業等について 
・川崎市市民ミュージアムの収蔵品レスキュー状況

の報告について 
・新たなミュージアムに関する基本構想について 

他 
 

川崎市文化財保護推進キャラクター 

シッシー君 
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     Ⅳ 教育施設 
 

総 合 教 育 セ ン タ ー
   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構 造  鉄筋コンクリート造 
     地下１階地上３階塔屋 
敷地面積 5,639.00 ㎡ 
延床面積 7,708.24 ㎡ 
屋内施設 地下１階 理科準備室、理科・音楽・美術・家庭科・

技術工芸研修室、第６研修室、運動機能・
作業能力検査室、電気室、機械室 

１階    総務室、教育相談センター、第１研修室、
特別支援教育センター、相談スタッフルー
ム、多目的相談室、第１～５相談室、教育
相談室、第１・第２プレイルーム、ギャラ
リー、第１会議室 

２階    カリキュラムセンター、児童生徒教育相談
室、学校生活ルーム、健康教育資料室、教
育情報サロン（かわさき T's・スクエア）、
第３プレイルーム、聴能言語検査室、日常
生活ルーム、資料室、試写室 

３階    情報・視聴覚センター、第２～５研修室、

コンピュータ研修室、第２～４会議室、情

報処理室、調整室、スタジオ 
 

 

 
総合教育センターは、①学校教育・社会教育・家庭

教育に関し、時代に応じた基礎的、実践的、先導的な

調査研究及びそれぞれの教育関係職員などの研修を受

け持つ「教育センター」②市民の要請に応じられる幅

広い内容を持つ教育相談及び特別な教育的ニーズのあ

る子どもへの支援を中心とする「教育相談・特別支援

教育センター」③教育に関する情報及び資料・教材な

どの整備・蓄積と提供サービスを行う先端的情報処理

機能を併せ持つ「情報・視聴覚センター」の三つの部

門から構成されている。 
そしてこれらが単なる複合施設にとどまることなく、

それぞれの特性を発揮しながら、相互の関連を密にし

て機能することにより、さらなる相乗効果をあげ、本

市における研究・研修の中心的施設として、昭和 59

年６月に着工され、昭和 60 年 12 月に完成、昭和 61

年５月に開所されたものである。 
 
１ 施設の概要 

 本施設は、外観の形状がユニークであると同時に内

部の各室も画一化を避け、機能・形状に特性を持たせ

ている。又、コンピュータを中心とした情報機器類や

音声映像装置などを取り入れ、研究・研修、教育相談、

学習情報提供サービスに活かされるように工夫されて

いる。 
 
 
 

 

２ 調査研究 
令和４年度の調査研究は、実践研究主題を「自己実現を図り、持続可能な社会を創る資質・能力の育成」として

研究を推進した。 

 

研究領域 研 究 会 議 名 研 究 主 題 

長期研究員・研究

員による実践研究 

国語科 
文学的な文章を読む学習における自らの考えをつくり出す子の育成 

―「主体的に読むサイクル」を手立てとして― 

体育・保健体育 
自己と仲間のよさや課題を見付け伝え合う体育学習 

―考えを共有する活動を通して― 

学力分析 
新川崎市学習状況調査の結果活用に関する研究 

―学校が育成を目指す資質・能力を育むための授業改善を通して― 

高校教育 
自ら試行錯誤して学習する生徒の育成 

―高等学校数学科を中心に問題を工夫して― 

情報モラル １人１台端末環境における情報モラルの育成 
―各教科等で端末を活用する場面を生かした授業を通して― 

学校教育相談 
川崎市中学生における援助希求的態度の育成に向けて 

―「ＳＯＳの出し方に関する教育」プログラム試案の取組を通して― 
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ｶｳﾝｾﾗｰ研究員の実

践研究 
カウンセラー研究員 

教師の「言葉選び」を重視した教育相談活動の実践 
―生徒アンケートを踏まえた教師意識の向上をめざして― 

指導主事・研究員

による実践研究 

理科 
観察、実験を通した学習の充実を図るための理科安全指導 

―「理科実験安全指導の手引き（改訂版）」の作成― 

音楽科 
音楽に対する感性を育む題材の授業デザイン 

―個の感性を育み、新たな価値が生まれることを通して― 

技術・家庭科 
「主体的・対話的で深い学び」を実現する技術・家庭科の授業づくり 

―ＧＩＧＡ端末を活用した学習指導を通して― 

外国語科 

言語活動のさらなる充実を目指した授業づくりの工夫 

―児童生徒が主体的に学習に取り組むことができる指導過程の工夫を通し

て― 

特別活動 
問題発見し、目的意識をもち、主体的に学び合う児童生徒の育成 

―事前の活動から実践までの一連の学習過程を通して― 

健康教育 
性の多様性について理解を深める健康教育 

―自他の個性を尊重し、互いに認め合える人間関係づくり― 

調査・基礎研究 

カリキュラムセンター 
R3「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善 

R4「１人１台端末」を効果的に活用した学習指導に関する研究 

情報・視聴覚センター 情報モラル教育の実態についての調査・基礎研究 

教育相談センター 不登校児童生徒の抱える背景と支援の実態についての調査・基礎研究 

特別支援教育センター 児童生徒の困難さに応じたＧＩＧＡ端末の活用に向けた研究 

施策研究 カリキュラムセンター 

新川崎市学習状況調査の分析及び活用とスタディ・ログに係る研究 

習熟の程度に応じたきめ細やかな指導に係る研究 

かわさきＧＩＧＡスクール構想に係る研究 

全国学力・学習状況調査の分析及び活用に係る研究 

 

(1) 研究報告 

ア センターの研究報告会(令和５年１月25日) 

当センターの実践研究及び調査・基礎研究を報告

し、研究協議、指導講評を通して研究の成果を市

内の学校、社会教育機関に還元した。 

   研究報告：13分科会（オンライン含む） 

   参加者：603名 

 イ 教育研究所連盟等対外研究発表 

・神奈川県教育研究所連盟 第69回教育研究発表 

大会（県立総合教育センター） 

研究発表：７分科会 

   参加者：52名 

・関東地区教育研究所連盟 第93回研究発表大会 

 

(2) 研究冊子等の発行 

「研究紀要」36号の刊行。各研究機関、市内学校教

育・社会教育機関へ配布した。 

 

３ 教育関係職員研修 
(1) 目的 

  教育関係職員等を対象に、川崎市教職員育成指標に

基づいて専門性の確立とライフステージに応じた資

質・能力の向上をめざし、充実・精選した研修を行い、

本市教育の発展に資する。 

 

(2) 基本方針 

ア 各センターの連携を図り、ライフステージに応

じた研修を推進し、系統的に研修できるようにす

る。 

  イ 各研修においては、適切な講師の招聘及び内容

の焦点化、実施形態や実施方法の工夫・改善を図

り参加者にとって有意義な、魅力ある研修とする。 

  ウ 各研修においては、実践的・体験的な内容を多

く取り入れる。また、演習や実習等で使用する資

料は、各学校等での実践に活用できるようにする。 

 

(3) 重点課題 

ア 川崎市教職員育成指標に基づき、各研修で育成

をめざす資質・能力を明確にし、教員の多忙化に

つながらないようにしながら、研修内容を見直す。 

  イ 教員がよりよく資質・能力を向上させていくた

めに、研修・研究と実践との往還を意識したり、

校内ＯＪＴを活性化させたりしているかを確認

する。（研修の還元状況の把握に努める。） 

 

(4) 研修の推進 
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基本方針及び重点課題に基づき、令和４年度は次の

研修を実施した。なお、新型コロナウイルス感染症拡

大防止により一部の研修については中止とした。 

ア 必修研修 

   ①ライフステージに応じた研修 

・新規採用教員研修（養護教諭、学校栄養職員を含

む） 

・年次別研修（２年目教員、３年目教員、２校目異

動者、中堅教諭等資質向上、15年経験者） 

・新任総括教諭研修 

   ・管理職研修（新任校長、新任教頭、校長、教頭） 

   ②経験に応じた研修 

   ・小学校夏季体育実技 

・中学校夏季体育実技 

・小学校新規採用教員水泳実技  

・小学校音楽科実技 

・中学校数学科初任者教員指導力向上 

・中学校理科初任者教員指導力向上 

・小・中学校合同道徳教育 

・新任教務主任 

   ③その職に応じた研修 

・養護教諭   

・学校プール安全衛生・蘇生法 

・中学校外国語教育指導力向上研修 

・高等学校外国語教育指導力向上研修 

・小学校英語強化教員（ＥＲＴ）研修 

・小学校外国語教育推進担当者（ＣＥＴ）研修 

・市立学校理科主任研修会     

・道徳教育推進教師 

・キャリア在り方生き方教育・進路指導 

・特別支援学級等新担任者 

・特別支援学級等新担任者２年目 

・通級指導教室新担任者等 

・支援教育コーディネーター養成 

・教育相談研修会 

・新任栄養教諭 

・ＧＩＧＡスクール構想推進教師（GSL）研修 

・情報教育学校担当者会研修 

   イ 希望研修 

① ＩＣＴ活用研修      22講座 

② 授業力向上研修      15講座 

③ 教育課題研修       12講座 

④ 職能別スキルアップ研修  ３講座 

ウ リクエスト研修（学校支援研修） 

  各学校の要請に応じて、担当指導主事が個々に支

援や助言等を行った。 

エ その他の研修 

  教育研究（部）会等との共催研修を行った。 

 

４ 教育の情報化 

 「川崎市立学校における教育の情報化推進計画」に基

づき、教育の情報化を推進するため、市立学校のＩＣＴ

の環境整備、市立学校の教育用ネットワーク（学習用・

校務用・図書館用）の運用管理、教員の授業力向上に向

けてＩＣＴ活用指導力を高めるための研究・研修、教職

員の業務の効率化を図るためのシステムの運用等を行っ

た。 

 特に、国より提唱された「ＧＩＧＡスクール構想」の

実現に向けたＧＩＧＡ端末の活用について関係部署と連

携を図りながら円滑に行った。 

 また、コロナ禍の中の情報発信手段として求められて

きた即時性の高い学校ウェブサイトを目指し、ＣＭＳ(コ

ンテンツマネージメントシステム)の運用を進めた。 

 
(1) 教育の情報化に向けた研究の推進 

 長期研究員と研究員による「１人１台端末環境にお

ける情報モラルの育成」の研究を行った。また、市内

３校の教育情報化推進モデル校と推進協力校１校での

実践をもとに研究を進めた。他部署と連携をしながら、

「かわさきＧＩＧＡスクール構想」に関する教職員向

け「ハンドブック３」を作成し、教職員向け情報共有

サイトで公開した。 

 

 (2) 授業力向上に向けたＩＣＴ活用指導力を高めるため 

の研修の充実 

 指導力の向上や確かな学力の育成、校務の標準化・

効率化を図るために、効果的なＩＣＴ機器の活用研修

を推進した。 

 ・校務支援システム研修（全７回） 

・ＩＣＴ活用研修（希望研修３回） 

 ・リクエスト研修（情報６回・ＧＩＧＡ６回） 

・情報モラル教育に係わる研修（各学校年1回以上） 

・「かわさきＧＩＧＡスクール構想」実現に向けた研修 

 （ＧＳＬ研修３回・希望研修20回） 

 

(3) 市立学校等ＩＣＴ機器の計画的整備 

「かわさきＧＩＧＡスクール構想」の実現に向けた

ＩＣＴ環境の整備及び保守運用を進めた。 

  ＜整備及び保守運用の内容＞ 

・児童生徒１人１台分のコンピュータ端末の保守運用 

・１人１アカウントの保守運用 

・ＩＣＴ支援員の配置 

・緊急時対応用モバイルＷｉ－Ｆｉルータ・回線確保 

・大型提示装置及びテレビスタンドの更新、老朽化テ

レビの処分 

 

(4) 教育情報ネットワークシステムの活用促進 

 ・教育情報・学習指導案データベースの有効活用 

 ・学校ウェブサイトの更新・充実への研修等の支援 

 ・図書館総合システムの有効活用 

 

（5）校務支援・学務システム等の活用促進 

   教員の校務の効率化と重要情報保護の観点から校務

支援システムや学務システムの円滑な運用を図った。

新校務支援システム（Ｃ４ｔｈ）の機能拡張した

「ダッシュボード」について、操作等を支援するた

めに訪問サポートを行い活用の促進を図った。 

 

(6）教職員の情報モラルの徹底と市立学校の情報セキ

ュリティの向上 

   ＧＩＧＡスクール構想でのクラウドサービス利用や

アカウント使用にあたり、学習で使用する情報の扱い

の整理見直しによる、学校情報セキュリティ対策基準

の改定を行うとともに、個人情報や共有フォルダ等の
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扱い方について、教職員に対し情報モラルに関する研

修や資料提供を行った。 

   また、コロナ禍の中で求められたオンライン指導等

の円滑な実施のため、教育のオンライン利用に伴う情

報セキュリティに関するガイドラインやチェックリス

トを更新するとともに、オンライン指導を行う際の手

順や導入アプリケーション毎の事例を紹介した指導資

料を各学校へ示した。 

 

（7）市立学校インターネット問題に対する取組の推進 

「川崎市立学校インターネット問題相談窓口」での

相談（電話・メール）件数は年間22件 

保護者・大人向けにネットトラブルの未然防止及び

啓発等のため、「川崎市版 保護者向けインターネット

ガイド」を作成し、全小１～高３保護者・教職員に配

布した。 

 

５ 視聴覚教育 
  市民の学習ニーズがますます多様化、高度化、個性化

する中で、視聴覚媒体による情報提供は、一段と重要性

を増しつつある。視聴覚センターは、地域の情報センタ

ーとして、良質な視聴覚メディアを提供するなど、学習

効果を高める条件整備に努めている。主な事業は、次の

とおりであった。 
 

(1) 視聴覚教材・機材の貸出業務 

集配車を週２回(水・金)運行し、視聴覚ライブラリ

ー（教育文化会館・各市民館）を窓口として貸出業務

を行った。 

令和４年度の教材・機材の貸し出し本数は 319 本、

利用人数は5,564人であった。 

 

(2) 平和教育推進事業 

関係各局で実施する平和教育推進事業の一つとして、

平和教育映像教材等連絡調整会議を開催し、平和教育

等に関する映像資料に関する助言を得て、10 作品を購

入した。 

 

(3) 第40回「わが町かわさき映像創作展」 

市民生活に豊かな映像文化を育むことを目的とし、

川崎市の地域に関するテーマ及び自由テーマでアマチ

ュア作品を募った。応募総数20点、入賞作品13点 

 

６ 教育相談・特別支援教育 
(1) 相談 

児童生徒が示す行動は、近年ますます複雑で多様化

し、子ども本人・保護者、教師の悩みは深い。当セン

ターでは、より良い援助ができるように、来所相談、

電話相談の体制を整え研修を積み、相談活動の充実を

図ってきた。 

また、教育相談センターと特別支援教育センターは

常に連携を取り、協力体制のもとに教育相談を進めて

きた。 

教育相談センターが担当した令和４年度の相談では、

性格・行動に関する内容が多く、新規来所相談のうち

約７割は不登校に関するものである。 

特別支援教育センターの令和４年度の新規来所相談

件数は 1,490 件だった。小学校入学に関わる就学相談

について、児童の障害の状態や保護者の意見の多様化

等により合意形成が困難なケースが多いため、他機関

を訪問する等により、さらに連携を深めるとともに、

多様な場面での相談により、適切な助言を行うなど工

夫している。 

学校コンサルテーションでは、来談者や学校の要請

に基づき、教育相談や特別支援教育に関する支援を行

った。特別支援教育に関しては、検査結果報告書を作

成した（291 件）。また、多様化する相談内容に適切に

対応できるよう相談員の研修に努めている。 

 

(2) ゆうゆう広場 

市内６か所に設置しているゆうゆう広場（みゆき・

さいわい・なかはら・たかつ・たま・あさお）では、

通級する不登校の児童生徒に対し、小集団での体験活

動・学習活動等を通して、自主性の育成や人間関係の

適応性を高めることにより、学校や社会への復帰につ

ながるよう支援・援助を行っている。令和４年度は、

小学生 60 名・中学生 142 名の計 202 名が通級した。ま

た、ゆうゆう広場専用のマイクロバス「ゆうゆう広場

号」の活用により、いろいろな施設利用が定着し、活

動の面でもその幅が大きく広がっている。 

 

(3) 不登校家庭訪問相談 

不登校家庭訪問相談事業では、学校に行けない（不

登校）、あるいは家に閉じこもり気味の状態である子

どもの家庭を家庭訪問相談員が訪問している。令和４

年度の訪問件数は 39 件であり、延べ 166 回の相談を行

った。 

 

（4）スクールカウンセラー・学校巡回カウンセラー 

スクールカウンセラーを市立全中学校、市立高校に

配置し、令和４年度の相談延べ人数は 23,839 人であっ

た。 

また、学校巡回カウンセラーを７名から 15 名に増員

し、特別支援学校への要請派遣を維持しつつ、市立小

学校へは、月２回程度の定期派遣を開始した。その結

果、学校巡回カウンセラーの年間相談延べ人数は令和

３年度の 2,231 人から、令和４年度は 11,480 人と、飛

躍的に増加し、早期に適切な相談を実施することがで

きるようになった。 

この他、学校が関係する事件事故に対する緊急支援

としてのカウンセラーの派遣も行い、児童生徒の心の

ケアにあたった。 

 

(5) 特別支援教育の振興 

第２期川崎市特別支援教育推進計画に基づき、以下

の事業等に取り組んだ。 

① 一貫した相談支援体制の整備 

  ・学習指導要領に基づいた個別の教育支援計画（サ

ポートノート）の活用推進 

  ・就学相談・教育相談における書式の活用推進 

② 特別支援学校の機能拡充と特色ある学校づくり 

  ・特別支援学校の地域支援体制（センター的機能担

当教員による巡回・要請支援）の充実 

③ 小・中・高等学校における支援教育の推進 
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・全校種で支援教育コーディネーターに名称統一 

・全小学校に支援教育コーディネーター専任化に加 

えて、全中学校に支援教育コーディネーターが業務

に専念できるよう非常勤講師を配置 

・高等学校9校に高等学校支援員を派遣 

④ 教員の専門性の向上（各種研修）等 

  ・学校現場のニーズに即した研修内容の再構築 

・合理的配慮提供、ユニバーサルデザインの授業に 

関わるリクエスト研修の実施 
 
７ 外国語指導助手（ＡＬＴ）等の配置事業 
令和４年度は外国語指導助手（ＡＬＴ）113 名を小・

中・高等学校、特別支援学校及びゆうゆう広場に計画的
に配置した。また、英語教育改革に対応した小学校外国
語（英語）教育中核教員研修、中・高等学校外国語（英
語）教育指導力向上研修を実施し、教員の指導力向上を
図った。 
 

８ 広報活動 
総合教育センターの事業の紹介・報告、施設・教育機

器の利用促進を図るために、「所報」を年２回、「センタ
ー通信」を年３回発行した。また、研修、研究及び調査
の報告をまとめた「事業報告書」を刊行した。 
 これらの刊行物を各教育機関や教育関係職員等に送付
した。 
 
９ ギャラリー 
 「川崎の教育を一目で」わかるようにと１階のギャラ
リーに関係資料を陳列した。小・中・高等学校、特別支
援学校用教科書等の常設展示場（教科書センター）とし
て設置されており、常時閲覧することができる。 
 
 
10 運営会議 
 総合教育センターの運営について、14 名の学校教育及
び社会教育の関係者並びに学識経験者によって構成され
る運営会議を開催した。なお、令和４年度は次のとおり
開催した。 

第１回 令和４年７月１５日 
第２回 令和５年３月１５日 
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 教育文化会館・市民館・分館
 
１ 基本方針 
 教育文化会館・市民館・分館は、市民の学習の自

由と自治を守り、市民主体の社会教育・生涯学習を

つくってきた歩みをさらに力強いものにするために、

次の基本方針により事業を実施している。 
(1) 市民一人ひとりの学習する権利と自由を保障

し、市民の主体的な学習活動を振興する。 

(2) 人権尊重の精神に基づき、市民一人ひとりが

互いに認め合い共に生きる社会の創造をめざす。 

(3) 市民の主体的な学習活動の振興を通して、市

民参画と協働による市民自治の実現をめざす。 

  令和４年度も、社会や地域の課題の解決をめざし

た学びの場づくりへの市民参加を促進し、学びと

人々のつながりづくりが、市民と市民、市民と職員

との協働によって展開され、新たな公共性の創出に

寄与することをめざした。 

 
２ 事業の柱 
(1) 社会参加・共生推進学習事業 

社会参加の機会を得にくい人（障がいのある

人、外国人市民）を対象とした学習機会や、市

民ボランティアとの共同学習の機会の提供によ

り、社会参加促進や共に生きる地域社会の構築

をめざす。 

識字学習
活動 

外国人市民等が日本での生活を円滑
に営めるよう、日常生活に必要な基礎
的な日本語の学習を支援するととも
に、学習者とボランティアが学び合う
関係づくりをとおして、共に生きる地
域社会の実現をめざす。（R4:13 学級開
設） 

識字ボラ
ンティア
研修 

識字学習活動にこれから関わる人へ
向けて、また現在活動中のボランティ
アの資質の向上を図る。（R4:14 研修 
開設） 

社会人学
級 

様々な事情で十分学習できなかった
人が、中学課程の国語、数学など日常
生活に必要な基礎的教養を身につける
機会として開設する。（R4:1 学級開
設） 

障がい者
社会参加
学習活動 

障がいのある人の社会参加を進める
ため、地域社会での余暇活動の体験や
交流により共に生きる地域社会の実現
をめざす。（R4:7 学級開設） 

障がい者
ボランテ
ィア研修 

障がい者社会参加活動の充実とボラ
ンティアの人権意識の向上をめざし
て、障がい者の理解やボランティア活
動のあり方についての研修を実施（R4:
1 研修開設） 

 

 

 

(2) 市民自治基礎学習事業 

平和・人権・男女平等などの現代的・普遍的課

題、子育てなど地域社会の課題を市民が共同で解

決していくための多様な学びの機会を提供する。 

 

[普遍的課題学習活動] 

平 和 ･ 人

権・男女平

等推進学習 

共に生きる地域社会の創造をめ

ざし、憲法、教育基本法の理念に

基づき、平和や人権の尊重、性に

よる差別や人権に関する問題解決

に関して多様に学ぶ学級を、市民

が企画に参加して開設する。 

（R4:14 学級開設） 

 

[世代別学習活動] 

青少年教室

事業 

小学生・中学生・高校生等を対

象として、青少年期の課題解決あ

るいは地域参加に向けた学習機会

を提供するとともに、地域の中で

の仲間づくり、つながりづくりを

促進する。 

（R4:9 学級開設） 

成人教室事

業 

成人層を対象として、成人期の

課題解決あるいは地域参加に向け

た学習機会を提供するとともに、

地域での仲間づくり、つながりづ

くりを促進する。 

（R4:1 学級開設） 

シニアの社

会参加支援

事業 

シニア世代等を対象として、地

域課題解決あるいは地域参加に向

けた学習機会を提供し、シニア世

代等の市民がこれまで社会で培っ

た豊富な経験と知識、多様な能力

を活かし、これまで関わりの少な

かった地域社会での様々な活動に

参加できるよう支援する。 

（R4:15 学級開設） 

高齢者セミ

ナー 

高齢期の課題解決に向けた学習

機会を提供する。また、学習を通

じた、生きがいづくりや健康づく

りを促進するとともに、幸福な高

齢期をおくるための支援をする。

（R4:16 学級開設） 
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[子育て・共育学習活動] 

家庭・地域

教育学級 

子どもを理解し、親の役割や家

庭、地域の課題に関する学習機会

を提供し、親として市民としての

学びを支援する。（R4:21 学級開

設） 

市民館保育

活動 

親等の学習活動への参加や、乳

幼児の育ちを支援するために、事

業に併設する形で保育活動を実施

し、地域で支え合う子育ての環境

醸成をめざす。（R4:16 事業） 

保育ボラン

ティア研修 

保育活動を支えるボランティア

の資質の向上を図り、地域で支え

合う子育ての環境醸成をめざす。

（R4:4 研修開設） 

 

[家庭教育推進事業] 

ＰＴＡ家庭
教育学級 

子どもの理解や親の役割、家庭環
境や地域課題をめぐる諸課題につい
ての学習を、主に小・中学校ＰＴＡ
を中心に開設する。（R4:113 学級） 

子育て支援
啓発事業 

子育て情報資料の作成や、情報交
換・交流のための広場の開設等を７
行政区で実施する。（R4:16 事業） 

家庭教育支
援講座 

家庭教育に関してより気軽に参加
しやすい学習機会を提供するため、
多様な主体と連携して講座やイベン
トなどを実施する。（R4:2 講座） 

 

(3) 市民学習・市民活動活性化学習事業 

活力ある地域社会の創造をめざし、地域課題

学習や文化活動など市民の自主的な学習や活動

を支援・促進する。 

 

 [市民自主学級・市民自主企画事業] 

市民自主学級 地域や社会の問題の解決に市民

自らが取り組んでいく上で必要な

学びの場づくりを、市民と行政の

協働により開設する。（R4:12 学

級開設） 

市民自主企画

事業 
地域の特性に応じた生涯学習・

文化芸術の振興や市民の交流・ネ

ットワーク活動など、多様な形態

の事業を市民と行政の協働により

実施する。（R4:17 事業実施） 

 
 
 
 
 
 
 
 

[市民活動エンパワーメント事業] 

市民エンパワ
ーメント研修 

生活・地域課題、今日的課題を
市民自らが解決していくことがで
きるように、市民活動、ボランテ
ィア活動に必要な学習として実施
する。（R4:13 研修実施） 

市民講師活用
事業 

様々な分野において豊富な経験
や資格、技術等を持っている市民
が、地域の生涯学習における身近
な学習支援者「市民講師」として
活躍できるよう育成・支援を行
う。 
（R4:11 学級開設） 

リカレント教
育推進事業 

市民の学び直しの学習機会を提
供することにより、市民自身が生
涯にわたり学び続けていく自己啓
発活動等の促進を図る。 
（R4:2 学級開設） 

ＰＴＡ活動研
修 

各地区の特色を活かしながら、
ＰＴＡ活動の更なる活性化を図る
ための研修を各区で実施する。（R
4:7 研修実施） 

生涯学習交流
集会 

いきいきとした各区の社会教育
の展開に向け、市民と職員が意見
を交換し、市民主体の地域の生涯
学習を創り出すことをめざして実
施する。（R4:12 集会実施） 

 
[表現・舞台活動支援事業] 
表現・舞台活
動支援事業 

市民の主体的で自由な表現活動
を振興し、地域に根ざした市民の
文化創造に資することをめざす。
（R4:未実施） 

 
[学習情報提供・学習相談事業］ 
市民の学習と活動を支援するため、様々な学習情

報・市民活動情報の収集・整理・提供を行う。 
 

(4) 市民・行政協働・ネットワーク学習事業 

地域の生涯学習の推進や、子育て・福祉・環境

などの様々な地域課題へ協働して取り組んでいく

ために、関係機関や学校、市民団体との連携を各

区で進める。 

 

(5) 現代的課題対応学習事業 

社会の変化や折々の時代の要請に的確に対応

し、喫緊の地域課題の解決に向けた柔軟な学習

活動を推進する。 

 

地域コミュニ
ティ交流・学
習事業 

地域コミュニティの課題解決あ
るいは地域コミュニティの活動・
交流に関わる学習機会を提供し、
市民自らが地域の課題解決や活
動・交流に参加していけるよう支
援する。（R4:5 事業実施） 
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現代的課題学
習事業 

現代的、今日的な課題に係る学
習機会を提供し、今を生きる市民
の学習を支援する。（R4:15 事業
実施） 

 

(6) 教育文化会館・市民館学習環境整備事業 

教育文化会館・市民館・分館を市民の生涯学習、

市民活動の拠点とするために、様々な学習環境を

整備する。 
  事業：各種広報活動、視聴覚ライブラリー事業

など 
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教育文化会館・市民館・分館施設一覧 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

教育文化会館 
昭和 42年４月設立 

（旧産業文化会館、平成２年改名） 

設備 会議室７、大会議室(300 名)、学

習室６、談話室、美術工芸室、実

習室、茶華道教室、視聴覚教室、

料理教室、イベントホール、ギャ

ラリー、児童室 

交通 JR 川崎駅東口からバス「教育文化

会館前」下車１分、川崎駅下車 15

分 

川崎区の面積は 40.25ｋ㎡で市内最
大規模の面積である。地域は中央地
区・田島地区・大師地区の３つに分か
れている。工業・商業・行政の要地と
住宅地が同居しながら変貌しつつあ
る。また、外国人登録人口が市内で最
も多く、多文化共生のまちとして生涯
学習の展開が求められている。 

 教育文化会館大師分館 
平成７年 11月設立 

設備  図書館、和室、学習室２、談話

室、児童室、実習室 

交通 京浜急行大師線川崎大師駅 

下車２分 

大師分館は、京急川崎大師駅から徒
歩２分の商業地域の 13 階建てマンショ
ンの２階部分を市民館と図書館とで占
める都市型複合館である。宗教施設や
商工業の町というイメージが強い大師
地区だが、地域の伝統に基づいた新し
い学習・文化のまちづくりの一端を担
う施設として、地域住民の期待は高
い。 

 
 

教育文化会館田島分館 
平成４年 10月設立 

設備 図書館、和室、学習室２、談話

室、児童室、実習室 

交通 JR 川崎駅東口からバス「大島三丁

目」下車２分 

田島分館(プラザ田島)は地域の身近
な生涯学習の拠点として親しまれてい
る。近隣には、ふれあい館、朝鮮初中
級学校、特別支援学校、こども文化セ
ンター、小・中学校、いこいの家や幼
稚園も点在している。田島地区は商工
業と住宅の混在する地域として、ま
た、多様な価値観の並存する地域・高
齢化率の市内で最も高い地域として
等、様々に特徴づけられる性格も併せ
持っている。こうした中で地域の人々
による「発信」をめざし生涯学習事業
を展開している。 

 
 

幸市民館 
昭和 55年７月設立 

設備 ホール(840 席)、会議室４、大会

議室(200 名)、実習室、料理室、

和室、音楽室、体育室、ギャラリ

ー、児童室 

交通 JR 川崎駅・武蔵小杉駅からバス

「幸区役所入口」下車２分 

幸区は、７区の中で最も小さい区
で、川崎駅西口など高層化された再開
発地区と住宅と工場が混在した下町風
な住宅地区を併せ持つ人口密度が高い
地域である。川崎駅西口や操車場跡地
の再開発が進み、大規模ショッピング
センターや K2 タウンキャンパス、かわ
さき新産業創造センター、大型マンシ
ョン等が整備されている。幸市民館で
は、多様な市民団体と連携しつつ、市
民と協働で事業を展開している。 

 幸市民館日吉分館 
平成 15年７月設立 

設備 図書館、学習室４、和室、実習

室、児童室、談話室 

交通 バス「夢見ケ崎動物公園前」下車

５分、JR新川崎駅下車 10～15 分 

 
 
 

日吉分館は、基本構想づくりから市
民と行政のパートナーシップにより整
備が進められ、市民の希望とアイデア
をつめこんだ生涯学習施設として平成
15 年７月に日吉合同庁舎３階に図書館
と一緒に開館した。１階の日吉出張所
との合築の利点を活かし、地域の身近
な学習・文化活動の拠点として期待さ
れている。 
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中原市民館 
昭和 49年６月設立(平成 21年４月移

転) 

設備 ホール(375 席) 、会議室６、和

室、料理室、実習室、視聴覚室、

音楽室、体育室、児童室、ギャラ

リー、グループ室 

交通 東急東横線・東急目黒線・JR武蔵

小杉駅下車３分 

中原区は川崎市のほぼ中央に位置
し、JR 南武線・横須賀線と東急東横
線・目黒線が通る武蔵小杉駅を中心
に、市の南北を結ぶ鉄道の連絡点であ
ることに加え、東京・横浜の結節点と
なっているほか、駅前から各方面へ向
かうバス路線網など交通の要衝となっ
ている。 区の人口は近年高層マンショ
ン建設の影響も受け増加を続け、人口
密度も含めて７区中で最多となってい
る。市民館は武蔵小杉駅前にある高層
マンションの１・２階にあり、利便性の
良さから、年間を通して多くの市民に
利用され、親しまれている。 

 
 

高津市民館 
昭和 49年７月設立(平成９年９月移

転) 

設備 ホール(600 席)、会議室６、大会

議室(300 席)、 和室、実習室、視

聴覚室、音楽室２、料理室、児童

室、体育室、ギャラリー、グルー

プ室 

交通 東急田園都市線溝の口駅・JR武蔵

溝ノ口駅下車２分 

JR 南武線と東急田園都市線の交差す
る溝口・二子を中心に発展した高津区
は、市内でも有数の商・工業集積地で
交通の要衝でもある。区域は、工業・
商業機能が展開する高津地区と、考古
学上貴重な遺跡が残り都市農業も展開
される住宅地域の橘地区で構成されて
いる。区の人口は若干の増加傾向にあ
る。市民館は平成９年９月に、溝口駅
前の再開発ビル(ノクティ２)に移転し
た。駅前で交通の便が良いため、利用
率は極めて高く多くの市民に利用され
ている。また、橘分館とともに、高津
区における生涯学習の場・情報・機会
提供の拠点として、より一層の期待が
寄せられている。 

 高津市民館橘分館 
平成５年 10月設立 

設備 図書館、学習室４、和室、実習

室、児童室、市民活動支援ルー

ム、談話・ギャラリーコーナー 

交通 バス「子母口住宅前」下車８分 

橘分館は、高津区南部に位置し、中
原区、宮前区、横浜市港北区に隣接す
る緑豊かな自然環境に恵まれた地域で
ある。近年は周辺の宅地化が進み、人
口が増加している。市民館・図書館両
方の機能を併せ持つ当館は、身近な社
会教育施設としての期待は高く、子ど
もからシニアまで多世代の市民に親し
まれている。 

 宮前市民館 
昭和 60年７月設立 

設備 ホール(910 席)、会議室４、大会

議室(210 席)、和室、実習室、視

聴覚室、料理室、体育室、ギャラ

リー、児童室、グループ室 

交通 東急田園都市線宮前平駅 

下車 10分 

宮前区は、川崎市の北西部、多摩丘
陵の一角に位置し、緑に包まれた自然
豊かな地域である。昭和 40 年代に東急
田園都市線や、東名川崎インターチェ
ンジが開通・開設され、交通の利便性
が高まったことから、郊外住宅地とし
て開発が進んだ。今もなお宅地開発が
進行し、人口が増加している。区民の
市民活動に対する意識も高く、活発な
地域活動が展開されている。市民館は
生涯学習の拠点、世代間交流の場とし
て利用され親しまれている。また今
後、情報発信の場としての役割も期待
されている。 
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宮前市民館菅生分館 
昭和 62年４月設立 

設備 集会室、学習室、和室、児童室、

談話室 

交通 バス「蔵敷」下車１分 

菅生分館は、急速な宅地開発が進む
中、緑や畑がいまだ多く残る向丘地区
に設立され、利用者の大多数はこの地
域の住民で占められている。もとも
と、強い住民要望により設立され発展
してきた経緯もあり、多様な生活文化
学習の場として根づき、地域活動の拠
点として利用され、親しまれている。 

 多摩市民館 
昭和 47年９月設立(平成９年１月全面

改築) 

設備 ホール(908 席)、大会議室(200

席)、会議室６、学習室２、視聴

覚室、料理室、和室、実習室、児

童室、体育室、ギャラリー、グル

ープ室 

交通 小田急線向ケ丘遊園駅下車５分 

川崎の北部に位置する多摩区は、緑
豊かな自然環境や、様々な文化施設、
区にゆかりのある大学など豊富な資源
に恵まれた地域である。多摩市民館
は、多摩区における学習・文化活動の
拠点として生活上の課題の発見、解決
をめざして学習機会の提供、自主的な
学習活動の場、交流ふれあいの場、さ
らには学習相談など、生涯学習のため
の社会教育機関としての役割を果たし
ている。 

 麻生市民館 
昭和 60年７月設立 

設備 ホール(1,010 席)、大会議室(300

名)、会議室４、和室、料理室、

実習室、視聴覚室、体育室、ギャ

ラリー、児童室 

交通 小田急線新百合ヶ丘駅下車３分 

麻生区は多摩丘陵の尾根に広がる緑
豊かな自然環境と歴史的・文化的資産
に恵まれた地域にあり、芸術・文化の
まちづくりを進めている。区内では年
間を通じて様々な芸術・文化イベント
が開催されており、区民の学習意欲も
高く、自主的な学習活動も様々な形で
活発に展開されている。 麻生市民館は
小田急線の新百合ヶ丘駅から歩いてす
ぐのところにあるため利便性が高く、
麻生区における生涯学習のための情報
や機会を提供する拠点としての役割を
果たしている。 

 麻生市民館岡上分館 
昭和 53年５月設立(旧岡上文化センタ

ー) 

設備 集会室、和室、学習室、体育室、

図書室、児童室、談話室 

交通 小田急線鶴川駅下車 10分 

岡上は、麻生区南西部に位置し、町
田市と横浜市青葉区に囲まれた、川崎
市の“飛地”という特異な行政区域で
あり、里地・里山など緑のうるおいに
あふれ、また、古代遺跡や文化財が数
多く残る、自然環境に恵まれた所であ
る。分館は地域性を重視した文化・学
習の場、ふれあいの場としての役割を
果たしている。 
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図書館・分館・閲覧所 
 

川崎市立図書館は、７地区館（川崎・幸・中原・高

津・宮前・多摩・麻生）、５分館（大師・田島・日吉・

橘・柿生）、１閲覧所（菅）、自動車文庫１台のサービ

ス体制で一体的な図書館活動を展開している。図書館は

生涯学習社会を支え、市民の課題解決に役立つ資料・情

報の専門機関として、また「読書のまち・かわさき」を

担う重要な役割を期待されている。資料収集については、

限られた資料費のなかで、幅広い市民の学習・読書、課

題解決のニーズに応えられるように効果的な選書、蔵書

構成を追求している。また一般に流通している図書から

地域で発行されるパンフレット類、様々な形態の資料な

ど幅広く総合的に収集・保存し、提供できるように努め

ている。また令和５年３月には電子書籍サービスの試行

実施を開始した。令和５年度の図書館総合システムの更

新により、図書館利用の新たなサービスの拡充を図ると

ともに、市立図書館と学校図書館の相互連携をさらに進

めていく。 

 

１ 令和４年度の図書貸出・予約状況 

令和４年度においても新型コロナウイルス感染症

が完全には終息することがなかったものの、図書館

利用においては、マスクの着用や手指消毒、手洗い、

間隔をあけた閲覧席の利用等は継続したが、おはな

し会は人数や会場の変更、感染症対策を徹底しなが

ら、定期的に開催できるようになった。利用統計の

数値としては、令和３年度と比べると全体的に減少

したものの、コロナ禍前より増加しているものもあ

った。個人貸出の冊数は 628 万冊となり、令和３年

度から 37 万冊の減少となった。また貸出人数につ

いても３年度から 10 万人減の 274 万人となった。

登録人数は一定期間利用のない登録を整理したため、

１万人減の 37 万３千人となったが、その内、令和

４年度に１回以上貸出等を行った利用者人数は 15

万２千人と令和３年度とほとんど変化はなかった。 

次に予約受付件数については 196 万件となり、昨

年度の数値には及ばなかったが、コロナ禍前の令和

元年度と比べても 6 万７千件増加している。これに

より予約・回送冊数も 271 万点と、コロナ禍前より

は３％増加している。４年度においても市立図書館

全蔵書数の約 1.4 倍の資料が各館を巡っていること

となり、資料が有効かつ効率的に利用されている状

況を示している。 

 

２ ＩＣＴ化によるサービスの向上と運営の効率化 

川崎市立図書館ではＩＣＴ推進を重要施策として

取り組んでおり、中原図書館の新館整備に合わせて

10 台の自動貸出機や無断持ち出し防止装置（ＢＤ

Ｓ）、自動書庫、自動予約棚等を整備するとともに、

地区図書館全館にも自動貸出機、ＢＤＳを導入して

ＩＣＴを活用した図書館サービスの向上を推進して

いる。特に非接触による貸出の需要は継続して高く、

自動貸出機については、自動予約棚のある中原図書

館では利用率が 85％に近づいているほか、川崎図

書館においては 40％近くの利用がある。その他 30%

を超える館もあり、自動貸出機の認知は高まってい

るが、今後も利用を呼び掛けていく。 

また、全館においてインターネット接読ができる

ように「かわさき Wi-Fi」を整備し、パソコンやス

マートフォン等での検索や情報収集などの利用がで

きるようになった。さらに令和５年３月 21 日から

開始した「かわさき電子図書館」によりＩＣＴを活

用した読書サービスの普及にも努めていく。 

 

３ 「読書のまち・かわさき」の積極的な展開 

 「読書のまち・かわさき」への取組みとして、市

立小中学校、大学、議会図書室、川崎フロンターレ、

区役所、県立川崎図書館等との連携業務、図書のリ

ユース、各種市民団体・機関等との連携等を広範か

つ積極的に展開しながら、新たに策定された「第４

次読書のまち・かわさき子ども読書活動推進計画」

に基づく取組を推進した。また市立小中学校との連

携については、小中学校全校及び特別支援学校図書

館が図書館総合システムにより運用されているほか、

授業支援（関係資料の収集・提供）、調べもの学習、

図書館見学、職業体験等の受入にも取り組んできた。

また学校から要望の多いテーマに沿った資料をあら

かじめ選書し、テーマごとにセットにした「授業支

援図書セット」の学校への団体貸出にも対応できる

ようにしているところである。 

令和４年度は、コロナが落ち着いてきたことから、

定期的な「おはなし会」や各種イベントなどの読書

普及活動を徐々に通常に戻すことができた。また各

区の学社連携会議も一部の区では対面で開催するな

ど、コロナ以後の学校との連携について協議を進め

ることができた。今後も総括学校司書やボランティ

ア研修への協力、区内学校図書館への市立図書館の

参画、連携強化など、学校との協働を深めていく。 

 

４ その他の事業等 

各館において「今後の市民館・図書館のあり方」

に基づいた取り組みを実施するとともに、小田急

線栗平駅に「返却ボックス」を新たに設置し、図

書館から離れた地域における図書返却の利便性向

上に努めた。 
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図書館・分館等一覧 

 

 
 

 
川崎図書館 
 

平成７年４月設立 

蔵書数 179,188冊 
交 通 JR 川崎駅下車２分 

 

 

高津図書館 
（昭和63年3月移転） 
 

昭和12年４月設立 

蔵書数 250,065冊 
交 通 JR 武蔵溝ノ口駅 

下車 15分 
田園都市線高津駅 
下車５分 

 
 

 
川崎図書館大師分館 
 

平成７年11月設立 
蔵書数 49,309冊 
交 通 京浜急行大師線川崎大

師駅下車２分 

 

 
高津図書館橘分館 
 

平成５年10月設立 

蔵書数 36,665冊 

交 通 バス「子母口住宅前」

下車８分 

 

 
川崎図書館田島分館 
 

平成４年10月設立 
蔵書数 45,629冊 
交 通 JR 川崎駅東口からバス

「大島三丁目」 
下車２分 

 

 

宮前図書館 
 

昭和60年７月設立 

蔵書数 227,604冊 
交 通 東急田園都市線宮前平

駅下車 10分 

 

 

 

 

 
幸図書館 
 

昭和55年７月設立 

蔵書数 148,166冊 
交 通 バス「幸区役所入口」

下車３分 

 
 
 

 

 

多摩図書館 
（平成9年1月移転） 
 

昭和47年４月設立 
蔵書数 273,053冊 
交 通 小田急線向ヶ丘遊園駅 

下車５分 
JR 登戸駅下車 15分 

 

 
幸図書館日吉分館 
 

平成15年７月設立 

蔵書数 38,862冊 
交 通 バス「夢見ケ崎動物公

園前」下車５分 
JR 新川崎駅下車 10～15
分  

 

多摩図書館菅閲覧所 
 

平成５年９月設立 
蔵書数 28,471冊 
交 通 JR 稲田堤駅下車８分，

京王相模原線京王稲田
堤駅下車２分 

 

 
中原図書館 

（平成25年4月移転） 
 

昭和35年４月設立 

蔵書数 410,960冊 
交 通 JR・東急東横線 

武蔵小杉駅下車１分 
 
 
 

 

 
麻生図書館 
 

昭和60年７月設立 
蔵書数 208,363冊 
交 通 小田急線新百合ケ丘駅 

下車３分 

 
自動車文庫「たちばな号」 
 

昭和52年４月開始 

積載可能冊数 約3,000冊 
蔵書数 9,089冊 
開設ポイント箇所 21か所 

 
麻生図書館柿生分館 
 
平成15年６月設立 
蔵書数 42,886冊 
交 通 小田急線柿生駅 

下車５分 
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         各図書館の蔵書数                     （令和５年３月３１日時点） 

 蔵書数 （一般書） （児童書） (視聴覚資料) 

川崎図書館 179,188 134,649  39,656  4,883  

大師分館 49,309 31,710  17,595  4  

田島分館 45,629 25,939  19,687  3  

幸図書館 148,166 102,956  45,108  102  

日吉分館 38,862 20,046  18,739  77  

中原図書館 410,960 334,399  67,826  8,735  

高津図書館 250,065 157,789  92,192  84  

橘分館 36,665 20,663  15,998  4  

宮前図書館 227,604 152,274  75,211  119  

多摩図書館 273,053 207,016  61,628  4,409  

菅閲覧所 28,471 16,811  11,659  1  

麻生図書館 208,363 146,945  61,370  48  

柿生分館 42,886 22,448  20,433  5  

自動車文庫 9,089 3,099  5,990  0 

合計 1,948,310 1,376,744  553,092  18,474  

                                      

     各図書館の貸出数                     （令和５年３月３１日時点） 

 貸出冊数 （一般書） （児童書） (視聴覚資料) 

川崎図書館 529,543  324,417  184,330  20,796  

大師分館 119,145  58,226  60,235  684  

田島分館 84,163  43,440  40,199  524  

幸図書館 421,923  200,546  219,296  2,081  

日吉分館 207,095  83,913  121,754  1,428  

中原図書館 1,592,501  865,668  689,265  37,568  

高津図書館 592,862  319,732  270,126  3,004  

橘分館 164,890  77,369  86,204  1,317  

宮前図書館 865,694  465,100  393,860  6,734  

多摩図書館 648,281  365,570  265,100  17,611  

菅閲覧所 143,915  86,195  56,267  1,453  

麻生図書館 797,073  486,016  304,647  6,410  

柿生分館 97,497  47,568  49,244  685  

自動車文庫 18,971  4,847  14,124  0 

合計 6,283,553  3,428,607  2,754,651  100,295  

         

資料費：図書・定期刊行物・視聴覚資料の購入費 
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日 本 民 家 園 
 

日本民家園は、わが国の伝統的な木造建造物であ
る古民家を将来にわたって残すため、昭和 42 年に
開園した野外博物館である。主に江戸時代の古民家
を中心に、25 件が移築・復原されており、本館で
は民家の基礎知識が学べる資料が展示されている。 
また、古民家を活用した体験講座、民家園まつり、

旧所在地交流事業、芸能公演、各種催し物の他、年
中行事展示や炉端の会（ボランティア）による床上
公開なども行っている。 
平成 25 年度から施設維持管理、広報業務の一部

を指定管理へ移行し、生田緑地の横断的管理による
効率化と、緑地の魅力向上に努めている。令和５年
度は企画展示「東北の手仕事Ⅱ 布」、「くらやみ
‐夜と眠りのフォークロア‐」を開催予定。また、
旧作田家の耐震補強工事、旧伊藤家の屋根等修理工
事、旧北村家の屋根等修理工事設計のほか小破修繕
等を実施予定。 

 
（以下、令和４年度報告） 

１ 展 示 
(1) 古民家展示 

古民家等の文化財建造物は移築の際に調査を
行い、できるだけ当初の姿に復原。古民家内
には生活用具、農具等の民具を展示 

(2) 本館展示 
民家及び民俗に関する展示を実施 

(3) 石造物展示 
道祖神などの石造物を、園路沿いに展示 

(4) 年中行事展示（月替わり） 
(5) 雪囲い展示（11 月～３月） 

茅などで家の周囲を囲い、雪と寒さを防ぐもの 
(6) 企画展示 

「倉に眠る道具たち－日本民家園新収蔵資料
展」 
「東北の手仕事Ⅰ わら」 

 
２ 教育普及活動            
(1) 体験講座 

わら細工、藍染め 
(2) 芸能公演 

ア 人形浄瑠璃公演「傾城阿波の鳴門 巡礼歌

の段」 
(3)催物 

ア お月見トーク 
イ 特別実演「お蚕さまの絹糸-糸繰り実演-

」「まゆ玉飾り-小正月モノヅクリ」 
ウ 民家園で福招き！（撮影スポット設置、お正

月遊び） 
エ 民家園防災デー関連事業 
オ その他－むかし遊び、ベーゴマ大会、古

民家カフェ 
(4) 民家園まつり 
(5) 民具製作実演 わら・竹細工、はた織り 
(6) 床上公開 

囲炉裏に火を入れ、２～５件床上部分を公開 
(7) 民家解説、企画展示解説 
(8) 学校体験学習 

希望校に抽選で体験学習（昔のあかり体験・
井戸汲み）を実施 

(9) 博物館実習生受入 
 
３ 調査研究・資料整理 
(1) 企画展示図録『東北の手仕事Ⅰ わら』 
(2) 民家園だより vol.96、97 

 
４ 施設維持管理 
(1) 耐震補強工事（旧太田家・旧作田家） 
(2) 屋根修理工事（沖永良部の高倉） 
(3) 耐震設計（旧井岡家） 
(4) 園路・排水整備工事（旧佐々木家） 
(5) 園路・排水整備工事設計（旧工藤家） 
(6) 園内支障木管理 
(7) シロアリ調査 等 

 
５ 入園者数 
  令和４年度：101,125 人 
 

 
 
 

 

敷地面積 32,387 ㎡ 
主な施設 古民家など 25 件（国指定重要文化財７件、国

指定重要有形民俗文化財１件、県指定重要文

化財 10 件、市指定重要歴史記念物７件）、本

館（展示室・事務室）、伝統工芸館 
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青少年科学館（かわさき宙
そら

と緑の科学館） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
生田緑地に立地する市内唯一の自然科学系の登録

博物館で、平成 24 年４月に通称「かわさき宙
そら

と緑

の科学館」としてリニューアルオープンした。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の影響

を受けたが、感染防止対策を徹底のうえ教育普及事

業等を実施し、約 25 万人の来館者を迎えた。また、

博物館事業の充実によりさらなる魅力向上を図るた

め、改正博物館法等を踏まえつつ、パブリックコメ

ント手続や市民説明会により広く市民の意見を伺い

ながら、令和５年度から始まる第２期川崎市青少年

科学館運営基本計画を策定した。 

 

（以下、令和４年度報告） 
１ 展示事業 
(1) 自然分野 

川崎の大地、丘陵の自然、生田緑地ギャラリー、
街・多摩川の自然、気象、生田緑地の四季だよ
り、ピックアップテーブル、生田緑地マップ 

(2) 天文分野 
太陽系の惑星、旧プラネタリウム投影機、天体
写真企画展、企画展「誕生 99 年 プラネタリウ
ムのひみつ」 

(3) 科学分野 
科学工作展示 

 
２ 教育普及事業 
(1) 自然分野 

ア サイエンスワークショップ（自然分野） 
イ サイエンス教室（自然分野） 
ウ 生田緑地観察会          

エ 地層・林の観察、総合的な学習の時間 
 
(2) 天文分野 

ア プラネタリウム投影（学習投影・一般投
影・特別投影・イベント投影） 

イ 星を見る夕べ 
ウ かわさき星空ウォッチング（出張観望会） 
エ アストロテラス公開（太陽の観察） 
オ サイエンス教室（天文分野） 
カ 天文サポーター研修会 
キ プラネタリウムワークショップ 

(3) 科学分野 
ア サイエンスワークショップ（科学分野）、

サイエンスショー 
イ サイエンス教室（科学分野）、子ども創

意くふう教室 
(4) 学校支援 

ア 中学校連合文化祭への協力 
イ 小中学校理科優秀作品展 

(5) 21 世紀子どもサイエンス事業 
ア ワクワクドキドキ玉手箱の運用（出前科 

学実験教室） 
イ  ゆうゆう広場科学実験教室 
ウ 科学サポーター研修会 

  エ かわさきサイエンスチャレンジへの出展 
 
３ 調査研究事業及び収集保存事業 
(1) 市内の自然に関する資料収集、調査研究 
(2) 太陽黒点観測調査 
(3) 気象観測記録 
(4) 天文に関する調査研究・資料収集 
(5) 学習教材の調査研究・科学教室の資料収集 

 
４ ネットワーク事業 
(1) 日本民家園との連携による七夕・お月見イベ

ントの開催 
(2) 専修大学共催「FIELD MUSEUM 展」の開催 

 
５ 利用状況（令和４年度） 

 入館者数            249,649 人 
 うちプラネタリウム観覧者    66,102 人 
うち講座等参加者         5,352 人 

 
              
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構 造   自然学習棟 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

      研究管理棟 鉄筋コンクリート造 

延床面積  3,116.65 ㎡ 

主な施設  

自然学習棟 プラネタリウム（200 席） 

展示室、カフェテリア、ミュージアムショップ 

学習室、実験室、アストロテラス 

研究管理棟 標本製作室、図書資料室、ミーティングルーム 

調査研究室、天体観測室 

屋外展示  D51 形蒸気機関車 
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学校給食センター 
 

本市では、中学校給食を実施するにあたり、学校給食センターをＰＦＩ方式により３か所整備し、

平成 29 年度から中学校において完全給食を提供している。 
 

（南部学校給食センター） 

 
 

（中部学校給食センター） 

 
 

（北部学校給食センター） 

 
 

 

 
 

所 在 地 幸区南幸町３丁目 149 番地２ 

敷地面積 8,704.60 ㎡ 

建築面積 5,484.52 ㎡ 

延床面積  7,230.39 ㎡ 

構 造  鉄骨造地上２階 

稼働開始 平成 29 年９月 

供給能力 15,000 食／日（アレルギー対

応食 150 食／日） 

配送対象中学校 22 校 

 

所 在 地 中原区上平間 1700 番地 373 

敷地面積 7,186.95 ㎡ 

建築面積 3,320.07 ㎡ 

延床面積  4,753.45 ㎡ 

構 造  鉄骨造地上２階 

稼働開始 平成 29 年 12 月 

供給能力 10,000 食／日（アレルギー対

応食 100 食／日） 

配送対象中学校 14 校 

所 在 地  麻生区栗木 2丁目 8番 5 号 

敷地面積 2,757.60 ㎡ 

建築面積 1,461.51 ㎡ 

延床面積  4,216.88 ㎡ 

構 造  鉄骨造地上３階・地下１階 

稼働開始 平成 29 年 12 月 

供給能力 6,000 食／日（アレルギー対

応食 60 食／日） 

配送対象中学校 12 校 
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教育委員会議事案件 （令和４年度） 
 

開催日 議 事 番 号 議 事 名 

4 月７日 

定例会 

報告事項 No.1 
請願第５号（令和３年度）（２０２２年度教科書採択に関し「地域市民の民意を十分

反映」できるための施策を求める請願）の報告について 
報告事項 No.2 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.3 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.4 令和４年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験の実施について 

報告事項 No.5 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

4 月 19 日 

臨時会 

報告事項 No.1 令和４年第２回市議会定例会について 

報告事項 No.2 市議会請願・陳情審査状況について 
請願第 5 号 

（令和 3 年度） 

２０２２年度教科書採択に関し「地域市民の民意を十分反映」できるための施策を求

める請願について 

議案第 1 号 
令和５年度川崎市使用教科用図書採択方針について及び同教科用図書の選定に係る諮問

について 

議案第 2 号 令和５年度川崎市立高等学校の入学者の募集及び選抜要綱について 

報告事項 No.3 地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

5 月 24 日 

定例会 

報告事項 No.1 叙位・叙勲について 

報告事項 No.2 令和２・３年度川崎市社会教育委員会議の研究報告書について 

議案第 3 号 令和５年度川崎市立川崎高等学校附属中学校の入学者の募集及び決定に関する要綱に

ついて 

報告事項 No.3 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.4 令和３年度川崎市一般会計繰越明許費繰越額の報告について 

報告事項 No.5 「市民館・図書館の管理・運営の考え方（案）」について 

報告事項 No.6 「（仮称）川崎市民館・労働会館管理運営計画（案）」について 

議案第 4 号 黒川地区小中学校新設事業の契約の変更について 

議案第 5 号 坂戸小学校校舎増築その他工事請負契約の締結について 

議案第 6 号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取について 

6 月 7 日 

定例会 

報告事項 No.1 令和４年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験の応募状況について 

議案第 7 号 令和５年度川崎市立特別支援学校高等部及び聾学校幼稚部の入学者選抜要綱について 

報告事項 No.2 令和４年度川崎市教育委員会任期付職員採用選考の実施について 

報告事項 No.3 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.4 川崎市いじめ防止対策連絡協議会等条例に基づく調査審議について（答申） 

7 月 5 日 

臨時会 

議案第 8 号 行政文書一部不開示処分取消請求事件について 

議案第 9 号 免職処分に関する審査請求について 

7 月 19 日 

定例会 

報告事項 No.1 
陳情第１号（「市民館・図書館の管理・運営の考え方（案）」における図書館への指

定管理者制度導入についての陳情）の報告について 

報告事項 No.2 陳情第２号（市民館・図書館の管理・運営の考え方に関する陳情）の報告について 

報告事項 No.3 新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う教科用図書採択の傍聴人の定員等について 

報告事項 No.4 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

議案第 10号 
令和６年度以降の川崎市立川崎高等学校附属中学校の入学者の決定に係る検査の改善

方針について 

報告事項 No.5 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.6 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

8 月 2 日 

定例会 

報告事項 No.1 令和４年第３回市議会定例会について 

報告事項 No.2 市議会請願・陳情審査状況について 

報告事項 No.3 令和４年度川崎市教育委員会任期付職員（学芸員）採用選考の募集結果について 
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8 月 2 日 

定例会 

報告事項 No.4 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.5 教職員の働き方・仕事の進め方改革の方針に関する取組について 

報告事項 No.6 地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

議案第 11 号 
川崎市立学校の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

議案第 12 号 川崎市市民館条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 13 号 川崎市教育文化会館条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 14 号 川崎市青少年の家条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 15 号 川崎市少年自然の家条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 16 号 川崎市青少年科学館条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 17 号 川崎市立日本民家園条例の一部を改正する条例の制定について 

議案第 18 号 川崎市有馬・野川生涯学習支援施設条例の一部を改正する条例の制定について 

8 月 21 日 

臨時会 

議案第 19 号 令和５年度使用小学校教科用図書の採択について 

議案第 20 号 令和５年度使用中学校教科用図書の採択について 

議案第 21 号 令和５年度使用川崎高等学校附属中学校教科用図書の採択について 

議案第 22 号 令和５年度使用高等学校教科用図書の採択について 

議案第 23 号 
令和５年度使用特別支援学校教科用図書の採択について（学校教育法第３４条第１項

検定済教科書） 

議案第 24 号 
令和５年度使用特別支援学校小中学部及び小中学校特別支援学級教科用図書の採択に

ついて（学校教育法第３４条第１項文部科学省著作教科書） 

議案第 25 号 
令和５年度使用特別支援学校小中学部及び小中学校特別支援学級教科用図書の採択に

ついて（学校教育法附則第９条教科用図書） 

議案第 26 号 
令和５年度使用特別支援学校高等部教科用図書の採択について（学校教育法附則第９

条教科用図書） 

8 月 23 日 

臨時会 

陳情第１号 
「市民館・図書館の管理・運営の考え方（案）」における図書館への指定管理者制度

導入についての陳情について 

陳情第 2号 市民館・図書館の管理・運営の考え方に関する陳情について 

報告事項 No.1 陳情第３号「川崎市教育委員会教職員人事課の人事権に関する陳情」の報告について 

報告事項 No.2 令和４年度 全国学力・学習状況調査結果報告について 

議案第 27号 令和５年度 教職員人事異動方針について 

議案第 28号 
教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に係る点検及び評価に関する報告

書（令和３年度版）について 

報告事項 No.3 
「川崎市総合計画」第２期実施計画・総括評価結果及び令和３年度事務事業評価結果

について（教育委員会に関する部分） 

報告事項 No.4 新川崎地区新設小学校の設計進捗状況及び工事施工手法について 

報告事項 No.5 県立特別支援学校新設に向けた取組について 

報告事項 No.6 令和３年度川崎市一般会計教育費の決算について 

報告事項 No.7 「市民館・図書館の管理・運営の考え方」について 

報告事項 No.8 「（仮称）川崎市民館・労働会館 管理運営計画」について 

報告事項 No.9 令和３年度の学校給食費の徴収状況について 

報告事項 No.10 公益財団法人川崎市学校給食会の経営状況について 

報告事項 No.11 公益財団法人川崎市生涯学習財団の経営状況について 

議案第 29号 
令和３年度 公益財団法人川崎市学校給食会「経営改善及び連携・活用に関する取組

評価」について 

議案第 30号 
令和３年度 公益財団法人川崎市生涯学習財団「経営改善及び連携・活用に関する取

組評価」について 

議案第 31号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取について 

議案第 32号 人事について 
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9 月 20 日 

定例会 

陳情第 3号 川崎市教育委員会教職員人事課の人事権に関する陳情 

報告事項 No.1 令和４年度川崎市立小学校学習状況調査報告について 

議案第 33号 人事について 

10 月 18 日 

定例会 

報告事項 No.1 令和４年度実施川崎市立学校教員採用候補者選考試験の結果について 

報告事項 No.2 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

議案第 34号 令和５年度川崎市立高等学校入学定員について 

議案第 35号 川崎市立学校特別開放施設の使用に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 36号 川崎市市民館使用規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 37号 川崎市教育文化会館使用規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 38号 川崎市青少年の家条例施行規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 39号 川崎市少年自然の家条例施行規則の一部を改正する規則の制定について 

11 月 15 日 

定例会 

報告事項 No.1 叙位・叙勲について 

報告事項 No.2 令和４年第４回市議会定例会について 

報告事項 No.3 市議会請願・陳情審査状況について 

報告事項 No.4 令和４年度優良ＰＴＡ被表彰団体の決定について 

報告事項 No.5 
令和３年度川崎市立小・中学校における児童生徒の問題行動・不登校等の状況調査結

果について 

議案第 40号 
川崎市立小学校及び中学校の管理運営に関する規則及び川崎市立特別支援学校の管理

運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 41号 川崎市立高等学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

報告事項 No.6 地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

報告事項 No.7 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.8 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

議案第 42号 令和４年度教員表彰について 

議案第 43号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取について 

12 月 23 日 

定例会 

報告事項 No.1 川崎市地域文化財顕彰制度における第５回川崎市地域文化財の決定について 

報告事項 No.2 「国史跡橘樹官衙遺跡群整備基本計画」における史跡公園整備工事の実施について 

報告事項 No.3 鷺沼駅前地区再開発事業の検証について 

議案第 44号 人事について 

1 月 17 日 

定例会 

報告事項 No.1 令和４年度全国体力・運動能力・運動習慣等調査の結果について 

議案第 45号 川崎市立学校の施設の開放に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

報告事項 No.2 「第２期川崎市青少年科学館運営基本計画（案）」について 

報告事項 No.3 「麻生区内学校施設包括管理業務実施方針（案）」について 

報告事項 No.4 「川崎市立小中学校空調設備更新整備等事業実施方針」について 

報告事項 No.5 地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

議案第 46号 川崎市いじめ防止対策連絡協議会等条例の一部を改正する条例の制定について 

2 月 7 日 

定例会 

報告事項 No.1 令和４年第５回市議会定例会について 

報告事項 No.2 市議会請願・陳情審査状況について 

報告事項 No.3 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.4 不登校対策の充実に向けた取組について 

報告事項 No.5 学校施設の更なる有効活用に向けた取組について 

報告事項 No.6 （仮称）川崎市民館・労働会館の再編整備について 

報告事項 No.7 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

議案第 47号 （仮称）川崎市南部学校給食センター整備等事業の契約の変更について 

63



                                                      Ⅴ 資 料 
 

2 月 7 日 

定例会 

議案第 48号 （仮称）川崎市中部学校給食センター整備等事業の契約の変更について 

議案第 49号 （仮称）川崎市北部学校給食センター整備等事業の契約の変更について 

議案第 50号 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づく意見聴取について 

3 月 1 日 

臨時会 

報告事項 No.1 請願第１号（教職員の欠員・未配置の解消を求める請願）の報告について 

請願第 1号 教職員の欠員・未配置の解消を求める請願について 

議案第 51号 川崎市図書館規則の一部を改正する規則の制定について 

報告事項 No.2 令和５年度教員採用候補者選考試験について 

報告事項 No.3 令和４年度中学校給食に関するアンケートの集計結果について 

報告事項 No.4 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

報告事項 No.5 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

3 月 14 日 

定例会 

報告事項 No.1 「川崎市教育委員会の所管施設における弔旗の掲揚基準（案）」について 

議案第 52号 人事について 

議案第 53号 人事について 

3 月 29 日 

臨時会 

報告事項 No.1 令和４年度川崎市立中学校学習状況調査結果報告について 

報告事項 No.2 令和５年度新川崎市学習状況調査の実施について 

報告事項 No.3 「第２期川崎市青少年科学館運営基本計画」について 

報告事項 No.4 学校運営協議会の設置について 

報告事項 No.5 教育委員学校視察の報告について 

議案第 54号 通学区域の一部変更について 

議案第 55号 川崎市教員育成指標の改正について（案） 

議案第 56号 川崎市教育委員会事務局事務分掌規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 57号 川崎市博物館の登録等に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

議案第 58号 
川崎市立学校用務員の職務及び服務に関する規程の一部を改正する訓令の制定につい

て 

議案第 59号 
川崎市教育委員会職員の勤務時間等に関する規程の一部を改正する訓令の制定につい

て 

報告事項 No.6 教育委員会の権限に属する事項に係る教育長の臨時代理の報告について 

議案第 60号 人事について 
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市 立 学 校 一 覧 
  小学校 

小学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1児童数 

殿町小学校 川崎区殿町1-17-19 044-266-4886 319 

四谷小学校  〃 四谷下町4-1 044-266-5883 388 

東門前小学校  〃 東門前3-4-6 044-288-2065 780 

大師小学校  〃 東門前2-6-1 044-288-2392 616 

川中島小学校  〃 川中島2-4-19 044-288-3167 736 

藤崎小学校  〃 藤崎3-2-1 044-288-2126 633 

さくら小学校  〃 桜本1-9-15 044-266-4601 359 

大島小学校  〃 浜町1-5-1 044-344-2424 318 

渡田小学校  〃 田島町14-1 044-344-4932 816 

東小田小学校  〃 小田5-11-20 044-333-2122 291 

小田小学校  〃 小田4-12-24 044-333-3300 563 

浅田小学校  〃 浅田2-11-21 044-333-5966 305 

東大島小学校  〃 大島5-25-1 044-233-6120 224 

向小学校  〃 大島4-17-1 044-233-6936 336 

田島小学校  〃 渡田1-20-1 044-333-8436 465 

新町小学校  〃 渡田新町3-15-1 044-322-2495 312 

旭町小学校  〃 旭町2-2-1 044-233-4712 635 

宮前小学校  〃 宮前町8-13 044-233-2043 747 

川崎小学校  〃 日進町20-1 044-233-2812 585 

京町小学校  〃 京町1-1-4 044-322-2410 358 

幸町小学校  幸区中幸町2-17 044-522-0388 663 

南河原小学校  〃 都町18 044-522-2573 452 

御幸小学校  〃 遠藤町1 044-511-4317 882 

西御幸小学校  〃 小向西町4-30 044-522-2419 300 

戸手小学校  〃 戸手本町1-165 044-522-3506 501 

古川小学校  〃 古川町70 044-533-1524 1,082 

東小倉小学校  〃 東小倉1-1 044-511-5201 739 

下平間小学校  〃 下平間175 044-522-3304 509 

古市場小学校  〃 古市場1-1 044-522-0282 417 

日吉小学校  〃 北加瀬1-37-1 044-588-4411 1,066 

小倉小学校  〃 小倉2-20-1 044-588-3332 980 

南加瀬小学校  〃 南加瀬4-24-1 044-599-2554 505 

夢見ヶ崎小学校  〃 南加瀬2-13-1 044-599-1247 406 

下河原小学校 中原区上平間585 044-522-0158 214 

平間小学校  〃 上平間1480 044-511-6528 574 

玉川小学校  〃 北谷町32 044-522-4416 576 

下沼部小学校  〃 下沼部1955 044-411-2933 879 

苅宿小学校  〃 苅宿25-1 044-422-4409 611 

木月小学校  〃 木月4-53-1 044-433-3286 402 

東住吉小学校  〃 木月住吉町1-11 044-422-1402 602 

住吉小学校  〃 木月祗園町17-1 044-422-5444 511 

井田小学校  〃 井田中ノ町29-1 044-766-3992 989 

今井小学校  〃 今井西町3-18 044-722-7599 653 

上丸子小学校  〃 上丸子八幡町815 044-411-2221 901 

西丸子小学校  〃 小杉陣屋町2-19-1 044-733-4413 502 

中原小学校  〃 小杉御殿町1-950 044-722-1610 822 

宮内小学校  〃 宮内2-4-1 044-766-4769 846 

大戸小学校  〃 下小田中1-4-1 044-766-4509 764 

下小田中小学校  〃 下小田中3-35-1 044-777-5103 1,103 

新城小学校  〃 下新城1-15-1 044-766-2236 707 

大谷戸小学校  〃 上小田中1-27-1 044-777-6412 953 

小杉小学校  〃 小杉町2-295-1 044-711-5553 802 
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小学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1児童数 

子母口小学校 高津区子母口730 044-777-0842 1,118 

橘小学校  〃 千年1024 044-766-4503 854 

末長小学校  〃 末長3-8-1 044-866-7642 1,105 

新作小学校  〃 新作1-9-1 044-877-6565 590 

東高津小学校  〃 北見方2-5-1 044-833-5452 1,022 

坂戸小学校  〃 坂戸1-18-1 044-822-2341 733 

久本小学校  〃 久本3-11-3 044-822-9331 837 

下作延小学校  〃 下作延5-19-1 044-822-0723 518 

高津小学校  〃 溝口4-19-1 044-822-2630 1,222 

梶ヶ谷小学校  〃 梶ヶ谷4-12 044-877-8621 799 

西梶ヶ谷小学校  〃 梶ヶ谷2-14-1 044-888-0505 563 

久末小学校  〃 久末647 044-777-6533 701 

上作延小学校  〃 上作延559 044-866-2049 646 

南原小学校  〃 上作延3-9-1 044-866-0981 239 

久地小学校  〃 久地4-2-1 044-833-5700 818 

野川小学校 宮前区西野川2-19-1 044-766-2069 868 

西野川小学校  〃 野川台3-10-1 044-766-3877 336 

南野川小学校  〃 南野川2-12-1 044-788-5500 365 

宮崎小学校  〃 馬絹1-30-9 044-866-2219 1,248 

鷺沼小学校  〃 鷺沼2-1 044-854-2783 1,036 

土橋小学校 

有馬小学校 

〃 土橋3-1-11 

 〃 東有馬5-12-1 

044-865-1535 

044-866-1447 

1,017 

364 

西有馬小学校  〃 有馬7-6-1 044-855-7911 924 

富士見台小学校  〃 宮前平2-18-3 044-888-0189 1,104 

宮前平小学校  〃 宮前平3-14-1 044-853-0466 716 

宮崎台小学校  〃 宮崎3-18 044-855-2410 865 

向丘小学校  〃 平1-6-1 044-866-7060 659 

平小学校  〃 平6-5-1 044-866-7235 510 

白幡台小学校  〃 南平台13-1 044-977-8220 208 

菅生小学校  〃 菅生1-5-1 044-977-0953 752 

稗原小学校  〃 水沢3-7-1 044-976-4557 581 

犬蔵小学校  〃 犬蔵1-3-1 044-976-1820 1,040 

稲田小学校 多摩区宿河原3-18-1 044-911-7041 813 

長尾小学校  〃 長尾7-28-1 044-866-1541 254 

宿河原小学校  〃 宿河原2-1-1 044-933-5437 790 

登戸小学校  〃 登戸1329 044-911-2124 760 

中野島小学校  〃 中野島3-12-1 044-911-8515 869 

下布田小学校  〃 布田23-1 044-944-5448 354 

東菅小学校  〃 菅馬場2-19-1 044-944-2832 602 

南菅小学校  〃 菅馬場3-25-1 044-944-5320 247 

西菅小学校  〃 菅北浦4-2-1 044-945-8181 225 

菅小学校  〃 菅2-6-1 044-944-2107 827 

東生田小学校  〃 枡形4-9-1 044-911-4925 699 

三田小学校  〃 三田3-6-4 044-900-1986 481 

生田小学校  〃 生田7-22-1 044-911-2115 464 

南生田小学校  〃 南生田3-1-1 044-954-5764 990 

長沢小学校 麻生区東百合丘2-24-7 044-954-5144 628 

西生田小学校  〃 細山2-2-1 044-966-5161 840 

千代ヶ丘小学校  〃 千代ヶ丘8-9-1 044-954-1080 505 

金程小学校  〃 金程2-10-1 044-966-5506 398 

百合丘小学校  〃 百合丘2-1-2 044-966-3550 829 

南百合丘小学校  〃 王禅寺西1-26-1 044-966-6376 846 

麻生小学校  〃 上麻生3-24-1 044-954-0397 733 
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小学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1児童数 

東柿生小学校  〃 王禅寺東6-3-1 044-988-0017 414 

王禅寺中央小学校  〃 王禅寺東4-14-1 044-988-9700 506 

真福寺小学校  〃 白山5-3-1 044-988-4348 238 

虹ヶ丘小学校  〃 虹ヶ丘1-21-2 044-987-1579 144 

柿生小学校  〃 片平3-3-1 044-988-0019 829 

岡上小学校  〃 岡上675-1 044-988-8367 241 

片平小学校  〃 片平5-28-1 044-987-6367 627 

栗木台小学校  〃 栗木台5-15-1 044-987-4633 654 

はるひ野小学校  〃 はるひ野4-8-1 044-980-5211 863 

小学校(114校)計     73,727 

 

  中学校 

中学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1生徒数 

大師中学校 川崎区大師河原2-1-1 044-266-5791 688 

南大師中学校  〃 四谷上町24-1 044-266-2125 326 

川中島中学校  〃 藤崎2-19-1 044-222-5707 670 

桜本中学校  〃 池上新町1-2-4 044-288-7188 178 

臨港中学校  〃 浜町2-11-22 044-333-5537 505 

田島中学校  〃 小田2-21-7 044-322-2027 334 

京町中学校  〃 京町3-19-11 044-333-2127 256 

渡田中学校  〃 渡田向町11-1 044-244-4702 327 

富士見中学校  〃 富士見2-1-2 044-233-4186 634 

川崎中学校  〃 下並木50 044-222-7186 366 

川崎高等学校附属中学校  〃 中島3-3-1 044-246-7861 359 

南河原中学校 幸区中幸町4-31 044-511-2413 342 

御幸中学校  〃 戸手4-2-1 044-522-3404 885 

塚越中学校  〃 塚越1-60 044-511-0458 761 

日吉中学校  〃 北加瀬2-3-1 044-588-4552 383 

南加瀬中学校  〃 南加瀬3-10-1 044-588-6428 621 

平間中学校 中原区上平間1368 044-511-3502 504 

玉川中学校  〃 中丸子562 044-411-2639 476 

住吉中学校  〃 木月住吉町27-1 044-411-3358 363 

井田中学校  〃 井田杉山町11-1 044-766-3393 551 

今井中学校  〃 今井仲町7-1 044-722-9292 403 

中原中学校  〃 小杉陣屋町1-24-1 044-722-3396 408 

宮内中学校  〃 宮内4-13-1 044-766-3470 697 

西中原中学校  〃 下小田中2-17-1 044-777-2239 1,346 

東橘中学校 高津区子母口730 044-766-1649 942 

橘中学校  〃 千年1300 044-777-6715 950 

高津中学校  〃 久本3-11-2 044-822-2331 517 

東高津中学校  〃 末長4-1-1 044-833-2882 553 

西高津中学校  〃 久地1-10-1  044-822-2487 888 

宮崎中学校 宮前区宮崎107 044-877-2601 1,102 

野川中学校  〃 西野川2-2-1 044-766-3821 753 

有馬中学校  〃 有馬7-7-1 044-855-7913 794 

宮前平中学校  〃 宮前平2-7 044-855-3214 1,249 

向丘中学校  〃 神木本町5-11-1 044-866-2875 663 

平中学校  〃 平3-15-1 044-976-3666 319 

菅生中学校  〃 菅生2-10-1 044-977-8787 624 

犬蔵中学校  〃 犬蔵1-10-1 044-977-0604 576 
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中学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1生徒数 

稲田中学校 多摩区宿河原4-1-1 044-911-4224 937 

枡形中学校  〃 枡形1-22-1 044-900-1304 383 

中野島中学校  〃 中野島1-16-1 044-944-4734 679 

南菅中学校  〃 菅馬場4-1-1 044-944-5307 287 

菅中学校  〃 菅城下28-1 044-944-8002 346 

生田中学校  〃 三田2-5420-2 044-911-4201 631 

南生田中学校  〃 南生田3-4-1 044-954-5613 452 

西生田中学校 麻生区高石3-25-1 044-966-8515 563 

金程中学校  〃 金程3-16-1 044-951-2141 392 

長沢中学校  〃 東百合丘4-12-1 044-954-5611 533 

麻生中学校  〃 上麻生4-39-1 044-954-2957 434 

柿生中学校  〃 上麻生6-40-1 044-988-0004 485 

王禅寺中央中学校  〃 王禅寺東4-14-2 044-987-0066 340 

白鳥中学校  〃 白鳥1-5-1 044-988-9701 679 

はるひ野中学校  〃 はるひ野4-8-1 044-980-5211 378 

中学校(52校)計     29,832 

    

  高等学校 

名称/所在地/電話番号       学 科 Ｒ5.5.1生徒数 

川崎高等学校 

川崎区中島3-3-1 / 044-244-4981～4983 

全日制 普通科・生活科学科・福祉科 535 

定時制 普通科 [昼間部・夜間部] 239 

幸高等学校 

幸区戸手本町1-150 / 044-522-0125～0127 
全日制 普通科・ビジネス教養科 701 

川崎総合科学高等学校 

幸区小向仲野町5-1 / 044-511-7336～7338 

全日制 
情報工学科・総合電気科・電子機械科・

建設工学科・デザイン科・科学科 
682 

定時制 クリエイト工学科・商業科 55 

橘高等学校 全日制 普通科・国際科・スポーツ科 824 

中原区中丸子562 / 044-411-2640 定時制 普通科 88 

高津高等学校 全日制 普通科 823 

高津区久本3-11-1 / 044-811-2555 定時制 普通科 86 

全日制(５校)計     3,565 

定時制(４校)計     468 

合計   4,033 

 

  特別支援学校 

特別支援学校名 所在地 電話番号 Ｒ5.5.1児童・生徒数 

聾学校 中原区上小田中3-10-5  044-766-6500 41 

中央支援学校 高津区久本3-7-1 044-844-1275～6 311 

田島支援学校 川崎区田島町20-5  044-355-1240 151 

田島支援学校桜校 川崎区池上新町1-1-3   044-299-2861 115 

特別支援学校(４校)計   618 
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市立教育施設一覧（含む関連施設） 
 

 

   ※1各区役所所管 

   ※2こども未来局青少年支援室所管 

   ※3 宮前区役所生涯学習支援課所管 

 

教 育 施 設 名 所  在  地 電  話 

 総合教育センター 高津区溝口６－９－３ 044-844-3600 

 総合教育センター塚越相談室 幸区塚越１－６０ 044-541-3633 

 教育会館 中原区下沼部１７０９－４ 044-433-9105 

南部学校給食センター 幸区南幸町３－１４９－２ 044-223-7881 

 中部学校給食センター 中原区上平間１７００－３７３ 044-201-1008 

 北部学校給食センター 麻生区栗木２－８－５ 044-322-9911 

 教育文化会館※1 川崎区富士見２－１－３ 044-233-6361 

 教育文化会館大師分館※1 〃 大師駅前１－１－５川崎大師パークホームズ２階 044-266-3550 

 教育文化会館田島分館※1 〃 追分町１６－１カルナーザ川崎４階 044-333-9120 

 幸市民館※1 幸区戸手本町１－１１－２ 044-541-3910 

 幸市民館日吉分館※1   〃 南加瀬１－７－１７ 044-587-1491 

 中原市民館※1  中原区新丸子東３－１１００－１２ 
パークシティ武蔵小杉ミッドスカイタワー１・２階 044-433-7773 

 高津市民館※1 高津区溝口１－４－１ノクティ２ １１・１２階 044-814-7603 

 高津市民館橘分館※1  〃 久末２０１２－１ 044-788-1531 

 宮前市民館※1 宮前区宮前平２－２０－４ 044-888-3911 

 宮前市民館菅生分館※1  〃 菅生５－４－１１ 044-977-4781 

 多摩市民館※1 多摩区登戸１７７５－１ 044-935-3333 

 麻生市民館※1 麻生区万福寺１－５－２ 044-951-1300 

 麻生市民館岡上分館※1  〃 岡上３－１５－５ 044-988-0268 

 川崎図書館 川崎区駅前本町１２－１川崎駅前タワーリバーク４階 044-200-7011 

 川崎図書館大師分館    〃 大師駅前１－１－５川崎大師パークホームズ２階  044-266-3550 

 川崎図書館田島分館  〃 追分町１６－１カルナーザ川崎４階 044-333-9120 

 幸図書館 幸区戸手本町１－１１－２ 044-541-3915 

 幸図書館日吉分館   〃 南加瀬１－７－１７ 044-587-1491 

 中原図書館 中原区小杉町３－１３０１武蔵小杉西街区ビル５・６階 044-722-4932 

 高津図書館 高津区溝口４－１６－３ 044-822-2413 

 高津図書館橘分館  〃 久末２０１２－１ 044-788-1531 

 宮前図書館 宮前区宮前平２－２０－４ 044-888-3918 

 多摩図書館 多摩区登戸１７７５－１ 044-935-3400 

 多摩図書館菅閲覧所  〃 菅３－１－１Ｋ・Ｔプラザビル３・４階 044-946-3271 

 麻生図書館 麻生区万福寺１－５－２ 044-951-1305 

 麻生図書館柿生分館   〃 片平３－３－１ 044-986-6470 

 日本民家園 多摩区枡形７－１－１ 044-922-2181 

 青少年科学館 
（かわさき宙と緑の科学館）  〃 枡形７－１－２ 044-922-4731 

地名資料室 高津区溝口１－６－１０生活文化会館（てくのかわさき）４階 044-812-1102 

川崎市生涯学習プラザ 中原区今井南町２８－４１ 044-733-5560 

八ヶ岳少年自然の家※2 長野県諏訪郡富士見町境字広原１２０６７－４８２ 0266-66-2011 

青少年の家※2 宮前区宮崎１０５－１ 044-888-3588 

黒川青少年野外活動センター※2 麻生区黒川３１３－９ 044-986-2511 

 子ども夢パーク※2 高津区下作延５－３０－１ 044-811-2001 

 有馬･野川生涯学習支援施設 
（アリーノ）※3 宮前区東有馬４－６－１ 044-853-3737 
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各 学 校 の 開 校 年 度 
 

年度 主な出来事 小学校の設置 中学校の設置 
幼稚園・高校・特別支援学校の

設置 

明治5 学制(下等小学校4年、上等小学校4年と規定) 向丘   

明治6 
 大師、小田、川崎、御幸、日吉、

野川、宮崎、登戸、生田、柿生 

  

明治7  菅   

明治10  田島   

明治12  稲田   

明治19 小学校令(義務教育は尋常小学校3～4年と規定)    

明治23 第2次小学校令(地方の学校設置義務を規定)    

明治33 第3次小学校令(義務教育は尋常小学校4年と規定) 住吉   

明治34  中原   

明治37  玉川   

明治40 第5次小学校令(義務教育は尋常小学校6年と規定)    

明治44    川崎高校 

明治45  高津   

大正2  橘   

大正9  宮前   

大正13 
7月 川崎町・御幸村・大師町が合併し、川崎市となる

(人口48,394人) 

大島   

大正14  旭町   

昭和2 4月 田島町が川崎市に編入 幸町   

昭和3  渡田  高津高校 

昭和8 8月 中原町が川崎市に編入    

昭和9  桜本   

昭和12 
4月 高津町・日吉村の一部が川崎市に編入 

6月 橘村が川崎市に編入 

川中島、南河原   

昭和13 
10月 稲田町・生田村・宮前村・向丘村が川崎市に

編入 

   

昭和14 4月 柿生村・岡上村が川崎市に編入    

昭和15  向、新町、大戸   

昭和16 
国民学校令(義務教育は国民学校初等科6年、高等科2

年と規定) 

   

昭和17    橘高校 

昭和18  平間   

昭和20 4月 川崎大空襲    

昭和21 
11月 日本国憲法公布 

3月 教育基本法・学校教育法公布 

   

昭和22 

教育基本法施行 

学校教育法(義務教育は小学校6年、中学校3年と規定) 

古川、古市場、上丸子、西生田、

東柿生 

【東渡田、前沼、富士見、堀内

を廃止】 

大師、川中島、臨港、田島、 

富士見、御幸、玉川、住吉、 

中原、西中原、高津、宮崎、 

向丘、稲田、生田、柿生 

 

昭和23 11月 公選制教育委員会発足    

昭和24 

7月 川崎公民館開館 

9月 全国初の成人学校が富士見中で開校 

11月 川崎教育研究所設立 

殿町   

昭和25 
11月 第1回川崎市教育委員選挙 

12月 川崎市教育委員会事務局の設置 

東住吉、東高津 日吉  

昭和26 
10月 稲田公民館開館 

1月 川崎市教育目標を設定 

   

昭和27  浅田   

昭和28 
7月 高津公民館・中原公民館開館 四谷、新城 渡田、塚越、橘 商業高校 

聾学校 

昭和29  小倉、下沼部 南大師、川崎  

昭和30 
 藤崎、東小田、東大島、西丸子、

久本 

桜本、京町  

昭和31 5月 市民会館が開館 西御幸、苅宿、井田 南河原、井田  

昭和32 
9月 市の人口、50万人を突破する 東門前、東桜本、京町、戸手、

下平間、宮内 

宮内、西高津  

昭和33 1月 市統一の成人式を市民会館で行う 南加瀬、今井、末長   

昭和34 

4月 社会教育法改正法公布 

8月 青少年の家、馬絹に設置 

*この年に二部授業解消する 

下河原   

昭和35  中野島 南加瀬、平間、中野島  
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年度 主な出来事 小学校の設置 中学校の設置 
幼稚園・高校・特別支援学校の

設置 

昭和37 
5月 市の人口、70万人を超える  今井 養護（→中央支援）学校 

（Ｈ26年名称変更） 

昭和38 
   工業（→総合科学）高校 

（Ｈ5年名称変更） 

昭和39  百合丘   

昭和40  子母口   

昭和41 42年3月 産業文化会館開館 大谷戸、東生田   

昭和42 4月 日本民家園開園 久地、菅生   

昭和43  下小田中 東橘 菅生小附属幼稚園 

昭和44 
 坂戸、久末、上作延、南百合丘  渡田、古市場、西丸子、 

生田小附属幼稚園 

昭和45  東菅 西生田 川中島、川崎小附属幼稚園 

昭和46 
8月 青少年科学館開館 木月、三田  住吉、高津、 

南百合丘小附属幼稚園 

昭和47 

4月 政令指定都市となる 

(川崎・幸・中原・高津・多摩) 

9月 多摩市民館開館 

河原町、梶ヶ谷、有馬、 

富士見台、白幡台 

 桜本小、御幸、 

新城小附属幼稚園 

昭和48 5月 100万人目の市民が誕生する 南野川 菅生 白幡台小附属幼稚園 

昭和49 

4月 教育会館開館 

6月 中原市民館開館 

7月 高津市民館開館 

宿河原  宮崎（→鷺沼）小附属幼稚園 

（S52年名称変更） 

昭和50  宮崎台、千代ヶ丘  向、平間小附属幼稚園 

昭和51 52年2月 石川記念武道館開館 犬蔵、南生田、長沢、虹ヶ丘 宮前平 南野川小附属幼稚園 

昭和52 8月 八ヶ岳少年自然の家開設 鷺沼、平 菅、南生田、長沢  

昭和53 5月 岡上分館開館 西有馬 有馬、犬蔵 河原町小附属幼稚園 

昭和54  下布田、王禅寺 白鳥 梶ヶ谷小附属幼稚園 

昭和55 7月 幸市民館開館 西野川、宮前平 野川、枡形、王禅寺  

昭和56 *米飯給食の試行 白山 白山  

昭和57 7月 高津・多摩区の分区(宮前区と麻生区) 長尾、真福寺   

昭和58  下作延、栗木台   

昭和59  夢見ケ崎、西梶ヶ谷、片平 東高津  

昭和60 

5月 麻生市民館開館 

6月 幸スポーツセンター開館 

7月 宮前市民館開館 

東小倉、新作、南菅 南菅  

昭和61 

5月 総合教育センター開設 

6月 麻生スポーツセンター開館 

*「いきいきとした川崎の教育をめざして」答申 

*小学校1年生から40人学級実施 

南原、稗原 平、金程 田島養護（→田島支援）学校 

（Ｈ26年名称変更） 

昭和62 4月 宮前市民館菅生分館開館 岡上   

昭和63 
6月 ふれあい館開館 

11月 市民ミュージアム開館 

   

平成1 4月 産業文化会館を教育文化会館と改称 西菅、金程   

平成3  麻生 麻生  

平成4 

4月 平和館開館 

8月 大山街道ふるさと館開館 

9月 学校週五日制実施(第二土曜日休業・あそびの

広場実施) 

10月 プラザ大師開館 

3月 川崎市生涯学習推進基本計画報告 

   

平成5 10月 プラザ橘開館    

平成6 10月 「川崎市子ども議会」開催    

平成7 
8月 とどろきアリーナ開館 

11月 プラザ大師開館 

   

平成8 9年1月 多摩市民館・図書館改築    

平成9 
7月 高津市民館改築 

7月 高津スポーツセンター開館 

   

平成11 10月 岡本太郎美術館が開館    

平成13 4月 子どもの権利条例を施行    

平成14 

   川中島、桜本、渡田、川崎、 

御幸、古市場、平間、西丸子、

高津小附属幼稚園が廃園 

平成15 

6月 麻生図書館柿生分館開館 

7月 幸市民館・図書館日吉分館開館 

子ども夢パーク開設 

  向、河原町、住吉、梶ヶ谷、 

南野川、鷺沼、白幡台、菅生、

南百合丘小附属幼稚園が廃園 

 

    

71



                                                        Ⅴ 資 料 
- 68 - 

年度 主な出来事 小学校の設置 中学校の設置 
幼稚園・高校・特別支援学校の

設置 

平成16 

5月 人口が130万人を突破 

7月 ミューザ川崎がオープン 

17年3月「かわさき教育プラン」策定 

   

平成18 
4月 宮前スポーツセンター開館 土橋 

【河原町が御幸に統合】 

  

平成20 
 はるひ野 王禅寺中央、はるひ野 

【白山、王禅寺が統合】 

 

平成21 

4月 中原市民館移転 

     人口が140万人突破 

5月 有馬・野川生涯学習支援施設開館 

22年3月 多摩スポーツセンター開館 

王禅寺中央 

【白山、王禅寺が統合】 

  

平成22 
 さくら 

【桜本、東桜本が統合】 

 新城、生田小附属幼稚園が廃園 

平成24 
4月 青少年科学館(かわさき宙と緑の科学館) 

リニューアルオープン 

   

平成25 
4月 中原図書館移転 

26年1月 人口が145万人を突破 

   

平成26 

27年3月 第２次川崎市教育振興基本計画 

「かわさき教育プラン」策定 

 川崎高等学校附属 田島支援学校桜校 

【田島支援学校小中学部を分

校化】 

平成29 

29年5月 人口が150万人を突破   幸高校 

【商業高校から名称変更。定時

制商業科を川崎総合科学高校

に移管し、定時制課程を廃止。】 

令和１  小杉   
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市 立 小 ・ 中 学 校 の 推 移 

 

1 学校数の推移 *校数には、分校数を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 在籍者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 学級数の推移 
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小学校 中学校

H20 ﾋﾟｰｸ 115 校 

R5 現在 114 校 

S26 44 校 

S26 17 校 

H26～R5 ﾋﾟｰｸ 52 校 

S61 ﾋﾟｰｸ 44,637 人 

S55 ﾋﾟｰｸ 100,163 人 

R5 現在 73,727 人 

R5 現在 29,832 人 S26 44,343 人 

S26 12,711 人 

S26 991 学級 

S26 259 学級 

S55 時点 2,602 学級 

S61 ﾋﾟｰｸ 1,102 学級 

R5 ﾋﾟｰｸ 2,846 学級 

R5 現在 1,005 学級 
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                                                          Ⅴ 資 料 
 

教育委員会の附属機関等 
 

名称(根拠条例施行日) 設置目的・所掌事務等 根拠法令等 主管課 

川崎市学校運営協議会 

平成18.12.１設置 

学校運営に関して、教育委員会及び校長の権

限と責任の下、保護者及び地域住民の学校運営

への参画の促進や連携強化を進めることによ

り、学校と保護者、地域住民等と信頼関係を深

め、一体となって学校運営の改善や児童生徒の

健全育成に取り組むものとする。 

地方教育行政の組織及び運営

に関する法律第47条の５ 

川崎市学校運営協議会規則 

教育政策

室 

川崎市いじめ防止対策連絡協

議会 

平成26.10.15設置 

いじめの防止等に関係する機関及び団体相互

の連絡調整を行い、当該機関及び団体の連携の

推進のために必要な事項を調査審議する。 

いじめ防止対策推進法第14条

第１項 

川崎市いじめ防止対策連絡協

議会等条例 

指導課 

川崎市いじめ問題専門・調査委

員会 

平成26.10.15設置 

教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事務を

行う。 

(１)いじめの防止等のための対策を調査審議

すること。 

(２)いじめ防止対策推進法第28条第１項に規

定する重大事態に係る事実関係を調査審

議すること。 

いじめ防止対策推進法第14条

第３項 

川崎市いじめ防止対策連絡協

議会等条例 

指導課 

川崎市教科用図書選定審議会 

平成27.４.１設置 

市立学校において使用する教科用図書の選定

に関して調査審議すること。 

地方自治法第138条の４第３項

川崎市附属機関設置条例 

指導課 

川崎市社会教育委員 

昭和24.７.１設置 

社会教育に関し教育委員会に助言するため、

次の職務を行う。 

１ 社会教育に関する諸計画を立案すること。 

２ 定時又は臨時に会議を開き、教育委員会の

諮問に応じこれに対して意見を述べるこ

と。 

３ 前2号の職務を行うために必要な研究調査

を行うこと。 

教育委員会の会議に出席して社会教育に関し

意見を述べることができる。 

教育委員会から委嘱を受けた青少年教育に関

する特定の事項について、社会教育関係団体、

社会教育指導者その他関係者に対し、助言と指

導を与えることができる。 

 

社会教育施設の運営の在り方についても、総

合的な企画立案、提言等を行うため各施設・分

野に対応した専門部会を置く。 

【専門部会】 

・教育文化会館専門部会 

・各市民館専門部会（幸、中原、高津、宮前、

多摩、麻生） 

・図書館専門部会 

・有馬・野川生涯学習支援施設専門部会 

・日本民家園専門部会 

・青少年科学館専門部会 

・青少年教育施設専門部会 

社会教育法第15条～第18条 

川崎市社会教育委員条例 

川崎市社会教育委員会議規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯学習

推進課 

川崎市文化財審議会 

昭和34.9.22設置 

文化財の指定又はその保持者の認定並びに指

定又は認定の解除、現状の変更その他必要と認

められる事項に関して教育委員会の諮問に応ず

る。 

文化財保護法第190条 

川崎市文化財保護条例 

第３条・第４条 

川崎市文化財審議会規則 

文化財課 

川崎市橘樹官衙遺跡群調査整

備委員会 

平成27.４.１設置 

橘樹官衙遺跡群の調査並びに保存・整備及び

管理に関する事項に関して調査審議する。 

地方自治法第138条の４第３項 

川崎市附属機関条例 

文化財課 
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      Ⅴ 資 料 
 

教育委員会所管出資法人 
  

法人名 設立年月 設置目的 主な事業 所在地 電話番号 

公益財団法人 
川崎市 
学校給食会 

昭和 33

年５月 

 

平成 24

年４月公

益財団法

人移行 

 川崎市立学校の学校

給食に関する事業を行

うことにより、成長期

における児童生徒の健

全な食生活に関わる食

育を推進し、豊かな市

民生活に寄与すること

を目的とする。 

(1) 学校給食用物資の調達に関する事業 
(2) 令和２年度以前の学校給食費の管理に関

する事業 
(3) 学校給食実施に寄与する講習会、研究会等

を開催する事業 
(4) 学校給食の普及奨励に必要な事業 
(5) 前各号のほか、この法人の目的達成に必要

な事業 

川崎市川崎区 

宮本町６番地 

明治安田生命

ビル内 

044-200 

-3300 

公益財団法人 
川崎市生涯学習 
財団 

平成２年

５月 

 

平成 17

年４月 

博物館振

興財団と

統合・名

称変更 

平成 24

年４月公

益財団法

人へ移行 

 川崎市における豊か

な生涯学習社会の実現

を図るため、教育、学

術及び文化に関する各

種事業を推進するとと

もに、市民に自主的な

活動及び交流の場を提

供し、活力に満ちた市

民自治社会の構築に寄

与することを目的とす

る。 

(1) 生涯学習に関する学習機会提供事業 

(2) 生涯学習に関する活動支援事業 

(3) 生涯学習に関する情報収集、情報提供及び

調査研究事業 

(4) 生涯学習関連施設管理運営事業 

(5) その他目的を達成するために必要な事業 

川崎市中原区 

今井南町28-41 

044-733 

-5560 
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